
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 160 家族介護用品支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成元年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市家族介護用品支給要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

在宅でねたきり高齢者などを介護している家族を対象 申請に基づき、地域包括支援センター職員が訪問調査
に、介護用品を支給することにより、介護家族の身体 し、その申請された内容を審査した結果、市が利用の
的、経済的負担の軽減を図る。 可否を決定し、在宅介護に必要な介護用品（紙おむつ
[対象] など）を支給する。介護にかかる経費及び介護者の負
・要介護３から５までと認定された人で、在宅で介護 担を軽減する必要があるため実施する。
を受けている人
・要介護度４又は５と認定された市民税非課税世帯の
65歳以上の人を在宅で介

令

護している人
【ＳＤＧ

和

ｓの取組：３】

対象者

 

からの申請に基づき、

3

地域包括支援センター

年

職員が訪問調査し審査

度

した結果
R2年度に実

（

施した具体的な 、利用

2

の可否を決定し、決定

年

者には、申請のあった

度

翌月から紙おむつを支

実

給した。
事業の方法、

施

手順、指標に対す
る成

分

果等

事務事業を取り巻

）

く状況は過去と比べ変

事

化しているか (1)活

務

動指標（事務事業の活

事

動量を表す指標）

高齢

業

社会のため、対象者は

目

増加している。 名称 単

的

位
① サービスを利用し

評

た高齢者人数 人
変 化

価

②
内 容

対象(この事

表

業の対象、範囲となる

様

人、物) (2)対象指

式

標（対象の大きさを表

1

す指標）

要介護３から

-

５までの在宅で介護を

1

受けている人 名称 単位

記

① 要介護度3～5で在

入

宅生活している人数 人

日

②
目的(この事業によ

令

って上記対象をどのよ

和

うな状態にしたいのか

0

) (3)成果指標（目

3

的の達成度を示す指標

年

）

家族介護用品の支給

1

申請を行う。 名称 単位

2

① サービス利用申請し

月

た人数 人
②

結果(上位

0

基本事業の意図) (4

7

)結果の成果指標（上

日

位基本事業の成果指標

１

）

安心して住み慣れた

事

地域で生活してもらう

務

。 名称 単位
 ① サービ

事

スを利用した高齢者人

業

数 人
 ②

事務事業の各

の

種指標の実績と見込及

現

び目標

H31年度 R2

状

年度 R2年度 R3年度

　

R4年度 R5年度 R6

Ｐ

年度
指標 ＼ 年度 単

Ｌ

位
実績値 計画値 実績値

Ａ

計画値 目標値 目標値 目

Ｎ

標値
(1)の ① 人 23

及

3 253 247 273

び

296 321 346
活

Ｄ

動指標 ②
(2)の ① 人

Ｏ

252 274 250 2

事

95 320 347 37

務

4
対象指標 ②
(3)の

事

① 人 78 85 100 9

業

1 99 107 115
成

名

果指標 ②
(4)の結果

N

の ① 人 233 253 2

o

47 273 296 32

.

1 346
成果指標 ②

予

1

算費目 会計 01 一般

6

会計 款 03 項 01 目 0

0

6

コスト 年度 H31年

家

度 R2年度 R2年度 R

族

3年度 R4年度 R5年

介

度 R6年度
実績値 計画

護

値 実績値 計画値 目標値

用

目標値 目標値
事業費(

品

決算又は予算額)Ａ 単

支

位 4,258 5,32

給

8 4,339 4,45

事

9 4,775 5,16

業

3 5,614

財
源
内
訳

政

 国庫支出金 千円 0 0

策

0 0 0 0 0
 県支出金

こ

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

の

地方債 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 その他 千円 0 0

務

0 0 0 0 0
 一般財源

事

千円 4,258 5,3

業

28 4,339 4,4

施

59 4,775 5,1

策

63 5,614
人件費

の

Ｂ 千円 1,660 1,

位

905.7 1,215

置

.1 1,215.1 1

基

,215.1 1,21

本

5.1 1,215.1

事

正職員従事時間×人数

業

時間×人 500× 1 2

主

87× 2 183× 2 1

管

83× 2 183× 2 1

課

83× 2 183× 2
正

名

職員以外の人件費 千円

課

0 0 0 0 0 0 0
その他

長

の費用Ｃ 千円 61 14

名

6 58 58 58 58 5

こ

8
トータルコストA+

の

B+C 千円 5,979

事

7,379.7 5,6

務

12.1 5,732.

事

1 6,048.1 6,

業

436.1 6,887

の

.1
単位あたりコスト

開

① 千円/人 23.7 2

始

6.9 22.4 19.

時

4 18.9 18.5 1

期

8.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

事

ﾄ/(2)の対象指標

務

）② 千円/ 0 0 0 0 0

区

0 0

1

分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

は大きいため、見直す

業

必要
事業進展等による

名

環境変化 □ ある
はない

N

。
に伴い、目的を見直

o

す（目
その理由

的の追

.

加・拡充又は絞込）

必

1

要はありませんか？ ■

6

ない

有
効
性

対象者に合

0

った介護用品を紹介し

家

、支給していく。
今以

族

上に事業の成果を向上

介

させる方法を記入して

護

下さ

い。 内　容
※(3

用

)の成果指標を向上さ

品

せる

　ことはできます

支

か？

申請のあった人全

給

てに支給できている。

事

目的達成状況 内　容

□

業

民間への一部委託 ■民

２

間への全部委託
市関与

評

の必要性 □指定管理 □

価

補助金・負担金助成 □

　

市の直営
内　容

　（実

Ｃ

施手法） 介護用品を各

Ｈ

家庭に配布する業務を

Ｅ

委託している。

効
率
性

Ｃ

他の事業を統廃合する

Ｋ

ことにより、成果を向

目

上させることができな

的

い。
事務事業の統廃合

妥

により、

事業の効率化

当

を図り、成果
内　容

を

性

向上させる方法を記入

こ

し

て下さい。

対象者の

の

在宅生活を守るため、

事

事業費削減はできない

業

。
現状より事業費・人

の

件費を

削減する方法を

必

記入して下

さい。（仕

要

様の変更、外部 内　容

性

委託、従事時間の削減

は

等は

できないか？)

公

薄

平
性

介護用品を支給す

れ

るサービスである。
□

て

ある ■ 現状で適正
受益

得

者負担はありますか？

ら

また、受益者負担割合

れ

は適 ■ ない □ 検討が必

て

要 内　容
正ですか？

□

い

受益者がいない

３
改
革

る

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

い

施設に入所した場合で

ま

も支給を継続 在宅で介

せ

護を受けている人が対

ん

象で
事業実施上の課題

か

、住 してほしいとの意

。

見がある。 あることか

十

ら、本事業の趣旨を説

分

明
民・議会等からの意

な

見 意　見 対応策 する。

成

と対応策

申請に基づき

果

、委託団体が申請のあ

が

継続して実施するため

理

、前年度と同
R3年度

　

の事業計画は前 変　更

由

った翌月から各家庭に

得

紙おむつを配 様・同規

ら

模で実施。
年度から変

れ

更・追加は 前年度 ・
達

て

する
あるか 追　加

今後

い

の事業・コスト・成果

ま

の方向性 今後の事業の

す

方向性、改革・改善案

か

※今年度からの具体的

？

な事業の進め方、手段

得

の見直し等、各方向性

ら

の内容

　　　　　　　

れ

　　□　拡大 高齢社会

て

に伴い、利用者数は増

い

加傾向にあり、要介護

な

　　　　　　　　　□

い

　改善 認定者数の増加

事

率と同程度の増加が見

業

込まれるため、
　　　

進

　　　　　　■　現状

展

維持 今後も継続して事

等

業を行う。
　　　　　

に

　　　　□　縮小
　　

よ

　　　　　　　□　統

る

合
　　　　　　　　　

環

□　完了
　　　　　　

境

　　　□　廃止・休止

変

コストの方向性
　　　

化

　　　　　　→　維持

あ

成果の方向性
　　　　

る

　　　　　→　維持

2

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 160 家族介護用品支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

在宅で介護している家族の経済的負担を軽減しているため必
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

常時介護用品を利用する対象者は介護３以上として、見直す必要はな

様

事業進展等による環境

式

変化
□ ある い。

に伴い

1

、対象を見直す（拡
そ

-

の理由
大・縮小）必要

2

はありませ
■ ない

んか

事

？

在宅介護者にとって

務

介護用品の経済的負担



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 161 ねたきり老人等手当支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成元年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市ねたきり老人等手当支給条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

要介護３から５と認定された65歳以上の高齢者で、在 申請に基づき、申請のあった月分から、月額2,000円
宅で介護を受けている人に対し、月額2,000円を手当 の手当を支給する。在宅で介護を受けている人の経済
として支給する。 的な負担を軽減するためには必要な事業である。
[対象]
・市内に引続き1年以上居住し、要介護３から５まで
の認定を受けている65歳以上の人、又はその常時介護
者
【ＳＤＧｓの取組：３】

要介護３から５と認定された65歳以上の高齢者からの申請に基づき、申請のあった
R2年

令

度に実施した具体的な

和

月分から、月額2,0

 

00円の手当を支給し

3

た。
事業の方法、手順

年

、指標に対す
る成果等

度

事務事業を取り巻く状

（

況は過去と比べ変化し

2

ているか (1)活動指

年

標（事務事業の活動量

度

を表す指標）

高齢社会

実

のため、対象者は増加

施

している。 名称 単位
①

分

サービスを利用した人

）

数 人
変 化

②
内 容

対

事

象(この事業の対象、

務

範囲となる人、物) (

事

2)対象指標（対象の

業

大きさを表す指標）

要

目

介護３から５までの在

的

宅で介護を受けている

評

人 名称 単位
① 要介護3

価

～5で在宅生活してい

表

る人数 人
②

目的(この

様

事業によって上記対象

式

をどのような状態にし

1

たいのか) (3)成果

-

指標（目的の達成度を

1

示す指標）

ねたきり老

記

人等手当の支給申請を

入

行う。 名称 単位
① サー

日

ビス利用の申請をした

令

人数 人
②

結果(上位基

和

本事業の意図) (4)

0

結果の成果指標（上位

3

基本事業の成果指標）

年

安心して住み慣れた地

1

域で生活してもらう。

2

名称 単位
① サービスを

月

利用した人数 人
②

事務

0

事業の各種指標の実績

7

と見込及び目標

H31

日

年度 R2年度 R2年度

１

R3年度 R4年度 R5

事

年度 R6年度
指標 ＼

務

 年度 単位
実績値 計画

事

値 実績値 計画値 目標値

業

目標値 目標値
(1)の

の

① 人 205 223 27

現

3 240 260 282

状

294
活動指標 ②
(2

　

)の ① 人 252 274

Ｐ

250 295 320 3

Ｌ

47 374
対象指標 ②

Ａ

(3)の ① 人 93 10

Ｎ

1 120 109 118

及

128 138
成果指標

び

②
(4)の結果の ① 人

Ｄ

205 223 273 2

Ｏ

40 260 282 30

事

2
成果指標 ②

予算費目

務

会計 01 一般会計 款

事

03 項 01 目 06

コス

業

ト 年度 H31年度 R2

名

年度 R2年度 R3年度

N

R4年度 R5年度 R6

o

年度
実績値 計画値 実績

.

値 計画値 目標値 目標値

1

目標値
事業費(決算又

6

は予算額)Ａ 単位 3,

1

870 4,296 3,

ね

818 4,032 4,

た

392 4,776 5,

き

208

財
源
内
訳

 国庫

り

支出金 千円 0 0 0 0 0

老

0 0
 県支出金 千円 0

人

0 0 0 0 0 0
 地方債

等

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

手

その他 千円 0 0 0 0 0

当

0 0
 一般財源 千円 3

支

,870 4,296 3

給

,818 4,032 4

事

,392 4,776 5

業

,208
人件費Ｂ 千円

政

1,528 1,528

策

2,158 2,158

こ

2,158 2,158

の

2,158
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 4

務

00× 1 400× 1 3

事

25× 2 325× 2 3

業

25× 2 325× 2 3

施

25× 2
正職員以外の

策

人件費 千円 200 20

の

0 0 0 0 0 0
その他の

位

費用Ｃ 千円 61 146

置

61 61 61 61 61

基

トータルコストA+B

本

+C 千円 5,459 5

事

,970 6,037 6

業

,251 6,611 6

主

,995 7,427
単

管

位あたりコスト ① 千円

課

/人 21.7 21.8

名

24.1 21.2 20

課

.7 20.2 19.9

長

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

名

2)の対象指標）② 千

こ

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

の事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

等による環境変化 □ あ

業

る
に伴い、目的を見直

名

す（目
その理由

的の追

N

加・拡充又は絞込）

必

o

要はありませんか？ ■

.

ない

有
効
性

現状で成果

1

は上がっていると考え

6

る。
今以上に事業の成

1

果を向上

させる方法を

ね

記入して下さ

い。 内　

た

容
※(3)の成果指標

き

を向上させる

　ことは

り

できますか？

対象者全

老

てに給付できている。

人

目的達成状況 内　容

□

等

民間への一部委託 □民

手

間への全部委託
市関与

当

の必要性 □指定管理 □

支

補助金・負担金助成 ■

給

市の直営
内　容

　（実

事

施手法） 手当を支給し

業

ている。

効
率
性

事業を

２

統廃合することにより

評

、成果を向上させるこ

価

とができない。
事務事

　

業の統廃合により、

事

Ｃ

業の効率化を図り、成

Ｈ

果
内　容

を向上させる

Ｅ

方法を記入し

て下さい

Ｃ

。

対象者全てに給付す

Ｋ

るため、事業費の削減

目

はできない。
現状より

的

事業費・人件費を

削減

妥

する方法を記入して下

当

さい。（仕様の変更、

性

外部 内　容
委託、従事

こ

時間の削減等は

できな

の

いか？)

公
平
性

手当支

事

給
□ ある ■ 現状で適正

業

受益者負担はあります

の

か？

また、受益者負担

必

割合は適 ■ ない □ 検討

要

が必要 内　容
正ですか

性

？
□ 受益者がいない

３

は

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

薄

Ｏ
Ｎ

適用除外とする入

れ

所施設が特別養護 適用

て

除外すべき入所施設に

得

ついて、
事業実施上の

ら

課題、住 老人ホームと

れ

養護老人ホームのみの

て

検討する必要がある。

い

民・議会等からの意見

る

意　見 ため、特別養護

い

老人ホーム等と類似 対

ま

応策
と対応策 した施設

せ

への入所者との不均衡

ん

が生
じる。
申請に基づ

か

き、申請のあった月分

。

か 継続して実施するた

十

め、前年度と同
R3年

分

度の事業計画は前 変　

な

更
ら、月額2,000

成

円の手当を支給する 様

果

・同規模で実施。
年度

が

から変更・追加は 前年

理

度 ・
。

あるか 追　加

今

　

後の事業・コスト・成

由

果の方向性 今後の事業

得

の方向性、改革・改善

ら

案
※今年度からの具体

れ

的な事業の進め方、手

て

段の見直し等、各方向

い

性の内容

　　　　　　

ま

　　　□　拡大 居宅サ

す

ービスの受給者数が増

か

加傾向にあることから

？

、
　　　　　　　　　

得

□　改善 介護認定増加

ら

率分を見込む。今後も

れ

継続して事業を行
　　

て

　　　　　　　■　現

い

状維持 う。
　　　　　

な

　　　　□　縮小
　　

い

　　　　　　　□　統

事

合
　　　　　　　　　

業

□　完了
　　　　　　

進

　　　□　廃止・休止

展

コストの方向性
　　　

等

　　　　　　→　維持

に

成果の方向性
　　　　

よ

　　　　　→　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 161 ねたきり老人等手当支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

在宅で介護を受けている人の経済的な負担を軽減するため必
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

要介護３以上の対象者を見直す必要はない。
事業進展等

様

による環境変化
□ ある

式

に伴い、対象を見直す

1

（拡
その理由

大・縮小

-

）必要はありませ
■ な

2

い
んか？

経済的負担を

事

軽減する目的を見直す

務

必要はない。
事業進展



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 162 高齢者日常生活用具・住宅改修費支給事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成５年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市高齢者日常生活用具給付事業実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

高齢者日常生活用具の給付 電磁調理器、自動消火器、シルバーカーの購入費を給
[対象] 付（助成）している。高齢化の進展に伴い必要な事業
・65歳以上で、心身機能の低下に伴い、防火等の配慮 である。
が必要な、ひとり暮らしの人  
・65歳以上で足腰の衰え等により歩行に不安のある人 要介護、要支援の在宅高齢者が自立した生活を営むこ
高齢者、住宅改修費支給 とができるように、段差解消等の住環境を改善する住
[対象] 宅改修費を支給する
介護保険制度で要支援、要介護の認定を受け

令

ている人
がいる世帯
【

和

ＳＤＧｓの取組：３】

 

前年度の住民税所得割

3

課税年額の区分に応じ

年

、ひとり暮らしの高齢

度

者に電磁調理器
R2年

（

度に実施した具体的な

2

・自動消火器を、虚弱

年

な高齢者にシルバーカ

度

ーを給付した。
事業の

実

方法、手順、指標に対

施

す 在宅で生活している

分

要支援又は要介護の認

）

定を受けている人がい

事

る世帯に住宅改修
る成

務

果等 費を給付した。①

事

申請　②審査　③実施

業

　④給付額の支給

事務

目

事業を取り巻く状況は

的

過去と比べ変化してい

評

るか (1)活動指標（

価

事務事業の活動量を表

表

す指標）

高齢社会なの

様

で、ひとり暮らし高齢

式

者や、要支援要介護高

1

名称 単位
齢者が増加し

-

ている ① 日常生活用具

1

の給付件数 件
変 化

②

記

住宅改修費の給付件数

入

件
内 容

対象(この事

日

業の対象、範囲となる

令

人、物) (2)対象指

和

標（対象の大きさを表

0

す指標）

①６５歳以上

3

で心身機能の低下に伴

年

い防火等の配慮が必要

1

な独居 名称 単位
②要介

2

護（要支援）認定者 ①

月

要介護（要支援）認定

0

者数 人
②

目的(この事

7

業によって上記対象を

日

どのような状態にした

１

いのか) (3)成果指

事

標（目的の達成度を示

務

す指標）

日常生活の不

事

便を解消し、在宅で生

業

活し続ける。 名称 単位

の

① 日常生活用具の給付

現

申請した人数 人
② 住宅

状

改修費の給付申請した

　

人数 人

結果(上位基本

Ｐ

事業の意図) (4)結

Ｌ

果の成果指標（上位基

Ａ

本事業の成果指標）

安

Ｎ

心して住み慣れた地域

及

で生活してもらう。 名

び

称 単位
① 日常生活用具

Ｄ

の給付申請した人数 人

Ｏ

② 住宅改修費の給付申

事

請した人数 人

事務事業

務

の各種指標の実績と見

事

込及び目標

H31年度

業

R2年度 R2年度 R3

名

年度 R4年度 R5年度

N

R6年度
指標 ＼ 年

o

度 単位
実績値 計画値 実

.

績値 計画値 目標値 目標

1

値 目標値
(1)の ① 件

6

15 16 11 17 18

2

19 19
活動指標 ② 件

高

15 16 32 28 30

齢

30 30
(2)の ① 人

者

1,428 1,511

日

1,522 1,628

常

1,744 1,871

生

2,010
対象指標 ②

活

(3)の ① 人 15 16

用

12 17 18 19 19

具

成果指標 ② 人 15 16

・

32 28 30 30 30

住

(4)の結果の ① 人 1

宅

5 16 12 17 18 1

改

9 19
成果指標 ② 人 1

修

5 16 32 28 30 3

費

0 30
予算費目 会計 0

支

1 一般会計 款 03 項

給

01 目 06

コスト 年度

事

H31年度 R2年度 R

業

2年度 R3年度 R4年

政

度 R5年度 R6年度
実

策

績値 計画値 実績値 計画

こ

値 目標値 目標値 目標値

の

事業費(決算又は予算

事

額)Ａ 単位 2,181

務

2,841 3,120

事

3,574 4,193

業

4,784 5,464

施

財
源
内
訳

 国庫支出金

策

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

の

県支出金 千円 0 0 0 0

位

0 0 0
 地方債 千円 0

置

0 0 0 0 0 0
 その他

基

千円 0 300 300 3

本

00 0 0 0
 一般財源

事

千円 2,181 2,5

業

41 2,820 3,2

主

74 4,193 4,7

管

84 5,464
人件費

課

Ｂ 千円 737 996 8

名

30 830 830 83

課

0 830
正職員従事時

長

間×人数 時間×人 11

名

1× 2 300× 1 12

こ

5× 2 125× 2 12

の

5× 2 125× 2 12

事

5× 2
正職員以外の人

務

件費 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
その他の費用Ｃ 千円

業

92 146 0 0 0 0 0

の

トータルコストA+B

開

+C 千円 3,010 3

始

,983 3,950 4

時

,404 5,023 5

期

,614 6,294
単

事

位あたりコスト ① 千円

務

/人 2.1 2.6 2.

区

6 2.7 2.9 3 3.

分

1
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

法

(2)の対象指標）②

定

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

受

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

で生活してもらう
事業

業

進展等による環境変化

名

□ ある
ため、見直す必

N

要はない。
に伴い、目

o

的を見直す（目
その理

.

由
的の追加・拡充又は

1

絞込）

必要はありませ

6

んか？ ■ ない

有
効
性

現

2

状で成果は上がってい

高

る。
今以上に事業の成

齢

果を向上

させる方法を

者

記入して下さ

い。 内　

日

容
※(3)の成果指標

常

を向上させる

　ことは

生

できますか？

申請者に

活

は全て対応出来ている

用

。
目的達成状況 内　容

具

□民間への一部委託 □

・

民間への全部委託
市関

住

与の必要性 □指定管理

宅

□補助金・負担金助成

改

■市の直営
内　容

　（

修

実施手法） 費用を給付

費

している。

効
率
性

事業

支

を統廃合することによ

給

り、成果を向上させる

事

ことができない。
事務

業

事業の統廃合により、

２

事業の効率化を図り、

評

成果
内　容

を向上させ

価

る方法を記入し

て下さ

　

い。

高齢者の在宅生活

Ｃ

に寄与しているため、

Ｈ

事業費を削減できない

Ｅ

。
現状より事業費・人

Ｃ

件費を

削減する方法を

Ｋ

記入して下

さい。（仕

目

様の変更、外部 内　容

的

委託、従事時間の削減

妥

等は

できないか？)

公

当

平
性

必要に応じて
■ あ

性

る ■ 現状で適正
受益者

こ

負担はありますか？

ま

の

た、受益者負担割合は

事

適 □ ない □ 検討が必要

業

内　容
正ですか？

□ 受

の

益者がいない

３
改
革
改

必

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

周

要

知方法について 地域包

性

括支援センターを通し

は

て、対
事業実施上の課

薄

題、住 象者に案内を行

れ

う。
民・議会等からの

て

意見 意　見 対応策
と対

得

応策

対象者から申請に

ら

基づき、審査し、 継続

れ

して実施するため、前

て

年度と同
R3年度の事

い

業計画は前 変　更
品物

る

の給付又は住宅改修工

い

事を実施 様・同規模で

ま

実施。
年度から変更・

せ

追加は 前年度 ・
した後

ん

に、費用を給付する。

か

あるか 追　加

今後の事

。

業・コスト・成果の方

十

向性 今後の事業の方向

分

性、改革・改善案
※今

な

年度からの具体的な事

成

業の進め方、手段の見

果

直し等、各方向性の内

が

容

　　　　　　　　　

理

□　拡大 利用者の多い

　

シルバーカーについて

由

は、高齢者の増加
　　

得

　　　　　　　□　改

ら

善 に伴う利用人数の増

れ

加を見込んでいる。
　

て

　　　　　　　　■　

い

現状維持
　　　　　　

ま

　　　□　縮小
　　　

す

　　　　　　□　統合

か

　　　　　　　　　□

？

　完了
　　　　　　　

得

　　□　廃止・休止
コ

ら

ストの方向性
　　　　

れ

　　　　　↑　増加
成

て

果の方向性
　　　　　

い

　　　　→　維持

2

ない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 162 高齢者日常生活用具・住宅改修費支給事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

対象者の在宅生活に役立っているため、必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

高齢者が対象のため、見直す必要はない。
事業

様

進展等による環境変化

式

□ ある
に伴い、対象を

1

見直す（拡
その理由

大

-

・縮小）必要はありま

2

せ
■ ない

んか？

日常生

事

活の不便を解消し、安

務

心して住み慣れた地域



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 163 ねたきり高齢者等床ずれ防止用具等利用助成事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成１６年４月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市ねたきり高齢者床ずれ防止用具等利用等助成要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

在宅のねたきり高齢者が、床ずれ障がいの悪化防止に 在宅で介護する高齢者家族の経済的負担を軽減し、高
必要とする用具の利用に要する経費のうち、介護保険 齢者の床ずれ障がい進行防止のために必要
給付として給付される額を除いた自己負担額に相当す
る額（年間25,000円以内）を支給する。
【ＳＤＧｓの取組：３】

床ずれ防止用具等利用等助成認定の申請をし、認定された人が用具を利用し支払い
R2年度に実施した具体的な を済ませた後、明細書と領収

令

書を添えて提出された

和

助成金請求書に基づき

 

費用を支
事業の方法、

3

手順、指標に対す 給し

年

た。
る成果等

事務事業

度

を取り巻く状況は過去

（

と比べ変化しているか

2

(1)活動指標（事務

年

事業の活動量を表す指

度

標）

介護保険の要介護

実

認定を受けている高齢

施

者は、増加してい 名称

分

単位
る。 ① サービス利

）

用の申請をした人数 人

事

変 化
②

内 容

対象(

務

この事業の対象、範囲

事

となる人、物) (2)

業

対象指標（対象の大き

目

さを表す指標）

・要介

的

護２から５までの認定

評

を受けた人 名称 単位
・

価

要介護１または要支援

表

の認定者のうち、「日

様

常的に寝返りが困 ① 要

式

介護又は要支援の認定

1

を受けた人数 人
難な者

-

」と認めた人 ②
目的(

1

この事業によって上記

記

対象をどのような状態

入

にしたいのか) (3)

日

成果指標（目的の達成

令

度を示す指標）

床ずれ

和

障がいの進行を防止す

0

る。 名称 単位
① サービ

3

ス利用の申請をした人

年

数 人
②

結果(上位基本

1

事業の意図) (4)結

2

果の成果指標（上位基

月

本事業の成果指標）

安

0

心して住み慣れた地域

7

で生活してもらう。 名

日

称 単位
① サービス利用

１

の申請をした人数 人
②

事

事務事業の各種指標の

務

実績と見込及び目標

H

事

31年度 R2年度 R2

業

年度 R3年度 R4年度

の

R5年度 R6年度
指標

現

 ＼ 年度 単位
実績値

状

計画値 実績値 計画値 目

　

標値 目標値 目標値
(1

Ｐ

)の ① 人 50 53 56

Ｌ

56 60 63 63
活動

Ａ

指標 ②
(2)の ① 人 1

Ｎ

,428 1,511 1

及

,522 1,628 1

び

,744 1,871 2

Ｄ

,010
対象指標 ②
(

Ｏ

3)の ① 人 50 53 5

事

6 56 60 63 63
成

務

果指標 ②
(4)の結果

事

の ① 人 50 53 56 5

業

6 60 63 63
成果指

名

標 ②
予算費目 会計 01

N

 一般会計 款 03 項 0

o

1 目 06

コスト 年度 H

.

31年度 R2年度 R2

1

年度 R3年度 R4年度

6

R5年度 R6年度
実績

3

値 計画値 実績値 計画値

ね

目標値 目標値 目標値
事

た

業費(決算又は予算額

き

)Ａ 単位 252 280

り

279 280 280 2

高

80 280

財
源
内
訳

 

齢

国庫支出金 千円 0 0 0

者

0 0 0 0
 県支出金 千

等

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

床

方債 千円 0 0 0 0 0 0

ず

0
 その他 千円 0 0 0

れ

0 0 0 0
 一般財源 千

防

円 252 280 279

止

280 280 280 2

用

80
人件費Ｂ 千円 59

具

7.6 996 1,24

等

5 1,245 1,24

利

5 1,245 1,24

用

5
正職員従事時間×人

助

数 時間×人 180× 1

成

300× 1 125× 3

事

125× 3 125× 3

業

125× 3 125× 3

政

正職員以外の人件費 千

策

円 0 0 0 0 0 0 0
その

こ

他の費用Ｃ 千円 81 1

の

46 0 0 0 0 0
トータ

事

ルコストA+B+C 千

務

円 930.6 1,42

事

2 1,524 1,52

業

5 1,525 1,52

施

5 1,525
単位あた

策

りコスト ① 千円/人 0

の

.7 0.9 1 0.9 0

位

.9 0.8 0.8
（ﾄ

置

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

基

の対象指標）② 千円/

本

0 0 0 0 0 0 0

1

事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

床ずれ障がいの進行を

業

防止する目的を見直す

名

必要はない。
事業進展

N

等による環境変化 □ あ

o

る
に伴い、目的を見直

.

す（目
その理由

的の追

1

加・拡充又は絞込）

必

6

要はありませんか？ ■

3

ない

有
効
性

現状の制度

ね

で成果は上がっている

た

。
今以上に事業の成果

き

を向上

させる方法を記

り

入して下さ

い。 内　容

高

※(3)の成果指標を

齢

向上させる

　ことはで

者

きますか？

申請者に給

等

付できている。
目的達

床

成状況 内　容

□民間へ

ず

の一部委託 □民間への

れ

全部委託
市関与の必要

防

性 □指定管理 □補助金

止

・負担金助成 ■市の直

用

営
内　容

　（実施手法

具

） 助成金を支給

効
率
性

等

統廃合することができ

利

ない。
事務事業の統廃

用

合により、

事業の効率

助

化を図り、成果
内　容

成

を向上させる方法を記

事

入し

て下さい。

対象者

業

に支給するため、事業

２

費を削減することがで

評

きない。
現状より事業

価

費・人件費を

削減する

　

方法を記入して下

さい

Ｃ

。（仕様の変更、外部

Ｈ

内　容
委託、従事時間

Ｅ

の削減等は

できないか

Ｃ

？)

公
平
性

年間の限度

Ｋ

額があるので、それを

目

超えた部分は自
■ ある

的

■ 現状で適正
受益者負

妥

担はありますか？ 己負

当

担となる。
また、受益

性

者負担割合は適 □ ない

こ

□ 検討が必要 内　容
正

の

ですか？
□ 受益者がい

事

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

業

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

請求書は、

の

年度内に提出してもら

必

う 通知漏れがないよう

要

にする。
事業実施上の

性

課題、住 必要がある。

は

民・議会等からの意見

薄

意　見 対応策
と対応策

れ

床ずれ防止用具等利用

て

助成認定の申 継続して

得

実施するため、前年度

ら

と同
R3年度の事業計

れ

画は前 変　更
請をし、

て

用具を利用し支払いを

い

済ま 様・同規模で実施

る

。
年度から変更・追加

い

は 前年度 ・
せた後、提

ま

出された助成金請求書

せ

に
あるか 追　加

基づき

ん

費用を支給した。

今後

か

の事業・コスト・成果

。

の方向性 今後の事業の

十

方向性、改革・改善案

分

※今年度からの具体的

な

な事業の進め方、手段

成

の見直し等、各方向性

果

の内容

　　　　　　　

が

　　□　拡大 今後も継

理

続して助成するが、介

　

護保険の法定利用限度

由

　　　　　　　　　□

得

　改善 内で給付サービ

ら

スを受けた自己負担部

れ

分の助成制度の
　　　

て

　　　　　　■　現状

い

維持 ため、対象者や助

ま

成内容の見直し、他の

す

介護用品給付
　　　　

か

　　　　　□　縮小 事

？

業との統合等見直しが

得

必要である。
　　　　

ら

　　　　　□　統合 在

れ

宅のねたきり高齢者が

て

床ずれにならないよう

い

にする
　　　　　　　

な

　　□　完了 ために、

い

防止用具の助成は今後

事

も継続していく。
　　

業

　　　　　　　□　廃

進

止・休止
コストの方向

展

性
　　　　　　　　　

等

→　維持
成果の方向性

に

　　　　　　　　　→

よ

　維持

2

る環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 163 ねたきり高齢者等床ずれ防止用具等利用助成事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

床ずれ防止用具利用者の経済的負担を軽減している。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

介護保険給付対象者の自己負担分

様

を支給するので、対象

式

者を見直す必
事業進展

1

等による環境変化
□ あ

-

る 要はない。
に伴い、

2

対象を見直す（拡
その

事

理由
大・縮小）必要は

務

ありませ
■ ない

んか？



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 164 介護保険サービス利用者負担額軽減事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市社会福祉法人等による利用者負担の軽減制度に係る実施要綱等

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

1 訪問介護等のサービスの継続的な利用の促進及び福 1 障害者自立支援法によるホームヘルプサービスの利
祉の増進を図るため、訪問介護等を利用する者であっ 用者の負担や低所得者の負担を軽減するために必要
て、障害者施策によるホームヘルプサービスを利用し 2 介護保険サービスの低所得利用者の生活の安定と介
ていたものに対し、その利用者負担額を軽減する。 護保険制度の円滑な実施に資するために必要
2 要介護被保険者等のうち生計困難者等が、あらか

令

じ  
め利用者負担の軽

和

減を実施する旨を申し

 

出た社会福祉
法人等が

3

提供する軽減対象とな

年

る介護保険サービスを

度

利用する場合、軽減法

（

人等が軽減対象者のサ

2

ービス利
用に伴う利用

年

者負担の一部又は全部

度

を軽減し、当該社
会福

実

祉法人に市が助成する

施

事業 SDGsの取り

分

組み：３
障害者自立支

）

援法によるホームヘル

事

プサービスの利用者の

務

負担や低所得者の負担

事

を
R2年度に実施した

業

具体的な 軽減（R2実

目

績なし）
事業の方法、

的

手順、指標に対す 低所

評

得利用者が利用した介

価

護保険サービスを提供

表

した社会福法人への助

様

成（R2実績
る成果等

式

なし）

事務事業を取り

1

巻く状況は過去と比べ

-

変化しているか (1)

1

活動指標（事務事業の

記

活動量を表す指標）

高

入

齢者人口が増加してい

日

る。 名称 単位
① 軽減措

令

置を受けた人数 人
変 

和

化
②

内 容

対象(この

0

事業の対象、範囲とな

3

る人、物) (2)対象

年

指標（対象の大きさを

1

表す指標）

①障害者自

2

立支援法によるホーム

月

ヘルプサービスの利用

0

者におい 名称 単位
て境

7

界層として負担上限月

日

額が0円となっている

１

人 ① 助成の対象となる

事

人数 人
②介護保険サー

務

ビス利用料の軽減を行

事

っている社会福祉法人

業

② 対象となる社会福祉

の

法人の数 か所

目的(こ

現

の事業によって上記対

状

象をどのような状態に

　

したいのか) (3)成

Ｐ

果指標（目的の達成度

Ｌ

を示す指標）

①障害者

Ａ

ホームヘルプサービス

Ｎ

利用者負担軽減制度の

及

申請をする 名称 単位
。

び

① サービス利用の申請

Ｄ

をした人数 人
②社会福

Ｏ

祉法人が助成金の申請

事

をする。 ② 助成金の申

務

請をした法人の数 か所

事

結果(上位基本事業の

業

意図) (4)結果の成

名

果指標（上位基本事業

N

の成果指標）

安心して

o

住み慣れた地域で生活

.

してもらう 名称 単位
①

1

高齢者福祉の取組の市

6

民満足度割合 ％
②

事務

4

事業の各種指標の実績

介

と見込及び目標

H31

護

年度 R2年度 R2年度

保

R3年度 R4年度 R5

険

年度 R6年度
指標 ＼

サ

 年度 単位
実績値 計画

ー

値 実績値 計画値 目標値

ビ

目標値 目標値
(1)の

ス

① 人 1 2 0 2 2 2 2
活

利

動指標 ②
(2)の ① 人

用

1 2 0 2 2 2 2
対象指

者

標 ② か所 1 2 0 2 2 2

負

2
(3)の ① 人 1 2 0

担

2 2 2 2
成果指標 ② か

額

所 1 2 0 2 2 2 2
(4

軽

)の結果の ① ％ 63 6

減

4.25 63 65.5

事

66.75 68 69
成

業

果指標 ②
予算費目 会計

政

01 一般会計 款 03

策

項 01 目 06

コスト 年

こ

度 H31年度 R2年度

の

R2年度 R3年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

務

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

業

値
事業費(決算又は予

施

算額)Ａ 単位 14 12

策

5 0 89 89 89 89

の

財
源
内
訳

 国庫支出金

位

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

置

県支出金 千円 10 92

基

0 65 65 65 65
 

本

地方債 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 その他 千円 0 0

業

0 0 0 0 0
 一般財源

主

千円 4 33 0 24 24

管

24 24
人件費Ｂ 千円

課

332 332 26.6

名

26.6 26.6 26

課

.6 26.6
正職員従

長

事時間×人数 時間×人

名

50× 2 50× 2 2×

こ

4 2× 4 2× 4 2× 4

の

2× 4
正職員以外の人

事

件費 千円 0 0 0 0 0 0

務

0
その他の費用Ｃ 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
トータ

業

ルコストA+B+C 千

の

円 346 457 26.

開

6 115.6 115.

始

6 115.6 115.

時

6
単位あたりコスト ①

期

千円/人 346 228

事

.5 0 57.8 57.

務

8 57.8 57.8
（

区

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

分

)の対象指標）② 千円

法

/か所 346 228.

定

5 0 57.8 57.8

受

57.8 57.8

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

層に対する支援を引き

業

続き行っていくため、

名

目的を見直す必
事業進

N

展等による環境変化 □

o

ある
要はない。

に伴い

.

、目的を見直す（目
そ

1

の理由
的の追加・拡充

6

又は絞込）

必要はあり

4

ませんか？ ■ ない

有
効

介

性

対象者が限られるの

護

で、今以上の成果の向

保

上はない。
今以上に事

険

業の成果を向上

させる

サ

方法を記入して下さ

い

ー

。 内　容
※(3)の成

ビ

果指標を向上させる

　

ス

ことはできますか？

概

利

ね達成できている。
目

用

的達成状況 内　容

□民

者

間への一部委託 □民間

負

への全部委託
市関与の

担

必要性 □指定管理 □補

額

助金・負担金助成 ■市

軽

の直営
内　容

　（実施

減

手法） 助成金

効
率
性

事

事

業を統廃合することに

業

より、成果を向上させ

２

ることができない。
事

評

務事業の統廃合により

価

、

事業の効率化を図り

　

、成果
内　容

を向上さ

Ｃ

せる方法を記入し

て下

Ｈ

さい。

低所得者層を支

Ｅ

援するために必要な事

Ｃ

業費のため、削減でき

Ｋ

ない。
現状より事業費

目

・人件費を

削減する方

的

法を記入して下

さい。

妥

（仕様の変更、外部 内

当

　容
委託、従事時間の

性

削減等は

できないか？

こ

)

公
平
性

直接的な受益

の

者はいない。
□ ある □

事

現状で適正
受益者負担

業

はありますか？

また、

の

受益者負担割合は適 □

必

ない □ 検討が必要 内　

要

容
正ですか？

■ 受益者

性

がいない

３
改
革
改
善
案

は

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業の

薄

周知方法について 社会

れ

福祉法人から対象者に

て

対して、
事業実施上の

得

課題、住 案内をお願い

ら

する。
民・議会等から

れ

の意見 意　見 対応策
と

て

対応策

対象となる人が

い

いなかったため、助 制

る

度の周知をより広く実

い

施する。
R3年度の事

ま

業計画は前 変　更
成金

せ

の交付を行わなかった

ん

。
年度から変更・追加

か

は 前年度 ・
あるか 追　

。

加

今後の事業・コスト

十

・成果の方向性 今後の

分

事業の方向性、改革・

な

改善案
※今年度からの

成

具体的な事業の進め方

果

、手段の見直し等、各

が

方向性の内容

　　　　

理

　　　　　□　拡大 本

　

事業の対象となる生活

由

保護者等の把握に努め

得

、今後
　　　　　　　

ら

　　□　改善 も継続し

れ

て事業を実施する。
　

て

　　　　　　　　■　

い

現状維持
　　　　　　

ま

　　　□　縮小
　　　

す

　　　　　　□　統合

か

　　　　　　　　　□

？

　完了
　　　　　　　

得

　　□　廃止・休止
コ

ら

ストの方向性
　　　　

れ

　　　　　→　維持
成

て

果の方向性
　　　　　

い

　　　　→　維持

2

ない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 164 介護保険サービス利用者負担額軽減事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

低所得者が介護保険サービスを利用するために必要性がある
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

低所得者層に対する支援を引き続き行って

様

いくため、対象を見直

式

す必
事業進展等による

1

環境変化
□ ある 要はな

-

い。
に伴い、対象を見

2

直す（拡
その理由

大・

事

縮小）必要はありませ

務

■ ない
んか？

低所得者



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 165 介護人材育成等支援事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成29年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市介護人材育成支援事業助成金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

介護職員初任者研修等（介護職員初任者研修及び生活 高齢者それぞれの状況に応じた適切な介護サービスが
援助従事者研修をいう。以下同じ。）及び嚥下障害ワ 提供できる体制づくりを推進していくため、介護人材
ークショップを受けた者並びに介護職員雇用ＰＲを実 の育成支援が必要である。
施した法人に対する助成を実施している。令和３年度
から、訪問看護に係る研修に対しての補助も行なう。
【ＳＤＧｓの取組：３】

①介護職員初任者研修修了者に研修受講料を助成した（Ｈ31実績なし）
R2年度に実施した具体的な ②

令

生活援助従事者研修修

和

了者の研修受講料を助

 

成した（Ｈ31実績な

3

し）
事業の方法、手順

年

、指標に対す ③介護職

度

員を対象に嚥下機能研

（

修を開催した
る成果等

2

④職員雇用をＰＲした

年

法人に補助した。（Ｈ

度

31は、4件）

事務事

実

業を取り巻く状況は過

施

去と比べ変化している

分

か (1)活動指標（事

）

務事業の活動量を表す

事

指標）

変わらず人材不

務

足である。 名称 単位
①

事

研修受講料を助成した

業

人数 人数
変 化

② 雇用

目

ＰＲ助成をした介護事

的

業所 箇所
内 容

対象(

評

この事業の対象、範囲

価

となる人、物) (2)

表

対象指標（対象の大き

様

さを表す指標）

市内の

式

介護事業所 名称 単位
①

1

市内の介護事業所数 箇

-

所
②

目的(この事業に

1

よって上記対象をどの

記

ような状態にしたいの

入

か) (3)成果指標（

日

目的の達成度を示す指

令

標）

市内の介護事業所

和

の職員の確保 名称 単位

0

① 研修助成を受けた者

3

が働く介護事業所 箇所

年

② 雇用ＰＲ助成を受け

1

た介護事業所 箇所

結果

2

(上位基本事業の意図

月

) (4)結果の成果指

0

標（上位基本事業の成

7

果指標）

適正な介護サ

日

ーボスが提供できる体

１

制づくりを推進する。

事

名称 単位
① 研修助成を

務

受けた者が働く介護事

事

業所 箇所
② 雇用ＰＲ助

業

成を受けた介護事業所

の

箇所

事務事業の各種指

現

標の実績と見込及び目

状

標

H31年度 R2年度

　

R2年度 R3年度 R4

Ｐ

年度 R5年度 R6年度

Ｌ

指標 ＼ 年度 単位
実

Ａ

績値 計画値 実績値 計画

Ｎ

値 目標値 目標値 目標値

及

(1)の ① 人数 0 13

び

3 13 13 13 13
活

Ｄ

動指標 ② 箇所 4 15 5

Ｏ

15 15 15 15
(2

事

)の ① 箇所 20 20 2

務

0 20 20 20 20
対

事

象指標 ②
(3)の ① 箇

業

所 0 13 2 13 13 1

名

3 13
成果指標 ② 箇所

N

4 15 5 15 15 15

o

15
(4)の結果の ①

.

箇所 0 13 2 13 13

1

13 13
成果指標 ② 箇

6

所 4 15 5 15 15 1

5

5 15
予算費目 会計 0

介

1 一般会計 款 03 項

護

01 目 06

コスト 年度

人

H31年度 R2年度 R

材

2年度 R3年度 R4年

育

度 R5年度 R6年度
実

成

績値 計画値 実績値 計画

等

値 目標値 目標値 目標値

支

事業費(決算又は予算

援

額)Ａ 単位 80 800

事

126 540 2,20

業

2 2,202 2,20

政

2

財
源
内
訳

 国庫支出

策

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

こ

 県支出金 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 地方債 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 その

務

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 一般財源 千円 80 8

業

00 126 540 2,

施

202 2,202 2,

策

202
人件費Ｂ 千円 8

の

26.7 166 332

位

332 332 332 3

置

32
正職員従事時間×

基

人数 時間×人 83× 3

本

50× 1 50× 2 50

事

× 2 50× 2 50× 2

業

50× 2
正職員以外の

主

人件費 千円 0 0 0 0 0

管

0 0
その他の費用Ｃ 千

課

円 81 0 0 0 0 0 0
ト

名

ータルコストA+B+

課

C 千円 987.7 96

長

6 458 872 2,5

名

34 2,534 2,5

こ

34
単位あたりコスト

の

① 千円/箇所 49.4

事

48.3 22.9 43

務

.6 126.7 126

事

.7 126.7
（ﾄｰ

業

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

の

対象指標）② 千円/ 0

開

0 0 0 0 0 0

1

始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の必要はない。
事業進

業

展等による環境変化 □

名

ある
に伴い、目的を見

N

直す（目
その理由

的の

o

追加・拡充又は絞込）

.

必要はありませんか？

1

■ ない

有
効
性

事業の周

6

知を図っていく。
今以

5

上に事業の成果を向上

介

させる方法を記入して

護

下さ

い。 内　容
※(3

人

)の成果指標を向上さ

材

せる

　ことはできます

育

か？

まだまだ制度のP

成

R不足であり、達成で

等

きていない。
目的達成

支

状況 内　容

□民間への

援

一部委託 □民間への全

事

部委託
市関与の必要性

業

□指定管理 □補助金・

２

負担金助成 ■市の直営

評

内　容
　（実施手法）

価

助成金

効
率
性

事業を統

　

廃合することにより、

Ｃ

成果を向上させること

Ｈ

ができない。
事務事業

Ｅ

の統廃合により、

事業

Ｃ

の効率化を図り、成果

Ｋ

内　容
を向上させる方

目

法を記入し

て下さい。

的

介護事業所の人材不足

妥

を解消するためにも、

当

事業費を削減すること

性

はできない
現状より事

こ

業費・人件費を
。

削減

の

する方法を記入して下

事

さい。（仕様の変更、

業

外部 内　容
委託、従事

の

時間の削減等は

できな

必

いか？)

公
平
性

適正で

要

ある。
■ ある ■ 現状で

性

適正
受益者負担はあり

は

ますか？

また、受益者

薄

負担割合は適 □ ない □

れ

検討が必要 内　容
正で

て

すか？
□ 受益者がいな

得

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

ら

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業の周知方

れ

法について 社会福祉協

て

議会、市民病院、介護

い

事
事業実施上の課題、

る

住 業所に事業内容を周

い

知する。
民・議会等か

ま

らの意見 意　見 対応策

せ

と対応策

介護職員を対

ん

象に嚥下機能研修を開

か

令和３年度から、訪問

。

看護に係る研
R3年度

十

の事業計画は前 変　更

分

催する。 修に対しての

な

補助も行う。
年度から

成

変更・追加は 前年度 ・

果

 
あるか 追　加

今後の

が

事業・コスト・成果の

理

方向性 今後の事業の方

　

向性、改革・改善案
※

由

今年度からの具体的な

得

事業の進め方、手段の

ら

見直し等、各方向性の

れ

内容

　　　　　　　　

て

　□　拡大 介護人材を

い

育成するとともに、介

ま

護事業所の人材不足
　

す

　　　　　　　　□　

か

改善 を解消するために

？

この事業を継続してい

得

く。
　　　　　　　　

ら

　■　現状維持
　　　

れ

　　　　　　□　縮小

て

　　　　　　　　　□

い

　統合
　　　　　　　

な

　　□　完了
　　　　

い

　　　　　□　廃止・

事

休止
コストの方向性
　

業

　　　　　　　　↑　

進

増加
成果の方向性
　　

展

　　　　　　　→　維

等

持

2

による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 165 介護人材育成等支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護事業所は、慢性的な人材不足なため、この事業の必要性
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

は高い。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

介護事業所の人材不足解消のため、対象の見直しの必要はない。
事

様

業進展等による環境変

式

化
□ ある

に伴い、対象

1

を見直す（拡
その理由

-

大・縮小）必要はあり

2

ませ
■ ない

んか？

介護

事

事業所の人材不足解消

務

のため、目的の見直し



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 512 介護保険運営事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

介護保険の保険者としての事務として、被保険者の資 令和２年度３月末現在
格管理に関わる事務等を行う。 第１号被保険者　11,186人
 要介護認定者　　 1,043人
被保険者証、封筒等の印刷、送付等の事務費 要支援認定者　　　 479人
介護保険電算システム機器のリース、システム保守及  
び改修委託 令和２年度
介護保険事業所の指定・指導業務等のアドバイザー指 年間申請件数 1,136件
導謝礼
介護保険事業所の指定・指導業務等の連携負担金
SDGsの取り組み：３

①介護保険新規加入者、更新者等に介護保険被保険者証の交付を行った。
R2年度に実

令

施した具体的な ②介護

和

保険システムの保守点

 

検等を行った。 
事業

3

の方法、手順、指標に

年

対す
る成果等

事務事業

度

を取り巻く状況は過去

（

と比べ変化しているか

2

(1)活動指標（事務

年

事業の活動量を表す指

度

標）

尾三連携介護保険

実

指定・指導事務の幹事

施

市として事業を実 名称

分

単位
施。 ① 第１号被保

）

険者 人
変 化

②
内 容

事

対象(この事業の対象

務

、範囲となる人、物)

事

(2)対象指標（対象

業

の大きさを表す指標）

目

６５歳以上の市民 名称

的

単位
① ６５歳以上の市

評

民 人
②

目的(この事業

価

によって上記対象をど

表

のような状態にしたい

様

のか) (3)成果指標

式

（目的の達成度を示す

1

指標）

①被保険者の管

-

理を行う 名称 単位
②介

1

護保険の健全な運営を

記

行う ① 介護保険運営に

入

関する苦情件数 件
②

結

日

果(上位基本事業の意

令

図) (4)結果の成果

和

指標（上位基本事業の

0

成果指標）

公平な負担

3

のもと安心して必要な

年

サービスを利用しても

1

らう 名称 単位
① 一月あ

2

たりの受給者数 人
②

事

月

務事業の各種指標の実

0

績と見込及び目標

H3

7

1年度 R2年度 R2年

日

度 R3年度 R4年度 R

１

5年度 R6年度
指標 

事

＼ 年度 単位
実績値 計

務

画値 実績値 計画値 目標

事

値 目標値 目標値
(1)

業

の ① 人 11,004 1

の

1,187 11,18

現

6 11,376 11,

状

565 11,755 1

　

1,945
活動指標 ②

Ｐ

(2)の ① 人 11,0

Ｌ

21 11,204 11

Ａ

,208 11,398

Ｎ

11,588 11,7

及

78 11,968
対象

び

指標 ②
(3)の ① 件 0

Ｄ

0 0 0 0 0 0
成果指標

Ｏ

②
(4)の結果の ① 人

事

1,144 1,197

務

1,176 1,337

事

1,436 1,540

業

1,655
成果指標 ②

名

予算費目 会計 06 介

N

護保険特別会計（保険

o

事業勘定） 款 01 項 0

.

1 目 01

コスト 年度 H

5

31年度 R2年度 R2

1

年度 R3年度 R4年度

2

R5年度 R6年度
実績

介

値 計画値 実績値 計画値

護

目標値 目標値 目標値
事

保

業費(決算又は予算額

険

)Ａ 単位 30,283

運

41,978 39,8

営

80 27,913 13

事

,597 19,362

務

21,156

財
源
内
訳

政

 国庫支出金 千円 3,

策

022 0 4,812 0

こ

1,430 0 0
 県支

の

出金 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 地方債 千円 0 0 0

務

0 0 0 0
 その他 千円

事

50 878 652 29

業

0 30 1 1
 一般財源

施

千円 27,211 41

策

,100 34,416

の

27,623 12,1

位

37 19,361 21

置

,155
人件費Ｂ 千円

基

4,581.6 6,0

本

75.6 6,573.

事

6 6,573.6 6,

業

573.6 6,573

主

.6 6,573.6
正

管

職員従事時間×人数 時

課

間×人 345× 4 36

名

6× 5 396× 5 39

課

6× 5 396× 5 39

長

6× 5 396× 5
正職

名

員以外の人件費 千円 0

こ

0 0 0 0 0 0
その他の

の

費用Ｃ 千円 1,252

事

0 0 0 0 0 0
トータル

務

コストA+B+C 千円

事

36,116.6 48

業

,053.6 46,4

の

53.6 34,486

開

.6 20,170.6

始

25,935.6 27

時

,729.6
単位あた

期

りコスト ① 千円/人 3

事

.3 4.3 4.1 3 1

務

.7 2.2 2.3
（ﾄ

区

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

分

の対象指標）② 千円/

法

0 0 0 0 0 0 0

1

定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

。
に伴い、対象を見直

業

す（拡
その理由  

大・

名

縮小）必要はありませ

N

■ ない
んか？

介護が必

o

要な高齢者に対し必要

.

なサービスを提供する

5

ための事業であ
事業進

1

展等による環境変化 □

2

ある
り、市独自で目的

介

を見直すことができな

護

い。
に伴い、目的を見

保

直す（目
その理由

的の

険

追加・拡充又は絞込）

運

必要はありませんか？

営

■ ない

有
効
性

現在尾三

事

５市町村で実施してい

務

る介護保険事業所の指

２

定指導事務の一層の充

評

実
今以上に事業の成果

価

を向上
、介護保険シス

　

テムを活用することで

Ｃ

、事業成果を向上させ

Ｈ

ることができる。
させ

Ｅ

る方法を記入して下さ

Ｃ

い。 内　容
※(3)の

Ｋ

成果指標を向上させる

目

　ことはできますか？

的

大きな問題も生じてお

妥

らず、達成できている

当

。
目的達成状況 内　容

性

□民間への一部委託 □

こ

民間への全部委託
市関

の

与の必要性 □指定管理

事

□補助金・負担金助成

業

■市の直営
内　容

　（

の

実施手法） 要介護及び

必

要支援認定者に対する

要

被保険者証等は内部職

性

員が確認し交付する必

は

要があるため

効
率
性

介

薄

護保険上の定めがあり

れ

、統合、廃止すること

て

はできない。
事務事業

得

の統廃合により、

事業

ら

の効率化を図り、成果

れ

内　容
を向上させる方

て

法を記入し

て下さい。

い

介護保険制度について

る

職員間で共通した知識

い

を持ち、滞りなく事務

ま

を実施する
現状より事

せ

業費・人件費を
ことで

ん

、人件費が削減できる

か

ことが見込まれる。
削

。

減する方法を記入して

十

下

さい。（仕様の変更

分

、外部 内　容
委託、従

な

事時間の削減等は

でき

成

ないか？)

公
平
性

直接

果

的な受益者はいない。

が

□ ある □ 現状で適正
受

理

益者負担はありますか

　

？

また、受益者負担割

由

合は適 □ ない □ 検討が

得

必要 内　容
正ですか？

ら

■ 受益者がいない

３
改

れ

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

て

Ｎ

要介護、要支援者の

い

増加に伴い、事 作業の

ま

効率化のため、委託可

す

能業務
事業実施上の課

か

題、住 務量が増加傾向

？

にある。 について、検

得

討を行う。
民・議会等

ら

からの意見 意　見 対応

れ

策
と対応策

①介護保険

て

新規加入者、更新者等

い

に 介護報酬改定に伴う

な

、介護保険シス
R3年

い

度の事業計画は前 変　

事

更
介護保険被保険者証

業

の交付を行った テムの

進

改修業務実施する。
年

展

度から変更・追加は 前

等

年度 ・
。②介護保険シ

に

ステムの更新業務を
あ

よ

るか 追　加
行った。

今

る

後の事業・コスト・成

環

果の方向性 今後の事業

境

の方向性、改革・改善

変

案
※今年度からの具体

化

的な事業の進め方、手

あ

段の見直し等、各方向

る

性の内容

　　　　　　

に

　　　□　拡大 ３年ご

伴

とに策定される介護保

い

険事業計画において、

、

サ
　　　　　　　　　

対

□　改善 ービスの利用

象

状況を分析し、必要な

を

見直しを行ってい
　　

見

　　　　　　　■　現

直

状維持 く。
　　　　　

す

　　　　□　縮小
　　

（

　　　　　　　□　統

拡

合
　　　　　　　　　

そ

□　完了
　　　　　　

の

　　　□　廃止・休止

理

コストの方向性
　　　

由

　　　　　　↓　減少

大

成果の方向性
　　　　

・

　　　　　→　維持

2

縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 512 介護保険運営事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が必
いませんか。十分な成果が 理　由

要不可欠である。
得られていますか？ □ 得られていない

高齢者人口

様

は増加しており対象者

式

は増加傾向にあるが、

1

介護保険法上
事業進展

-

等による環境変化
□ あ

2

る で定められているた

事

め、市独自で対象者を

務

見直すことはできない



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 514 国保連合会委託事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成１２年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①　介護給付費通知書作成処理 令和２年度実績　
②　高額介護サービス費支給申請処理 　　介護給付費通知書　　　　　　　 5,714件
③　高額介護サービス費のお知らせ 　　高額介護サービス費支給申請　   3,454件
④　介護保険料の特別徴収 　　高額介護サービス費のお知らせ　 3,454件
　に関する事務を国保連合会に委託する。     介護保険料の特別徴収　　　　　10,960件
  
ＳＤＧｓの取り組み：３ 　年６回の年金支給から、国保連合会が介護保険料を

天引きする。
　令和３年度　特別徴収対象見込み　　10,535人

①介護給

令

付費通知作成処理
R2

和

年度に実施した具体的

 

な ②高額介護サービス

3

費支給処理
事業の方法

年

、手順、指標に対す ③

度

介護保険サービス費通

（

知処理
る成果等 を行っ

2

た。

事務事業を取り巻

年

く状況は過去と比べ変

度

化しているか (1)活

実

動指標（事務事業の活

施

動量を表す指標）

対象

分

者に変更がないため継

）

続して実施する。 名称

事

単位
① 要介護等認定者

務

数 人
変 化

②
内 容

対

事

象(この事業の対象、

業

範囲となる人、物) (

目

2)対象指標（対象の

的

大きさを表す指標）

介

評

護サービス利用者 名称

価

単位
① 介護（介護予防

表

）サービス受給者数 人

様

②
目的(この事業によ

式

って上記対象をどのよ

1

うな状態にしたいのか

-

) (3)成果指標（目

1

的の達成度を示す指標

記

）

必要な介護サービス

入

の給付をする 名称 単位

日

① 介護給付費通知者数

令

人
②

結果(上位基本事

和

業の意図) (4)結果

0

の成果指標（上位基本

3

事業の成果指標）

公平

年

な負担のもと安心して

1

必要な介護サービスを

2

利用してもらう 名称 単

月

位
① 一月あたりの受給

0

者数 人
②

事務事業の各

7

種指標の実績と見込及

日

び目標

H31年度 R2

１

年度 R2年度 R3年度

事

R4年度 R5年度 R6

務

年度
指標 ＼ 年度 単

事

位
実績値 計画値 実績値

業

計画値 目標値 目標値 目

の

標値
(1)の ① 人 1,

現

428 1,511 1,

状

522 1,628 1,

　

744 1,871 2,

Ｐ

010
活動指標 ②
(2

Ｌ

)の ① 人 1,144 1

Ａ

,197 1,176 1

Ｎ

,337 1,436 1

及

,540 1,655
対

び

象指標 ②
(3)の ① 人

Ｄ

1,144 1,197

Ｏ

1,176 1,337

事

1,436 1,540

務

1,655
成果指標 ②

事

(4)の結果の ① 人 1

業

,144 1,197 1

名

,176 1,337 1

N

,436 1,540 1

o

,655
成果指標 ②

予

.

算費目 会計 06 介護

5

保険特別会計（保険事

1

業勘定） 款 01 項 01

4

目 02

コスト 年度 H3

国

1年度 R2年度 R2年

保

度 R3年度 R4年度 R

連

5年度 R6年度
実績値

合

計画値 実績値 計画値 目

会

標値 目標値 目標値
事業

委

費(決算又は予算額)

託

Ａ 単位 801 1,25

事

6 1,010 1,26

業

9 1,325 1,39

政

2 1,465

財
源
内
訳

策

 国庫支出金 千円 0 0

こ

0 0 0 0 0
 県支出金

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

地方債 千円 0 0 0 0 0

務

0 0
 その他 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 一般財源

業

千円 801 1,256

施

1,010 1,269

策

1,325 1,392

の

1,465
人件費Ｂ 千

位

円 1,394.4 1,

置

195.2 826.7

基

826.7 826.7

本

826.7 826.7

事

正職員従事時間×人数

業

時間×人 105× 4 9

主

0× 4 83× 3 83×

管

3 83× 3 83× 3 8

課

3× 3
正職員以外の人

名

件費 千円 0 0 0 0 0 0

課

0
その他の費用Ｃ 千円

長

0 0 0 0 0 0 0
トータ

名

ルコストA+B+C 千

こ

円 2,195.4 2,

の

451.2 1,836

事

.7 2,095.7 2

務

,151.7 2,21

事

8.7 2,291.7

業

単位あたりコスト ① 千

の

円/人 1.9 2 1.6

開

1.6 1.5 1.4 1

始

.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

時

/(2)の対象指標）

期

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

事

0

1

務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

による環境変化 □ ある

業

に伴い、目的を見直す

名

（目
その理由

的の追加

N

・拡充又は絞込）

必要

o

はありませんか？ ■ な

.

い

有
効
性

市独自でシス

5

テム開発し審査事務を

1

行う方法よりも効率的

4

である。
今以上に事業

国

の成果を向上

させる方

保

法を記入して下さ

い。

連

内　容
※(3)の成果

合

指標を向上させる

　こ

会

とはできますか？

特に

委

大きな問題はなく、目

託

的は達成できている。

事

目的達成状況 内　容

■

業

民間への一部委託 □民

２

間への全部委託
市関与

評

の必要性 □指定管理 □

価

補助金・負担金助成 □

　

市の直営
内　容

　（実

Ｃ

施手法） 介護サービス

Ｈ

受給者が公平に介護サ

Ｅ

ービスを受けるために

Ｃ

、内部職員及び専門
知

Ｋ

識を持つ民間事業者へ

目

の一部委託が必要であ

的

る。

効
率
性

介護保険法

妥

上の定めがあり、統合

当

、廃止することはでき

性

ない。
事務事業の統廃

こ

合により、

事業の効率

の

化を図り、成果
内　容

事

を向上させる方法を記

業

入し

て下さい。

民間へ

の

の委託を行っており、

必

これ以上の事業費・人

要

件費の削減はできない

性

。
現状より事業費・人

は

件費を

削減する方法を

薄

記入して下

さい。（仕

れ

様の変更、外部 内　容

て

委託、従事時間の削減

得

等は

できないか？)

公

ら

平
性

直接的な受益者は

れ

いない。
□ ある □ 現状

て

で適正
受益者負担はあ

い

りますか？

また、受益

る

者負担割合は適 □ ない

い

□ 検討が必要 内　容
正

ま

ですか？
■ 受益者がい

せ

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ん

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

平成20年

か

度より後期高齢者医療

。

保険 国保連合会及び後

十

期高齢者医療保険
事業

分

実施上の課題、住 料も

な

介護保険と同様に特別

成

徴収を委 料担当課と情

果

報共有を行っていく。

が

民・議会等からの意見

理

意　見 託しており、両

　

制度において円滑な 対

由

応策
と対応策 データ連

得

携を図る必要がある。

ら

①介護給付費通知作成

れ

処理 継続して実施する

て

ため、前年度と同
R3

い

年度の事業計画は前 変

ま

　更
②高額介護サービ

す

ス費支給処理 様・同規

か

模で実施。
年度から変

？

更・追加は 前年度 ・
③

得

介護保険サービス費通

ら

知処理
あるか 追　加

を

れ

行った

今後の事業・コ

て

スト・成果の方向性 今

い

後の事業の方向性、改

な

革・改善案
※今年度か

い

らの具体的な事業の進

事

め方、手段の見直し等

業

、各方向性の内容

　　

進

　　　　　　　□　拡

展

大 介護給付費通知書を

等

発送し介護保険適正化

に

を図る。
　　　　　　

よ

　　　□　改善 高額介

る

護サービス費を適正に

環

支給する。
　　　　　

境

　　　　■　現状維持

変

介護保険料の適正な徴

化

収管理を継続して行っ

あ

ていく。
　　　　　　

る

　　　□　縮小
　　　

に

　　　　　　□　統合

伴

　　　　　　　　　□

い

　完了
　　　　　　　

、

　　□　廃止・休止
コ

対

ストの方向性
　　　　

象

　　　　　→　維持
成

を

果の方向性
　　　　　

見

　　　　→　維持

2

直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 514 国保連合会委託事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護（介護予防）サービス受給者は増加傾向にあり、必要性
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

性が高い。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

介護保険制度の改正がないため、対象者が変わることはない。
事業進展等

様

による環境変化
□ ある

式

に伴い、対象を見直す

1

（拡
その理由

大・縮小

-

）必要はありませ
■ な

2

い
んか？

対象者に変化

事

がないため、目的に変

務

化はない。
事業進展等



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 515 高齢者福祉計画兼介護保険事業計画推進事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第117条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

３年毎に見直しが行われる高齢者福祉計画兼介護保険 介護保険運営審議会開催
事業計画を策定する。 地域密着型サービス運営審議会開催
SDGsの取り組み：３  

①介護保険運営審議会の開催
R2年度に実施した具体的な ②みよし市第８期高齢者福祉計画兼介護保険事業計画の策定
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

介護保険制度に改正がないため、継続して実施 名称 単位
① 運営審議会開催数 回

変 化
② 事業

令

計画策定件数 件
内 容

和

対象(この事業の対象

 

、範囲となる人、物)

3

(2)対象指標（対象

年

の大きさを表す指標）

度

65歳以上の市民 名称

（

単位
① 第１号被保険者

2

数 人
②

目的(この事業

年

によって上記対象をど

度

のような状態にしたい

実

のか) (3)成果指標

施

（目的の達成度を示す

分

指標）

事業計画に基づ

）

いた介護サービス等が

事

利用できる 名称 単位
①

務

事業計画に沿った事業

事

数 件
②

結果(上位基本

業

事業の意図) (4)結

目

果の成果指標（上位基

的

本事業の成果指標）

公

評

平な負担のもと安心し

価

て必要な介護サービス

表

等を利用してもら 名称

様

単位
う ① 一月あたりの

式

受給者数 人
②

事務事業

1

の各種指標の実績と見

-

込及び目標

H31年度

1

R2年度 R2年度 R3

記

年度 R4年度 R5年度

入

R6年度
指標 ＼ 年

日

度 単位
実績値 計画値 実

令

績値 計画値 目標値 目標

和

値 目標値
(1)の ① 回

0

2 5 5 2 2 5 2
活動指

3

標 ② 件 0 1 1 0 0 1 0

年

(2)の ① 人 11,0

1

04 11,187 11

2

,186 11,376

月

11,565 11,7

0

55 11,945
対象

7

指標 ②
(3)の ① 件 7

日

4 74 74 74 74 7

１

4 74
成果指標 ②

(4

事

)の結果の ① 人 1,1

務

44 1,197 1,1

事

76 1,337 1,4

業

36 1,540 1,6

の

55
成果指標 ②

予算費

現

目 会計 06 介護保険

状

特別会計（保険事業勘

　

定） 款 01 項 01 目 0

Ｐ

3

コスト 年度 H31年

Ｌ

度 R2年度 R2年度 R

Ａ

3年度 R4年度 R5年

Ｎ

度 R6年度
実績値 計画

及

値 実績値 計画値 目標値

び

目標値 目標値
事業費(

Ｄ

決算又は予算額)Ａ 単

Ｏ

位 933 5,463 2

事

,842 320 5,9

務

32 4,892 320

事

財
源
内
訳

 国庫支出金

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

名

県支出金 千円 0 0 0 0

N

0 0 0
 地方債 千円 0

o

0 0 0 0 0 0
 その他

.

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

5

一般財源 千円 933 5

1

,463 2,842 3

5

20 5,932 4,8

高

92 320
人件費Ｂ 千

齢

円 2,663.9 4,

者

548.4 3,838

福

3,838 3,838

祉

3,838 3,838

計

正職員従事時間×人数

画

時間×人 189× 4 2

兼

74× 5 275× 4 2

介

75× 4 275× 4 2

護

75× 4 275× 4
正

保

職員以外の人件費 千円

険

154 0 186 186

事

186 186 186
そ

業

の他の費用Ｃ 千円 30

計

5 0 0 0 0 0 0
トータ

画

ルコストA+B+C 千

推

円 3,901.9 10

進

,011.4 6,68

事

0 4,158 9,77

業

0 8,730 4,15

政

8
単位あたりコスト ①

策

千円/人 0.4 0.9

こ

0.6 0.4 0.8 0

の

.7 0.3
（ﾄｰﾀﾙ

事

ｺｽﾄ/(2)の対象

務

指標）② 千円/ 0 0 0

事

0 0 0 0

1

業
施策

の位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

独自で対象を見直すこ

業

とはできない。
に伴い

名

、対象を見直す（拡
そ

N

の理由
大・縮小）必要

o

はありませ
■ ない

んか

.

？

介護保険法に則り、

5

３年ごとに高齢者福祉

1

計画兼介護保険事業計

5

画を
事業進展等による

高

環境変化 □ ある
策定す

齢

るための事業であり、

者

市独自で目的を見直す

福

ことはできない。
に伴

祉

い、目的を見直す（目

計

その理由
的の追加・拡

画

充又は絞込）

必要はあ

兼

りませんか？ ■ ない

有

介

効
性

推計システムを活

護

用することで、現状に

保

即した計画を策定する

険

ことができる。
今以上

事

に事業の成果を向上

さ

業

せる方法を記入して下

計

さ

い。 内　容
※(3)

画

の成果指標を向上させ

推

る

　ことはできますか

進

？

予定通り達成できて

事

いる。
目的達成状況 内

業

　容

■民間への一部委

２

託 □民間への全部委託

評

市関与の必要性 □指定

価

管理 □補助金・負担金

　

助成 □市の直営
内　容

Ｃ

　（実施手法） 計画策

Ｈ

定に関しては、業務委

Ｅ

託を実施している。

効

Ｃ

率
性

介護保険法上の定

Ｋ

めがあり、統合・廃止

目

することはできない。

的

事務事業の統廃合によ

妥

り、

事業の効率化を図

当

り、成果
内　容

を向上

性

させる方法を記入し

て

こ

下さい。

アンケート調

の

査等を委託することで

事

、人件費を削減できる

業

。
現状より事業費・人

の

件費を

削減する方法を

必

記入して下

さい。（仕

要

様の変更、外部 内　容

性

委託、従事時間の削減

は

等は

できないか？)

公

薄

平
性

直接的な受益者は

れ

いない。
□ ある □ 現状

て

で適正
受益者負担はあ

得

りますか？

また、受益

ら

者負担割合は適 □ ない

れ

□ 検討が必要 内　容
正

て

ですか？
■ 受益者がい

い

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

る

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

将来の認定

い

者数を推計するととも

ま

に アンケート調査及び

せ

、現状分析を実
事業実

ん

施上の課題、住 、介護

か

給付の現状分析を行い

。

、みよ 施し、ニーズと

十

現状に即した計画策
民

分

・議会等からの意見 意

な

　見 し市の将来ビジョ

成

ンを慎重に検討す 対応

果

策 定に努める。
と対応

が

策 る必要がある。

アン

理

ケート調査結果を元に

　

、第８期 第８期計画を

由

実施し、必要に応じて

得

R3年度の事業計画は

ら

前 変　更
計画を策定し

れ

た。 現状の評価を行う

て

。
年度から変更・追加

い

は 前年度 ・
あるか 追　

ま

加

今後の事業・コスト

す

・成果の方向性 今後の

か

事業の方向性、改革・

？

改善案
※今年度からの

得

具体的な事業の進め方

ら

、手段の見直し等、各

れ

方向性の内容

　　　　

て

　　　　　□　拡大 第

い

８期計画実施　令和３

な

年度～令和５年度
　　

い

　　　　　　　□　改

事

善 第９期計画は　令和

業

４年度アンケート調査

進

、令和５年
　　　　　

展

　　　　■　現状維持

等

度策定作業、令和６年

に

度から実施。
　　　　

よ

　　　　　□　縮小
　

る

　　　　　　　　□　

環

統合
　　　　　　　　

境

　□　完了
　　　　　

変

　　　　□　廃止・休

化

止
コストの方向性
　　

あ

　　　　　　　↑　増

る

加
成果の方向性
　　　

に

　　　　　　→　維持

伴

2

い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 515 高齢者福祉計画兼介護保険事業計画推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

３年ごとに高齢者福祉計画兼介護保険事業計画を策定するこ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

とが介護保険法上で定められているため、本事業は必要であ
いませんか。十分な成果が 理　由

る。
得られて

様

いますか？ □ 得られて

式

いない

高齢者人口は増

1

加しており対象者数は

-

増加傾向にあるが、介

2

護保険上
事業進展等に

事

よる環境変化
□ ある 定

務

められているため、市



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 516 介護保険料賦課徴収事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

介護保険第１号被保険者（65歳以上）の介護保険料の 特別徴収
賦課徴収事務を行う。 　年額18万円以上の年金受給者　10,345人（R2本算定
 時）
SDGsの取組み：3  

普通徴収
　特別徴収以外の被保険者　753人（R2本算定時）
 
 

①資格異動に対する賦課②納付通知の発送➂普通徴収の納付管理④特別徴収の納付
R2年度に実施した具体的な 管理⑤督促状の発送⑥未納金催告の通知⑦滞納整理を行った。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標

令

）

高齢者人口は増加傾

和

向にあり、それにとも

 

ない、介護保険 名称 単

3

位
第１号被保険者数も

年

増加している。 ① 介護

度

保険料賦課人数 人
変 

（

化
②

内 容

対象(この

2

事業の対象、範囲とな

年

る人、物) (2)対象

度

指標（対象の大きさを

実

表す指標）

65歳以上

施

の市民 名称 単位
① 第一

分

号被保険者数 人
②

目的

）

(この事業によって上

事

記対象をどのような状

務

態にしたいのか) (3

事

)成果指標（目的の達

業

成度を示す指標）

保険

目

料を納付してもらう 名

的

称 単位
① 介護保険料納

評

付者数 人
②

結果(上位

価

基本事業の意図) (4

表

)結果の成果指標（上

様

位基本事業の成果指標

式

）

公平な負担のもと安

1

心して必要な介護サー

-

ビスを利用してもらう

1

名称 単位
① 介護保険料

記

徴収率 ％
②

事務事業の

入

各種指標の実績と見込

日

及び目標

H31年度 R

令

2年度 R2年度 R3年

和

度 R4年度 R5年度 R

0

6年度
指標 ＼ 年度

3

単位
実績値 計画値 実績

年

値 計画値 目標値 目標値

1

目標値
(1)の ① 人 1

2

1,004 11,18

月

7 11,186 11,

0

376 11,565 1

7

1,755 11,94

日

5
活動指標 ②
(2)の

１

① 人 11,004 11

事

,187 11,186

務

11,376 11,5

事

65 11,755 11

業

,945
対象指標 ②
(

の

3)の ① 人 10,73

現

3 10,963 11,

状

060 11,262 1

　

1,449 11,63

Ｐ

7 11,825
成果指

Ｌ

標 ②
(4)の結果の ①

Ａ

％ 98 98 98 99 9

Ｎ

9 99 99
成果指標 ②

及

予算費目 会計 06 介

び

護保険特別会計（保険

Ｄ

事業勘定） 款 01 項 0

Ｏ

2 目 01

コスト 年度 H

事

31年度 R2年度 R2

務

年度 R3年度 R4年度

事

R5年度 R6年度
実績

業

値 計画値 実績値 計画値

名

目標値 目標値 目標値
事

N

業費(決算又は予算額

o

)Ａ 単位 2,904 3

.

,625 3,085 3

5

,604 3,980 4

1

,027 4,060

財

6

源
内
訳

 国庫支出金 千

介

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

護

支出金 千円 0 0 0 0 0

保

0 0
 地方債 千円 0 0

険

0 0 0 0 0
 その他 千

料

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

賦

般財源 千円 2,904

課

3,625 3,085

徴

3,604 3,980

収

4,027 4,060

事

人件費Ｂ 千円 3,79

務

2.6 4,090.2

政

4,710.2 4,7

策

10.2 4,710.

こ

2 4,710.2 4,

の

710.2
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 2

務

63× 4 308× 4 2

事

62× 5 262× 5 2

業

62× 5 262× 5 2

施

62× 5
正職員以外の

策

人件費 千円 300 0 3

の

61 361 361 36

位

1 361
その他の費用

置

Ｃ 千円 611 0 0 0 0

基

0 0
トータルコストA

本

+B+C 千円 7,30

事

7.6 7,715.2

業

7,795.2 8,3

主

14.2 8,690.

管

2 8,737.2 8,

課

770.2
単位あたり

名

コスト ① 千円/人 0.

課

7 0.7 0.7 0.7

長

0.8 0.7 0.7
（

名

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

こ

)の対象指標）② 千円

の

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

か？

介護保険法上で定

業

められているため、市

名

独自で対見直すことは

N

できな
事業進展等によ

o

る環境変化 □ ある
い。

.

また、持続可能な介護

5

保険事業の実現と、適

1

切な介護保険サービ
に

6

伴い、目的を見直す（

介

目
その理由 スの実施の

護

ため、目的を見直す必

保

要はない。
的の追加・

険

拡充又は絞込）

必要は

料

ありませんか？ ■ ない

賦

有
効
性

積極的な滞納整

課

理と、費用対効果を意

徴

識した不能欠損により

収

、メリハリの効い
今以

事

上に事業の成果を向上

務

た徴収を実現し、徴収

２

率を向上させる。
させ

評

る方法を記入して下さ

価

い。 内　容
※(3)の

　

成果指標を向上させる

Ｃ

　ことはできますか？

Ｈ

積極的な滞納整理によ

Ｅ

り、滞納者に分納誓約

Ｃ

を行わせ、徴収率の向

Ｋ

上に貢献し
目的達成状

目

況 内　容 ている。

□民

的

間への一部委託 □民間

妥

への全部委託
市関与の

当

必要性 □指定管理 □補

性

助金・負担金助成 ■市

こ

の直営
内　容

　（実施

の

手法） 本事業に精通し

事

た内部職員が実施する

業

ことがふさわしいと考

の

えられるため。

効
率
性

必

介護保険法上の定めが

要

あり、統合・廃止する

性

ことはできない。
事務

は

事業の統廃合により、

薄

事業の効率化を図り、

れ

成果
内　容

を向上させ

て

る方法を記入し

て下さ

得

い。

新しいシステムの

ら

導入により、ICTの

れ

活用を行うことで、事

て

業費・人件費を削
現状

い

より事業費・人件費を

る

減できる見込みである

い

。
削減する方法を記入

ま

して下

さい。（仕様の

せ

変更、外部 内　容
委託

ん

、従事時間の削減等は

か

できないか？)

公
平
性

。

直接的な受益者はいな

十

い。
□ ある □ 現状で適

分

正
受益者負担はありま

な

すか？

また、受益者負

成

担割合は適 □ ない □ 検

果

討が必要 内　容
正です

が

か？
■ 受益者がいない

理

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

　

Ｉ
Ｏ
Ｎ

介護保険料の滞

由

納がある。 介護保険制

得

度について案内をし、

ら

介
事業実施上の課題、

れ

住 護保険料についても

て

知識を深めても
民・議

い

会等からの意見 意　見

ま

対応策 らう。
と対応策

す

65歳以上の介護保険

か

第１号被保険者 継続し

？

て実施するため、前年

得

度と同
R3年度の事業

ら

計画は前 変　更
に対し

れ

、介護保険料の賦課徴

て

収事務 様・同規模で実

い

施。
年度から変更・追

な

加は 前年度 ・
を行った

い

。
あるか 追　加

今後の

事

事業・コスト・成果の

業

方向性 今後の事業の方

進

向性、改革・改善案
※

展

今年度からの具体的な

等

事業の進め方、手段の

に

見直し等、各方向性の

よ

内容

　　　　　　　　

る

　□　拡大 令和２年度

環

に第８期高齢者福祉計

境

画兼介護保険事業計
　

変

　　　　　　　　□　

化

改善 画の策定をし、介

あ

護保険料の見直しを行

る

ったため、制
　　　　

に

　　　　　■　現状維

伴

持 度等について周知を

い

図っていく。
　　　　

、

　　　　　□　縮小 令

対

和３年度から事務の効

象

率化のため、介護保険

を

料本算
　　　　　　　

見

　　□　統合 定決定通

直

知書の印刷、作成、ブ

す

ッキング等を一括で委

（

　　　　　　　　　□

拡

　完了 託する。
　　　

そ

　　　　　　□　廃止

の

・休止
コストの方向性

理

　　　　　　　　　↑

由

　増加
成果の方向性
　

大

　　　　　　　　→　

・

維持

2

縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 516 介護保険料賦課徴収事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

持続可能な介護保険事業の実現のため必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

高齢者人口は増加しており対象者は増加傾向にあるが、介護保険法上
事業進展等によ

様

る環境変化
□ ある で定

式

められているため、市

1

独自で対象者を見直す

-

ことはできない。
に伴

2

い、対象を見直す（拡

事

その理由
大・縮小）必

務

要はありませ
■ ない

ん



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 517 介護認定審査会事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第２７条第４項及び第５項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

被保険者が介護保険の給付を受けるには、要介護・要 R３年度審査会委員　43人
支援の判定を受ける必要があるため、５人で構成され １回あたりの出席委員　5人
る合議体で審査・判定を行う。 R２実施回数　48回
また、要介護認定の適正な判定を実施するため、県が １回あたり審査件数　平均　21.6件
主催する現任者研修に参加し、審査判定の資質を高め
る。
介護認定審査会の運営
認定審査会委員報酬
委員研修
SDGsの取り組み：３

①現任及び新任審査員研修への参加（オンライン）
R2年度に実施した具体的な ②介護認定調査事務で

令

まとめられた認定調査

和

等を用い、介護認定審

 

査を行った。
事業の方

3

法、手順、指標に対す

年

る成果等

事務事業を取

度

り巻く状況は過去と比

（

べ変化しているか (1

2

)活動指標（事務事業

年

の活動量を表す指標）

度

審査件数の増加 名称 単

実

位
① 審査件数 件

変 化

施

②
内 容

対象(この事

分

業の対象、範囲となる

）

人、物) (2)対象指

事

標（対象の大きさを表

務

す指標）

６５歳以上の

事

市民のうち介護認定を

業

必要とする被保険者 名

目

称 単位
① 要介護等認定

的

調査者数 人
②

目的(こ

評

の事業によって上記対

価

象をどのような状態に

表

したいのか) (3)成

様

果指標（目的の達成度

式

を示す指標）

適正な介

1

護認定を行う 名称 単位

-

① 要介護等認定者数 人

1

②

結果(上位基本事業

記

の意図) (4)結果の

入

成果指標（上位基本事

日

業の成果指標）

公平な

令

負担のもと安心して必

和

要な介護サービスを利

0

用してもらう 名称 単位

3

① 一月あたりの受給者

年

数 人
②

事務事業の各種

1

指標の実績と見込及び

2

目標

H31年度 R2年

月

度 R2年度 R3年度 R

0

4年度 R5年度 R6年

7

度
指標 ＼ 年度 単位

日

実績値 計画値 実績値 計

１

画値 目標値 目標値 目標

事

値
(1)の ① 件 1,4

務

57 1,541 1,0

事

36 1,107 1,1

業

86 1,271 1,3

の

65
活動指標 ②
(2)

現

の ① 人 1,484 1,

状

570 1,136 1,

　

214 1,300 1,

Ｐ

393 1,496
対象

Ｌ

指標 ②
(3)の ① 人 1

Ａ

,428 1,511 1

Ｎ

,522 1,628 1

及

,744 1,871 2

び

,010
成果指標 ②

(

Ｄ

4)の結果の ① 人 1,

Ｏ

144 1,197 1,

事

176 1,337 1,

務

436 1,540 1,

事

655
成果指標 ②

予算

業

費目 会計 06 介護保

名

険特別会計（保険事業

N

勘定） 款 01 項 03 目

o

01

コスト 年度 H31

.

年度 R2年度 R2年度

5

R3年度 R4年度 R5

1

年度 R6年度
実績値 計

7

画値 実績値 計画値 目標

介

値 目標値 目標値
事業費

護

(決算又は予算額)Ａ

認

単位 5,153 6,1

定

66 4,773 6,0

審

40 5,784 5,8

査

82 6,080

財
源
内

会

訳

 国庫支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 県支出

務

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

政

 地方債 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
 その他 千円 0

こ

0 0 0 0 0 0
 一般財

の

源 千円 5,153 6,

事

166 4,773 6,

務

040 5,784 5,

事

882 6,080
人件

業

費Ｂ 千円 4,847.

施

8 4,162.2 4,

策

941.8 4,941

の

.8 4,941.8 4

位

,941.8 4,94

置

1.8
正職員従事時間

基

×人数 時間×人 303

本

× 4 247× 5 303

事

× 4 303× 4 303

業

× 4 303× 4 303

主

× 4
正職員以外の人件

管

費 千円 824 62 91

課

8 918 918 918

名

918
その他の費用Ｃ

課

千円 814 0 0 0 0 0

長

0
トータルコストA+

名

B+C 千円 10,81

こ

4.8 10,328.

の

2 9,714.8 10

事

,981.8 10,7

務

25.8 10,823

事

.8 11,021.8

業

単位あたりコスト ① 千

の

円/人 7.3 6.6 8

開

.6 9 8.3 7.8 7

始

.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

時

/(2)の対象指標）

期

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

事

0

1

務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

はありませ
■ ない

んか

業

？

介護保険法において

名

定められた事業のため

N

、市独自で見直すこと

o

はで
事業進展等による

.

環境変化 □ ある
きない

5

。
に伴い、目的を見直

1

す（目
その理由

的の追

7

加・拡充又は絞込）

必

介

要はありませんか？ ■

護

ない

有
効
性

審査委員及

認

び事務局が介護保険制

定

度を十分に理解するよ

審

う、県主催の研修に参

査

今以上に事業の成果を

会

向上
加し、質の向上を

事

図る。
させる方法を記

務

入して下さ

い。 内　容

２

※(3)の成果指標を

評

向上させる

　ことはで

価

きますか？

介護保険法

　

に基づいた認定審査が

Ｃ

行われており、達成で

Ｈ

きている。
目的達成状

Ｅ

況 内　容

□民間への一

Ｃ

部委託 □民間への全部

Ｋ

委託
市関与の必要性 □

目

指定管理 □補助金・負

的

担金助成 ■市の直営
内

妥

　容
　（実施手法） 公

当

正公平な審査実施のた

性

め、市保険者主催が望

こ

ましい。

効
率
性

介護保

の

険法において定められ

事

た事業のため統廃合す

業

ることはできない。
事

の

務事業の統廃合により

必

、

事業の効率化を図り

要

、成果
内　容

を向上さ

性

せる方法を記入し

て下

は

さい。

審査会委員の資

薄

格、１回の委員数等は

れ

介護保険法において定

て

められており、減
現状

得

より事業費・人件費を

ら

員できない。
削減する

れ

方法を記入して下

さい

て

。（仕様の変更、外部

い

内　容
委託、従事時間

る

の削減等は

できないか

い

？)

公
平
性

費用負担は

ま

保険者が担うよう介護

せ

保険法で定めら
□ ある

ん

■ 現状で適正
受益者負

か

担はありますか？ れて

。

いる。
また、受益者負

十

担割合は適 ■ ない □ 検

分

討が必要 内　容
正です

な

か？
□ 受益者がいない

成

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

果

Ｉ
Ｏ
Ｎ

認定審査には全

が

国一律の基準が用い 委

理

員の判定レベルを統一

　

するため、
事業実施上

由

の課題、住 られている

得

。 定期的に研修に参加

ら

する。
民・議会等から

れ

の意見 意　見 対応策
と

て

対応策

介護認定調査事

い

務でまとめられた認 継

ま

続して実施するため、

す

前年度と同
R3年度の

か

事業計画は前 変　更
定

？

調査等を用い、介護認

得

定審査を行 様・同規模

ら

で実施。
年度から変更

れ

・追加は 前年度 ・
った

て

。
あるか 追　加

今後の

い

事業・コスト・成果の

な

方向性 今後の事業の方

い

向性、改革・改善案
※

事

今年度からの具体的な

業

事業の進め方、手段の

進

見直し等、各方向性の

展

内容

　　　　　　　　

等

　□　拡大 適正な審査

に

が行われるよう、審査

よ

員の資質の維持に努
　

る

　　　　　　　　□　

環

改善 める。
　　　　　

境

　　　　■　現状維持

変

　　　　　　　　　□

化

　縮小
　　　　　　　

あ

　　□　統合
　　　　

る

　　　　　□　完了
　

に

　　　　　　　　□　

伴

廃止・休止
コストの方

い

向性
　　　　　　　　

、

　→　維持
成果の方向

対

性
　　　　　　　　　

象

→　維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 517 介護認定審査会事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法に基づき介護認定を行うことで、介護度に応じた
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

公平な負担でサービスが利用できる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

介護保険法で第一号被保険者として65歳以上

様

高齢者が対象と定めら

式

れ
事業進展等による環

1

境変化
□ ある ているた

-

め、市独自で見直すこ

2

とはできない。
に伴い

事

、対象を見直す（拡
そ

務

の理由
大・縮小）必要



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 518 介護認定調査事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

介護認定申請者を訪問し、心身状態に関する７４項目 令和３年度調査予定件数　1,214件
の聞き取り調査を実施する。 主治医意見書見込　1,588件
また、主治医に主治医意見書を作成依頼する。
申請に対する処分は30日以内にしなければならない。
（介護保険法第27条第11項）
SDGsの取り組み：３

①介護サービス利用希望者の申請
R2年度に実施した具体的な ②主治医意見書の作成依頼
事業の方法、手順、指標に対す ③訪問調査日の調整、調査の実施
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標

令

）

変化していない 名称

和

単位
① 審査件数 件

変 

 

化
②

内 容

対象(この

3

事業の対象、範囲とな

年

る人、物) (2)対象

度

指標（対象の大きさを

（

表す指標）

６５歳以上

2

の市民のうち介護認定

年

を必要とする被保険者

度

名称 単位
① 要介護等認

実

定者数 人
②

目的(この

施

事業によって上記対象

分

をどのような状態にし

）

たいのか) (3)成果

事

指標（目的の達成度を

務

示す指標）

介護認定に

事

必要な現状調査を行う

業

。 名称 単位
① 要介護等

目

認定調査者数 人
②

結果

的

(上位基本事業の意図

評

) (4)結果の成果指

価

標（上位基本事業の成

表

果指標）

公平な負担の

様

もと安心して必要な介

式

護サービスを利用して

1

もらう 名称 単位
① 一月

-

あたりの受給者数 人
②

1

事務事業の各種指標の

記

実績と見込及び目標

H

入

31年度 R2年度 R2

日

年度 R3年度 R4年度

令

R5年度 R6年度
指標

和

 ＼ 年度 単位
実績値

0

計画値 実績値 計画値 目

3

標値 目標値 目標値
(1

年

)の ① 件 1,457 1

1

,541 1,036 1

2

,107 1,186 1

月

,271 1,365
活

0

動指標 ②
(2)の ① 人

7

1,428 1,511

日

1,522 1,628

１

1,744 1,871

事

2,010
対象指標 ②

務

(3)の ① 人 1,48

事

4 1,570 1,13

業

6 1,214 1,30

の

0 1,393 1,49

現

6
成果指標 ②

(4)の

状

結果の ① 人 1,144

　

1,197 1,176

Ｐ

1,337 1,436

Ｌ

1,540 1,655

Ａ

成果指標 ②
予算費目 会

Ｎ

計 06 介護保険特別

及

会計（保険事業勘定）

び

款 01 項 03 目 02

コ

Ｄ

スト 年度 H31年度 R

Ｏ

2年度 R2年度 R3年

事

度 R4年度 R5年度 R

務

6年度
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

業

値 目標値
事業費(決算

名

又は予算額)Ａ 単位 2

N

3,376 8,774

o

5,872 8,944

.

9,779 10,40

5

7 11,160

財
源
内

1

訳

 国庫支出金 千円 0

8

0 0 0 0 0 0
 県支出

介

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

護

 地方債 千円 0 0 0 0

認

0 0 0
 その他 千円 0

定

0 0 0 0 0 0
 一般財

調

源 千円 23,376 8

査

,774 5,872 8

事

,944 9,779 1

務

0,407 11,16

政

0
人件費Ｂ 千円 17,

策

838.8 13,83

こ

4.6 14,819.

の

8 14,819.8 1

事

4,819.8 14,

務

819.8 14,81

事

9.8
正職員従事時間

業

×人数 時間×人 235

施

× 4 231× 5 470

策

× 2 470× 2 470

の

× 2 470× 2 470

位

× 2
正職員以外の人件

置

費 千円 14,718 1

基

0,000 11,69

本

9 11,699 11,

事

699 11,699 1

業

1,699
その他の費

主

用Ｃ 千円 814 0 0 0

管

0 0 0
トータルコスト

課

A+B+C 千円 42,

名

028.8 22,60

課

8.6 20,691.

長

8 23,763.8 2

名

4,598.8 25,

こ

226.8 25,97

の

9.8
単位あたりコス

事

ト ① 千円/人 29.4

務

15 13.6 14.6

事

14.1 13.5 12

業

.9
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

の

/(2)の対象指標）

開

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

始

0

1

時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

険法で定められた手続

業

きであり、市独自で見

名

直すことはできな
事業

N

進展等による環境変化

o

□ ある
い。

に伴い、目

.

的を見直す（目
その理

5

由
的の追加・拡充又は

1

絞込）

必要はありませ

8

んか？ ■ ない

有
効
性

認

介

定調査の実施日の調整

護

や遠方ケースを委託す

認

ることで効率的な認定

定

調査が実
今以上に事業

調

の成果を向上
施できる

査

。
させる方法を記入し

事

て下さ

い。 内　容
※(

務

3)の成果指標を向上

２

させる

　ことはできま

評

すか？

不備なく達成で

価

きているが、必要な調

　

査が実施できるよう、

Ｃ

引き続き調査員の
目的

Ｈ

達成状況 内　容 確保と

Ｅ

質の向上が求められる

Ｃ

。

■民間への一部委託

Ｋ

□民間への全部委託
市

目

関与の必要性 □指定管

的

理 □補助金・負担金助

妥

成 □市の直営
内　容

　

当

（実施手法） 適正な調

性

査を行うため、市の直

こ

営または他市行政への

の

委託が望ましいが、法

事

の
範囲内で民間居宅支

業

援事業所への委託を行

の

う。

効
率
性

調査内容は

必

介護保険法で定められ

要

ており、統廃合するこ

性

とはできない。
事務事

は

業の統廃合により、

事

薄

業の効率化を図り、成

れ

果
内　容

を向上させる

て

方法を記入し

て下さい

得

。

認定調査の実施場所

ら

調整や遠方ケースを委

れ

託することで移動時間

て

を短縮し、燃
現状より

い

事業費・人件費を
料費

る

及び人件費が削減でき

い

ることが見込まれる。

ま

削減する方法を記入し

せ

て下

さい。（仕様の変

ん

更、外部 内　容
委託、

か

従事時間の削減等は

で

。

きないか？)

公
平
性

調

十

査費用及び意見書作成

分

料の負担は保険者が担

な

う
□ ある ■ 現状で適正

成

受益者負担はあります

果

か？ よう介護保険法で

が

定められている。
また

理

、受益者負担割合は適

　

■ ない □ 検討が必要 内

由

　容
正ですか？

□ 受益

得

者がいない

３
改
革
改
善

ら

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

調査

れ

員は専門的知識が必要

て

であり、 認定調査員の

い

質の向上を図る。
事業

ま

実施上の課題、住 人材

す

確保と育成が継続的な

か

課題であ
民・議会等か

？

らの意見 意　見 る。ま

得

た、申請から30日以

ら

内に判定 対応策
と対応

れ

策 結果を出すためには

て

、認定調査員の
確保が

い

重要になってくる。
介

な

護サービス利用希望者

い

の申請に基 継続して実

事

施するため、前年度と

業

同
R3年度の事業計画

進

は前 変　更
づき、認定

展

調査及び主治医意見書

等

の 様・同規模で実施。

に

年度から変更・追加は

よ

前年度 ・
徴取を行う。

る

あるか 追　加

今後の事

環

業・コスト・成果の方

境

向性 今後の事業の方向

変

性、改革・改善案
※今

化

年度からの具体的な事

あ

業の進め方、手段の見

る

直し等、各方向性の内

に

容

　　　　　　　　　

伴

□　拡大 適正な認定調

い

査を実施するためには

、

、介護保険の知識
　　

対

　　　　　　　□　改

象

善 と調査技量を兼ね備

を

えた調査員の確保が必

見

須の課題で
　　　　　

直

　　　　■　現状維持

す

あるが、経験者の確保

（

は難しく、自前で人材

拡

の育成に
　　　　　　

そ

　　　□　縮小 勤めな

の

ければならない現状で

理

ある。さらに、人材育

由

成
　　　　　　　　　

大

□　統合 には時間がか

・

かり、指導者の確保も

縮

必要である。今後
　　

小

　　　　　　　□　完

）

了 の調査事業実施のた

必

めに、長期に安定した

要

人材確保が
　　　　　

は

　　　　□　廃止・休

あ

止 できるよう見直しを

り

図る。
コストの方向性

ま

　　　　　　　　　→

せ

　維持
成果の方向性
　

な

　　　　　　　　→　

い

維持

2

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 518 介護認定調査事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

適正に調査を行うことで、サービスを受けるために必要な介
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

護度の認定を受けることができる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

調査項目及び主治医意見書は介護保険法で定められて

様

おり、市独自で
事業進

式

展等による環境変化
□

1

ある 見直すことはでき

-

ない。
に伴い、対象を

2

見直す（拡
その理由

大

事

・縮小）必要はありま

務

せ
■ ない

んか？

介護保



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 519 介護保険趣旨普及事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

６５歳以上の第１号被保険者に対し、介護保険の仕組 制度の改正やサービスの利用方法など、制度のしくみ
みが理解できるようなわかりやすい普及啓発用の配布 を正しく理解してもらう必要がある。
物を作成する。  
SDGsの取組：３  

６５歳以上の高齢者及びその介護者等に対し、介護保険サービス、介護保険制度の
R2年度に実施した具体的な 概要及び介護保険料の算定等の周知を行うため、パンフレット等を作成し介護保険
事業の方法、手順、指標に対す 制度の普及を行った。
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務

令

事業の活動量を表す指

和

標）

３年ごとの介護保

 

険法改正に基づき、介

3

護保険料や制度の 名称

年

単位
改正がなされるた

度

め、その都度パンフレ

（

ット等の見直しを ① ６

2

５歳以上の高齢者数 人

年

変 化
行う。 ②

内 容

度

直近では、令和３年４

実

月に制度改正が実施さ

施

れた。

対象(この事業

分

の対象、範囲となる人

）

、物) (2)対象指標

事

（対象の大きさを表す

務

指標）

６５歳以上の市

事

民 名称 単位
① ６５歳以

業

上の高齢者人口 人
②

目

目

的(この事業によって

的

上記対象をどのような

評

状態にしたいのか) (

価

3)成果指標（目的の

表

達成度を示す指標）

介

様

護保険制度の仕組みを

式

理解してもらう 名称 単

1

位
① 介護保険パンフレ

-

ット配布数 部
② 介護保

1

険リーフレット配布数

記

部

結果(上位基本事業

入

の意図) (4)結果の

日

成果指標（上位基本事

令

業の成果指標）

公平な

和

負担のもと安心して必

0

要な介護サービスを利

3

用してもらう 名称 単位

年

① 一月あたりの受給者

1

数 人
②

事務事業の各種

2

指標の実績と見込及び

月

目標

H31年度 R2年

0

度 R2年度 R3年度 R

7

4年度 R5年度 R6年

日

度
指標 ＼ 年度 単位

１

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

務

値
(1)の ① 人 11,

事

021 11,204 1

業

1,208 11,39

の

6 11,588 11,

現

778 11,968
活

状

動指標 ②
(2)の ① 人

　

11,021 11,2

Ｐ

04 11,208 11

Ｌ

,398 11,588

Ａ

11,778 11,9

Ｎ

68
対象指標 ②
(3)

及

の ① 部 1,200 1,

び

100 1,350 2,

Ｄ

750 1,300 1,

Ｏ

300 2,750
成果

事

指標 ② 部 1,200 1

務

,100 1,350 2

事

,750 1,300 1

業

,300 2,750
(

名

4)の結果の ① 人 1,

N

144 1,197 1,

o

176 1,337 1,

.

436 1,540 1,

5

655
成果指標 ②

予算

1

費目 会計 06 介護保

9

険特別会計（保険事業

介

勘定） 款 01 項 04 目

護

01

コスト 年度 H31

保

年度 R2年度 R2年度

険

R3年度 R4年度 R5

趣

年度 R6年度
実績値 計

旨

画値 実績値 計画値 目標

普

値 目標値 目標値
事業費

及

(決算又は予算額)Ａ

事

単位 224 234 23

務

4 525 253 282

政

723

財
源
内
訳

 国庫

策

支出金 千円 0 0 0 0 0

こ

0 0
 県支出金 千円 0

の

0 0 0 0 0 0
 地方債

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

務

その他 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 一般財源 千円 2

業

24 234 234 52

施

5 253 282 723

策

人件費Ｂ 千円 504.

の

6 564.4 557.

位

8 557.8 557.

置

8 557.8 557.

基

8
正職員従事時間×人

本

数 時間×人 38× 4 3

事

4× 5 42× 4 42×

業

4 42× 4 42× 4 4

主

2× 4
正職員以外の人

管

件費 千円 0 0 0 0 0 0

課

0
その他の費用Ｃ 千円

名

0 0 0 0 0 0 0
トータ

課

ルコストA+B+C 千

長

円 728.6 798.

名

4 791.8 1,08

こ

2.8 810.8 83

の

9.8 1,280.8

事

単位あたりコスト ① 千

務

円/人 0.1 0.1 0

事

.1 0.1 0.1 0.

業

1 0.1
（ﾄｰﾀﾙｺ

の

ｽﾄ/(2)の対象指

開

標）② 千円/ 0 0 0 0

始

0 0 0

1

時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

い
んか？

介護保険を利

業

用する対象者に対する

名

介護保険制度の周知は

N

、継続して
事業進展等

o

による環境変化 □ ある

.

行う必要があるため。

5

に伴い、目的を見直す

1

（目
その理由

的の追加

9

・拡充又は絞込）

必要

介

はありませんか？ ■ な

護

い

有
効
性

パンフレット

保

やリーフレットの配布

険

機会や介護保険制度に

趣

関する説明の機会を
今

旨

以上に事業の成果を向

普

上
増やす。

させる方法

及

を記入して下さ

い。 内

事

　容
※(3)の成果指

務

標を向上させる

　こと

２

はできますか？

ほぼ計

評

画どおりに達成できて

価

いる。
目的達成状況 内

　

　容

□民間への一部委

Ｃ

託 □民間への全部委託

Ｈ

市関与の必要性 □指定

Ｅ

管理 □補助金・負担金

Ｃ

助成 ■市の直営
内　容

Ｋ

　（実施手法） 本事業

目

に精通した内部職員が

的

実施することがふさわ

妥

しいと考えられるため

当

。

効
率
性

他事業におい

性

て実施される会議等の

こ

場を利用して、介護保

の

険制度に関する説明
事

事

務事業の統廃合により

業

、
等を実施すること、

の

市ホームページの内容

必

を充実させることで成

要

果を向上させ
事業の効

性

率化を図り、成果
内　

は

容 ることができる。
を

薄

向上させる方法を記入

れ

し

て下さい。

介護保険

て

パンフレットの作成は

得

外部業者に依頼してお

ら

り、事業費・人件費の

れ

削
現状より事業費・人

て

件費を
減をすることは

い

できない。
削減する方

る

法を記入して下

さい。

い

（仕様の変更、外部 内

ま

　容
委託、従事時間の

せ

削減等は

できないか？

ん

)

公
平
性

直接的な受益

か

者はいない。
□ ある □

。

現状で適正
受益者負担

十

はありますか？

また、

分

受益者負担割合は適 □

な

ない □ 検討が必要 内　

成

容
正ですか？

■ 受益者

果

がいない

３
改
革
改
善
案

が

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

認定者

理

や認定者の家族以外の

　

市民は 介護保険制度に

由

ついてパンフレット
事

得

業実施上の課題、住 介

ら

護保険制度に関する関

れ

心が薄く制 を用いて説

て

明をし、制度の周知を

い

す
民・議会等からの意

ま

見 意　見 度内容があま

す

り知られていない。 対

か

応策 る。
と対応策

６５

？

歳以上の市民及びその

得

介護者等 継続して実施

ら

するため、前年度と同

れ

R3年度の事業計画は

て

前 変　更
に介護保険制

い

度の概要及び介護保険

な

様・同規模で実施。
年

い

度から変更・追加は 前

事

年度 ・
料の算定方法等

業

についてパンフレッ
あ

進

るか 追　加
トを作成し

展

周知を行った。

今後の

等

事業・コスト・成果の

に

方向性 今後の事業の方

よ

向性、改革・改善案
※

る

今年度からの具体的な

環

事業の進め方、手段の

境

見直し等、各方向性の

変

内容

　　　　　　　　

化

　□　拡大 いきいきク

あ

ラブ等の会合を利用し

る

た説明会の開催、広
　

に

　　　　　　　　□　

伴

改善 報紙、ホームペー

い

ジでの制度の紹介、各

、

種通知にパン
　　　　

対

　　　　　■　現状維

象

持 フレットの同封など

を

。
　　　　　　　　　

見

□　縮小
　　　　　　

直

　　　□　統合
　　　

す

　　　　　　□　完了

（

　　　　　　　　　□

拡

　廃止・休止
コストの

そ

方向性
　　　　　　　

の

　　↓　減少
成果の方

理

向性
　　　　　　　　

由

　→　維持

2

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 519 介護保険趣旨普及事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

高齢者数及び介護保険認定者数の増加に伴い介護保険サービ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

スの周知が必要であるため。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

介護保険制度において、65歳以上の高齢者が対象

様

と定められているた
事

式

業進展等による環境変

1

化
□ ある め、対象を見

-

直すことができない。

2

に伴い、対象を見直す

事

（拡
その理由

大・縮小

務

）必要はありませ
■ な



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月07日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 520 居宅介護サービス給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第41条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

要介護者が、指定居宅サービス事業者の行う在宅サー 介護サービスのメニューのうち、
ビスを受けたときに、費用の９割、８割又は７割を給 訪問系サービス（訪問介護、看護、リハ）
付する。 通所系サービス（通所介護、リハ）
 短期入所系サービス（生活、療養）
SDGsの取り組み：３ 特定施設入居サービス（有料老人ホーム）

福祉用具貸与　など

自宅に暮らす要介護認定者が、介護保険法で定められた指定居宅サービスのうち、
R2年度に実施した具体的な 自分で選択したサービスを受けたときに、被保険者の所得に応じて９割、８割、又
事業の

令

方法、手順、指標に対

和

す は７割を給付した。

 

る成果等

事務事業を取

3

り巻く状況は過去と比

年

べ変化しているか (1

度

)活動指標（事務事業

（

の活動量を表す指標）

2

介護保険制度に改正が

年

ないため、継続して実

度

施。 名称 単位
① 要介護

実

等認定者数 人
変 化

②

施

内 容

対象(この事業

分

の対象、範囲となる人

）

、物) (2)対象指標

事

（対象の大きさを表す

務

指標）

介護サービス利

事

用者 名称 単位
① 介護（

業

介護予防）サービスの

目

受給者 人
②

目的(この

的

事業によって上記対象

評

をどのような状態にし

価

たいのか) (3)成果

表

指標（目的の達成度を

様

示す指標）

居宅で介護

式

サービスを利用する人

1

が必要なサービスを受

-

けられる 名称 単位
① 一

1

月あたりの居宅介護サ

記

ービス受給者数 人
②

結

入

果(上位基本事業の意

日

図) (4)結果の成果

令

指標（上位基本事業の

和

成果指標）

公平な負担

0

のもと安心して必要な

3

介護サービスを利用し

年

てもらう 名称 単位
① 一

1

月あたりの受給者数 人

2

②

事務事業の各種指標

月

の実績と見込及び目標

0

H31年度 R2年度 R

7

2年度 R3年度 R4年

日

度 R5年度 R6年度
指

１

標 ＼ 年度 単位
実績

事

値 計画値 実績値 計画値

務

目標値 目標値 目標値
(

事

1)の ① 人 1,428

業

1,511 1,522

の

1,628 1,744

現

1,871 2,010

状

活動指標 ②
(2)の ①

　

人 1,144 1,19

Ｐ

7 1,176 1,33

Ｌ

7 1,436 1,54

Ａ

0 1,655
対象指標

Ｎ

②
(3)の ① 人 669

及

716 687 754 8

び

20 893 973
成果

Ｄ

指標 ②
(4)の結果の

Ｏ

① 人 1,144 1,1

事

97 1,176 1,3

務

37 1,436 1,5

事

40 1,655
成果指

業

標 ②
予算費目 会計 06

名

 介護保険特別会計（

N

保険事業勘定） 款 02

o

項 01 目 01

コスト 年

.

度 H31年度 R2年度

5

R2年度 R3年度 R4

2

年度 R5年度 R6年度

0

実績値 計画値 実績値 計

居

画値 目標値 目標値 目標

宅

値
事業費(決算又は予

介

算額)Ａ 単位 882,

護

262 927,944

サ

955,381 1,0

ー

13,441 1,13

ビ

3,279 1,233

ス

,008 1,343,

給

979

財
源
内
訳

 国庫

付

支出金 千円 172,8

事

50 181,869 1

業

87,639 199,

政

032 222,567

策

242,153 263

こ

,947
 県支出金 千

の

円 113,844 11

事

9,711 122,8

務

59 130,335 1

事

45,747 158,

業

573 172,845

施

 地方債 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
 その他 千円 2

の

38,210 250,

位

544 257,952

置

273,629 305

基

,984 332,91

本

2 362,874
 一

事

般財源 千円 357,3

業

58 375,820 3

主

86,931 410,

管

445 458,981

課

499,370 544

名

,313
人件費Ｂ 千円

課

345.3 365.2

長

451.5 451.5

名

451.5 451.5

こ

451.5
正職員従事

の

時間×人数 時間×人 2

事

6× 4 22× 5 34×

務

4 34× 4 34× 4 3

事

4× 4 34× 4
正職員

業

以外の人件費 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
その他の費

開

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

始

0
トータルコストA+

時

B+C 千円 882,6

期

07.3 928,30

事

9.2 955,832

務

.51,013,89

区

2.51,133,7

分

30.51,233,

法

459.51,344

定

,430.5
単位あた

受

りコスト ① 千円/人 7

託

71.5 775.5 8

事

12.8 758.3 7

務

89.5 800.9 8

自

12.3
（ﾄｰﾀﾙｺ

治

ｽﾄ/(2)の対象指

事

標）② 千円/ 0 0 0 0

務

0 0 0

1

この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

すことはできない。
に

業

伴い、対象を見直す（

名

拡
その理由

大・縮小）

N

必要はありませ
■ ない

o

んか？

介護が必要な高

.

齢者に対し必要なサー

5

ビスを提供するための

2

事業であ
事業進展等に

0

よる環境変化 □ ある
り

居

、市独自で目的を見直

宅

すことができない。
に

介

伴い、目的を見直す（

護

目
その理由

的の追加・

サ

拡充又は絞込）

必要は

ー

ありませんか？ ■ ない

ビ

有
効
性

各対象者の給付

ス

の状況からそれぞれの

給

サービス利用が適正で

付

あるかの確認をし
今以

事

上に事業の成果を向上

業

、不必要な給付がある

２

か否かの把握をする必

評

要がある。また、要介

価

護認定を適
させる方法

　

を記入して下さ
正化し

Ｃ

、各利用者の状態に応

Ｈ

じた介護認定を実施す

Ｅ

る必要がある。
い。 内

Ｃ

　容
※(3)の成果指

Ｋ

標を向上させる

　こと

目

はできますか？

第7期

的

計画の事業費見込みに

妥

対し、実績が上回って

当

いる。
目的達成状況 内

性

　容

□民間への一部委

こ

託 □民間への全部委託

の

市関与の必要性 □指定

事

管理 □補助金・負担金

業

助成 ■市の直営
内　容

の

　（実施手法）  
本事

必

業に精通した内部職員

要

が実施することがふさ

性

わしいと考えられるた

は

め。

効
率
性

介護保険法

薄

上の定めがあり、統合

れ

・廃止することはでき

て

ない。
事務事業の統廃

得

合により、

事業の効率

ら

化を図り、成果
内　容

れ

を向上させる方法を記

て

入し

て下さい。

給付の

い

適正化を図ることで、

る

削減は可能である。
現

い

状より事業費・人件費

ま

を

削減する方法を記入

せ

して下

さい。（仕様の

ん

変更、外部 内　容
委託

か

、従事時間の削減等は

。

できないか？)

公
平
性

十

介護保険法で定められ

分

た自己負担割合を負担

な

して
■ ある ■ 現状で適

成

正
受益者負担はありま

果

すか？ いる。
また、受

が

益者負担割合は適 □ な

理

い □ 検討が必要 内　容

　

正ですか？
□ 受益者が

由

いない

３
改
革
改
善
案
　

得

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

要介護者

ら

の増加に伴い、給付費

れ

は増 要介護者の状態に

て

あわせ、必要な介
事業

い

実施上の課題、住 加傾

ま

向にある。 護サービス

す

ができるようにサービ

か

ス
民・議会等からの意

？

見 意　見 対応策 提供体

得

制を整備する。
と対応

ら

策

要介護者が利用した

れ

介護サービス費 継続し

て

て実施するため、前年

い

度と同
R3年度の事業

な

計画は前 変　更
用につ

い

いて、国保連合会から

事

の請求 様・同規模で実

業

施。
年度から変更・追

進

加は 前年度 ・
を受け、

展

適正に支払事務を行う

等

。
あるか 追　加

今後の

に

事業・コスト・成果の

よ

方向性 今後の事業の方

る

向性、改革・改善案
※

環

今年度からの具体的な

境

事業の進め方、手段の

変

見直し等、各方向性の

化

内容

　　　　　　　　

あ

　□　拡大 ３年ごとに

る

策定される介護保険事

に

業計画において、サ
　

伴

　　　　　　　　□　

い

改善 ービスの利用状況

、

を分析し、必要な見直

対

しを図ってい
　　　　

象

　　　　　■　現状維

を

持 く。
　　　　　　　

見

　　□　縮小 また、介

直

護給付の適性化が図ら

す

れるよう、随時必要な

（

　　　　　　　　　□

拡

　統合 チェックを実施

そ

していく。
　　　　　

の

　　　　□　完了
　　

理

　　　　　　　□　廃

由

止・休止
コストの方向

大

性
　　　　　　　　　

・

↑　増加
成果の方向性

縮

　　　　　　　　　→

小

　維持

2

）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 520 居宅介護サービス給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が必
いませんか。十分な成果が 理　由

要不可欠である。
得られていますか？ □ 得られて

様

いない

高齢者人口は増

式

加しており対象者は増

1

加傾向にあるが、介護

-

保険法上
事業進展等に

2

よる環境変化
□ ある で

事

定められているため、

務

市独自で対象者を見直



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 521 施設介護サービス給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第48条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

要介護者が介護保険施設に入所して介護サービスを受 介護サービスのうち、
けた場合に、その費用の９割、８割又は７割を給付す 特別養護老人ホームによる介護老人福祉施設サービス
る。 老人保健施設による介護老人保健施設サービス
 療養型医療施設による介護療養型医療施設サービスな
SDGsの取り組み：３ ど

要介護認定者が、介護保険法で定められた指定施設サービスのうち、自分で選択し
R2年度に実施した具体的な たサービスを指定施設サービス事業者から受けたとき、被保険者の所得に応じて9
事業の方法、手順、指標に対す 割、8割、

令

7割を給付した。
る成

和

果等

事務事業を取り巻

 

く状況は過去と比べ変

3

化しているか (1)活

年

動指標（事務事業の活

度

動量を表す指標）

介護

（

保険制度に改正がない

2

ため、継続して実施。

年

名称 単位
① 要介護認定

度

者数（各年4月1日）

実

人
変 化

②
内 容

対象

施

(この事業の対象、範

分

囲となる人、物) (2

）

)対象指標（対象の大

事

きさを表す指標）

介護

務

サービス利用者 名称 単

事

位
① 介護(予防)サー

業

ビスの受給者 人
②

目的

目

(この事業によって上

的

記対象をどのような状

評

態にしたいのか) (3

価

)成果指標（目的の達

表

成度を示す指標）

施設

様

介護サービスを利用す

式

る人が必要なサービス

1

を受けられる 名称 単位

-

① 一月あたりの施設介

1

護サービス受給者 人
②

記

結果(上位基本事業の

入

意図) (4)結果の成

日

果指標（上位基本事業

令

の成果指標）

公平な負

和

担のもと安心して必要

0

なサービスを利用して

3

もらう。 名称 単位
① 一

年

月あたりの受給者数 人

1

②

事務事業の各種指標

2

の実績と見込及び目標

月

H31年度 R2年度 R

0

2年度 R3年度 R4年

8

度 R5年度 R6年度
指

日

標 ＼ 年度 単位
実績

１

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
(

務

1)の ① 人 1,428

事

1,511 1,522

業

1,628 1,744

の

1,871 2,010

現

活動指標 ②
(2)の ①

状

人 1,144 1,19

　

7 1,176 1,33

Ｐ

7 1,436 1,54

Ｌ

0 1,655
対象指標

Ａ

②
(3)の ① 人 205

Ｎ

219 204 229 2

及

49 271 295
成果

び

指標 ②
(4)の結果の

Ｄ

① 人 1,144 1,1

Ｏ

97 1,176 1,3

事

37 1,436 1,5

務

40 1,655
成果指

事

標 ②
予算費目 会計 06

業

 介護保険特別会計（

名

保険事業勘定） 款 02

N

項 01 目 01

コスト 年

o

度 H31年度 R2年度

.

R2年度 R3年度 R4

5

年度 R5年度 R6年度

2

実績値 計画値 実績値 計

1

画値 目標値 目標値 目標

施

値
事業費(決算又は予

設

算額)Ａ 単位 635,

介

623 668,998

護

655,334 699

サ

,936 779,33

ー

2 847,914 92

ビ

4,227

財
源
内
訳

 

ス

国庫支出金 千円 95,

給

343 100,349

付

98,300 104,

事

990 116,899

業

127,187 138

政

,634
 県支出金 千

策

円 111,233 11

こ

7,074 114,6

の

83 122,488 1

事

36,383 148,

務

384 161,739

事

 地方債 千円 0 0 0 0

業

0 0 0
 その他 千円 1

施

71,618 180,

策

629 176,940

の

188,982 210

位

,419 228,93

置

6 249,541
 一

基

般財源 千円 257,4

本

29 270,946 2

事

65,411 283,

業

476 315,631

主

343,407 374

管

,313
人件費Ｂ 千円

課

345.3 365.2

名

451.5 451.5

課

451.5 451.5

長

451.5
正職員従事

名

時間×人数 時間×人 2

こ

6× 4 22× 5 34×

の

4 34× 4 34× 4 3

事

4× 4 34× 4
正職員

務

以外の人件費 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
その他の費

業

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

の

0
トータルコストA+

開

B+C 千円 635,9

始

68.3 669,36

時

3.2 655,785

期

.5 700,387.

事

5 779,783.5

務

848,365.5 9

区

24,678.5
単位

分

あたりコスト ① 千円/

法

人 555.9 559.

定

2 557.6 523.

受

9 543 550.9 5

託

58.7
（ﾄｰﾀﾙｺ

事

ｽﾄ/(2)の対象指

務

標）② 千円/ 0 0 0 0

自

0 0 0

1

治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

とはできない。
に伴い

業

、対象を見直す（拡
そ

名

の理由
大・縮小）必要

N

はありませ
■ ない

んか

o

？

施設による介護が必

.

要な高齢者に対して必

5

要なサービスを提供す

2

るた
事業進展等による

1

環境変化 □ ある
めの事

施

業であり、市独自で目

設

的を見直すことができ

介

ない。
に伴い、目的を

護

見直す（目
その理由

的

サ

の追加・拡充又は絞込

ー

）

必要はありませんか

ビ

？ ■ ない

有
効
性

各対象

ス

者の給付の状況からそ

給

れぞれのサービス利用

付

が適正であるかの確認

事

をし
今以上に事業の成

業

果を向上
、不必要な給

２

付があるか否かの把握

評

をする必要がある。ま

価

た、要介護認定を適
さ

　

せる方法を記入して下

Ｃ

さ
正化し、各利用者の

Ｈ

状態に応じた介護認定

Ｅ

を実施する必要がある

Ｃ

。
い。 内　容
※(3)

Ｋ

の成果指標を向上させ

目

る

　ことはできますか

的

？

第7期計画の事業費

妥

見込に対し、実績が上

当

回っている。
目的達成

性

状況 内　容

□民間への

こ

一部委託 □民間への全

の

部委託
市関与の必要性

事

□指定管理 □補助金・

業

負担金助成 ■市の直営

の

内　容
　（実施手法）

必

本事業に精通した内部

要

職員が実施することが

性

ふさわしいと考えられ

は

るため。

効
率
性

介護保

薄

険法上の定めがあり、

れ

統合・廃止することが

て

できない。
事務事業の

得

統廃合により、

事業の

ら

効率化を図り、成果
内

れ

　容
を向上させる方法

て

を記入し

て下さい。

給

い

付の適正化を図ること

る

で、削減は可能である

い

。
現状より事業費・人

ま

件費を

削減する方法を

せ

記入して下

さい。（仕

ん

様の変更、外部 内　容

か

委託、従事時間の削減

。

等は

できないか？)

公

十

平
性

介護保険法で定め

分

られた自己負担割合を

な

負担して
■ ある ■ 現状

成

で適正
受益者負担はあ

果

りますか？ いる。
また

が

、受益者負担割合は適

理

□ ない □ 検討が必要 内

　

　容
正ですか？

□ 受益

由

者がいない

３
改
革
改
善

得

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

要介

ら

護者の増加に伴い、給

れ

付費は増 入所待機者の

て

状況を把握し、中・長

い

事業実施上の課題、住

ま

加傾向にある。 期的な

す

視野で施設の設備を進

か

めてい
民・議会等から

？

の意見 意　見 対応策 く

得

必要がある。
と対応策

ら

要介護者が利用した介

れ

護サービス費 継続して

て

実施するため、前年度

い

と同
R3年度の事業計

な

画は前 変　更
用につい

い

て、国保連合会からの

事

請求 様・同規模で実施

業

。
年度から変更・追加

進

は 前年度 ・
を受け、適

展

正に支払事務を行う。

等

あるか 追　加

今後の事

に

業・コスト・成果の方

よ

向性 今後の事業の方向

る

性、改革・改善案
※今

環

年度からの具体的な事

境

業の進め方、手段の見

変

直し等、各方向性の内

化

容

　　　　　　　　　

あ

□　拡大 ３年ごとに策

る

定される介護保険事業

に

計画において、サ
　　

伴

　　　　　　　□　改

い

善 ービスの利用状況を

、

分析し、必要な見直し

対

を図ってい
　　　　　

象

　　　　■　現状維持

を

く。
　　　　　　　　

見

　□　縮小
　　　　　

直

　　　　□　統合
　　

す

　　　　　　　□　完

（

了
　　　　　　　　　

拡

□　廃止・休止
コスト

そ

の方向性
　　　　　　

の

　　　↑　増加
成果の

理

方向性
　　　　　　　

由

　　→　維持

2

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 521 施設介護サービス給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が不
いませんか。十分な成果が 理　由

可欠である。
得られていますか？ □ 得られていな

様

い

高齢者人口は増加し

式

ており対象者は増加傾

1

向にあるが、介護保険

-

法上
事業進展等による

2

環境変化
□ ある で定め

事

られているため、市独

務

自で対象者を見直すこ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 522 居宅介護サービス計画給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第41条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

指定居宅介護支援事業所から居宅介護支援（居宅介護 令和２年度（４～３月審査分）
サービス計画の作成、介護サービス事業所との利用調 居宅介護サービス計画給付件数　7,662件
整等）を受けたときに給付する。
 
SDGsの取り組み：３

要介護認定者、指定居宅介護支援事業所から、ケアプランの作成や事業者との利用
R2年度に実施した具体的な 調整などの居宅介護支援を受けたときにその費用の10割を給付した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務

令

事業の活動量を表す指

和

標）

介護保険制度に改

 

正がないため、継続し

3

て実施。 名称 単位
① 要

年

介護等認定者数（各年

度

4月1日） 人
変 化

②

（

内 容

対象(この事業

2

の対象、範囲となる人

年

、物) (2)対象指標

度

（対象の大きさを表す

実

指標）

介護サービス利

施

用者 名称 単位
① 介護（

分

介護予防）サービスの

）

受給者 人
②

目的(この

事

事業によって上記対象

務

をどのような状態にし

事

たいのか) (3)成果

業

指標（目的の達成度を

目

示す指標）

居宅で介護

的

サービスを利用する人

評

が必要なサービスを受

価

けられる 名称 単位
① 居

表

宅介護サービスの受給

様

者数(一月) 人
②

結果

式

(上位基本事業の意図

1

) (4)結果の成果指

-

標（上位基本事業の成

1

果指標）

公平な負担の

記

もと安心して必要なサ

入

ービスを利用をしても

日

らう 名称 単位
① 一月当

令

たりの受給者数 人
②

事

和

務事業の各種指標の実

0

績と見込及び目標

H3

3

1年度 R2年度 R2年

年

度 R3年度 R4年度 R

1

5年度 R6年度
指標 

2

＼ 年度 単位
実績値 計

月

画値 実績値 計画値 目標

0

値 目標値 目標値
(1)

8

の ① 人 1,428 1,

日

511 1,522 1,

１

628 1,744 1,

事

871 2,010
活動

務

指標 ②
(2)の ① 人 1

事

,144 1,197 1

業

,176 1,337 1

の

,436 1,540 1

現

,655
対象指標 ②
(

状

3)の ① 人 669 71

　

6 687 754 820

Ｐ

893 973
成果指標

Ｌ

②
(4)の結果の ① 人

Ａ

1,144 1,197

Ｎ

1,176 1,337

及

1,436 1,540

び

1,655
成果指標 ②

Ｄ

予算費目 会計 06 介

Ｏ

護保険特別会計（保険

事

事業勘定） 款 02 項 0

務

1 目 01

コスト 年度 H

事

31年度 R2年度 R2

業

年度 R3年度 R4年度

名

R5年度 R6年度
実績

N

値 計画値 実績値 計画値

o

目標値 目標値 目標値
事

.

業費(決算又は予算額

5

)Ａ 単位 93,765

2

97,689 101,

2

527 105,731

居

118,812 129

宅

,268 140,90

介

3

財
源
内
訳

 国庫支出

護

金 千円 18,753 1

サ

9,537 20,30

ー

5 21,146 23,

ビ

762 25,853 2

ス

8,180
 県支出金

計

千円 11,720 12

画

,211 12,690

給

13,216 14,8

付

51 16,158 17

事

,612
 地方債 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 その

政

他 千円 25,316 2

策

6,376 27,41

こ

2 28,547 32,

の

079 34,902 3

事

8,043
 一般財源

務

千円 37,976 39

事

,565 41,120

業

42,822 48,1

施

20 52,355 57

策

,068
人件費Ｂ 千円

の

332 348.6 43

位

8.2 438.2 43

置

8.2 438.2 43

基

8.2
正職員従事時間

本

×人数 時間×人 25×

事

4 21× 5 33× 4 3

業

3× 4 33× 4 33×

主

4 33× 4
正職員以外

管

の人件費 千円 0 0 0 0

課

0 0 0
その他の費用Ｃ

名

千円 0 0 0 0 0 0 0
ト

課

ータルコストA+B+

長

C 千円 94,097 9

名

8,037.6 101

こ

,965.2 106,

の

169.2 119,2

事

50.2 129,70

務

6.2 141,341

事

.2
単位あたりコスト

業

① 千円/人 82.3 8

の

1.9 86.7 79.

開

4 83 84.2 85.

始

4
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

時

(2)の対象指標）②

期

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

事

1

務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

独自で対象者を見直す

業

ことはで
に伴い、対象

名

を見直す（拡
その理由

N

きない。
大・縮小）必

o

要はありませ
■ ない

ん

.

か？

介護が必要な高齢

5

者に対し必要なサービ

2

スを提供するための事

2

業であ
事業進展等によ

居

る環境変化 ■ ある
り、

宅

市独自で目的を見直す

介

ことはできない。
に伴

護

い、目的を見直す（目

サ

その理由
的の追加・拡

ー

充又は絞込）

必要はあ

ビ

りませんか？ □ ない

有

ス

効
性

各対象者の給付の

計

状況からそれぞれのサ

画

ービス利用が適正であ

給

るかの確認をし
今以上

付

に事業の成果を向上
、

事

不必要な給付があるか

業

否かの把握をする必要

２

がある。また、要介護

評

認定を適
させる方法を

価

記入して下さ
正化し、

　

各利用者の状態に応じ

Ｃ

た介護認定を実施する

Ｈ

必要がある。
い。 内　

Ｅ

容
※(3)の成果指標

Ｃ

を向上させる

　ことは

Ｋ

できますか？

第７期計

目

画の事業費見込みに対

的

し、実績が上回ってい

妥

る。
目的達成状況 内　

当

容

□民間への一部委託

性

□民間への全部委託
市

こ

関与の必要性 □指定管

の

理 □補助金・負担金助

事

成 ■市の直営
内　容

　

業

（実施手法） 本事業に

の

精通した内部職員が実

必

施することがふさわし

要

いと考えられるため

効

性

率
性

介護保険法上の定

は

めがあり、統合。廃止

薄

することはできない。

れ

事務事業の統廃合によ

て

り、

事業の効率化を図

得

り、成果
内　容

を向上

ら

させる方法を記入し

て

れ

下さい。

給付の適正化

て

を図ることで、削減は

い

可能である。
現状より

る

事業費・人件費を

削減

い

する方法を記入して下

ま

さい。（仕様の変更、

せ

外部 内　容
委託、従事

ん

時間の削減等は

できな

か

いか？)

公
平
性

介護保

。

険法で市が10割負担

十

することが定められて

分

□ ある ■ 現状で適正
受

な

益者負担はありますか

成

？ いる。
また、受益者

果

負担割合は適 ■ ない □

が

検討が必要 内　容
正で

理

すか？
□ 受益者がいな

　

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

由

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

要介護者の増

得

加に伴い、給付費は増

ら

サービス利用者の利用

れ

状況を把握し
事業実施

て

上の課題、住 加傾向に

い

ある。 、給付の適正化

ま
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民・議会等か

す
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か

と対応策

要介護者が居

？

宅介護支援事業所から

得

継続して実施するため

ら

、前年度と同
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の事業計画は前 変　更

て

の居宅介護支援を受け

い
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な
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年度から変

い

更・追加は 前年度 ・
の

事

費用の10割を負担し

業

た。
あるか 追　加

今後

進

の事業・コスト・成果

展

の方向性 今後の事業の

等

方向性、改革・改善案

に

※今年度からの具体的

よ

な事業の進め方、手段

る

の見直し等、各方向性

環

の内容

　　　　　　　

境

　　□　拡大 ３年ごと

変

に策定される介護保険

化

事業計画において、サ

あ
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る

　改善 ービスの利用状

に

況を分析し、必要な見

伴

直しを図ってい
　　　

い

　　　　　　■　現状

、

維持 く。
　　　　　　

対

　　　□　縮小 また、

象

介護保険サービス提供

を

事業者会議等において

見
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直

□　統合 情報提供や研

す

修を実施し、制度に対

（

する理解を深める
　　

拡

　　　　　　　□　完

そ

了 。
　　　　　　　　

の

　□　廃止・休止
コス

理

トの方向性
　　　　　

由

　　　　↑　増加
成果

大

の方向性
　　　　　　

・

　　　→　維持

2

縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 522 居宅介護サービス計画給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が必
いませんか。十分な成果が 理　由

要不可欠である。
得られていますか？ □

様

得られていない

高齢者

式

人口は増加しており対

1

象者は増加傾向にある

-

が、介護保険法上
事業

2

進展等による環境変化

事

□ ある で定められてい

務

る事務であるため、市



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 523 居宅介護福祉用具購入事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第44条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

在宅の要介護者が、指定特定福祉用具販売事業所から 介護サービスのうち、特定福祉用具(入浴、排せつ等
入浴や排せつに用いる福祉用具等の一定のものを購入 の用に供する福祉用具)を購入した場合に給付する。
したときは、居宅介護福祉用具購入費が支給限度基準
額の９割を上限として、償還払いで支給する。
 
SDGsの取り組み：３

①申請　②審査　③実施　④支給額を交付
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標

令

）

介護保険制度に改正

和

がないため、継続して

 

実施 名称 単位
① 要介護

3

等認定者数（各年4月

年

1日） 人
変 化

②
内 

度

容

対象(この事業の対

（

象、範囲となる人、物

2

) (2)対象指標（対

年

象の大きさを表す指標

度

）

要介護認定者 名称 単

実

位
① 要介護認定者数 人

施

②
目的(この事業によ

分

って上記対象をどのよ

）

うな状態にしたいのか

事

) (3)成果指標（目

務

的の達成度を示す指標

事

）

居宅で介護サービス

業

を受ける人が必要なサ

目

ービスを受けられる 名

的

称 単位
① 福祉用具購入

評

費受給者数 人
②

結果(

価

上位基本事業の意図)

表

(4)結果の成果指標

様

（上位基本事業の成果

式

指標）

公平な負担のも

1

と安心して必要な介護

-

サービスを利用しても

1

らう 名称 単位
① 一月当

記

たりの受給者数 人
②

事

入

務事業の各種指標の実

日

績と見込及び目標

H3

令

1年度 R2年度 R2年

和

度 R3年度 R4年度 R

0

5年度 R6年度
指標 

3

＼ 年度 単位
実績値 計

年

画値 実績値 計画値 目標

1

値 目標値 目標値
(1)

2

の ① 人 1,428 1,

月

511 1,522 1,

0

628 1,744 1,

8

871 2,010
活動

日

指標 ②
(2)の ① 人 1

１

,003 1,082 1

事

,043 1,133 1

務

,232 1,341 1

事

,461
対象指標 ②
(

業

3)の ① 人 93 100

の

105 114 124 1

現

35 148
成果指標 ②

状

(4)の結果の ① 人 1

　

,144 1,197 1

Ｐ

,176 1,337 1

Ｌ

,436 1,540 1

Ａ

,655
成果指標 ②

予

Ｎ

算費目 会計 06 介護

及

保険特別会計（保険事

び

業勘定） 款 02 項 01

Ｄ

目 01

コスト 年度 H3

Ｏ

1年度 R2年度 R2年

事

度 R3年度 R4年度 R

務

5年度 R6年度
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

業

標値 目標値 目標値
事業

名

費(決算又は予算額)

N

Ａ 単位 2,979 3,

o

364 3,885 4,

.

070 4,425 4,

5

815 5,249

財
源

2

内
訳

 国庫支出金 千円

3

595 672 777 8

居

14 885 963 1,

宅

049
 県支出金 千円

介

372 420 485 5

護

08 553 601 65

福

6
 地方債 千円 0 0 0

祉

0 0 0 0
 その他 千円

用

804 908 1,04

具

9 1,098 1,19

購

4 1,300 1,41

入

7
 一般財源 千円 1,

事

208 1,364 1,

業

574 1,650 1,

政

793 1,951 2,

策

127
人件費Ｂ 千円 2

こ

78.9 332 385

の

.1 385.1 385

事

.1 385.1 385

務

.1
正職員従事時間×

事

人数 時間×人 28× 3

業

50× 2 29× 4 29

施

× 4 29× 4 29× 4

策

29× 4
正職員以外の

の

人件費 千円 0 0 0 0 0

位

0 0
その他の費用Ｃ 千

置

円 61 0 0 0 0 0 0
ト

基

ータルコストA+B+

本

C 千円 3,318.9

事

3,696 4,270

業

.1 4,455.1 4

主

,810.1 5,20

管

0.1 5,634.1

課

単位あたりコスト ① 千

名

円/人 3.3 3.4 4

課

.1 3.9 3.9 3.

長

9 3.9
（ﾄｰﾀﾙｺ

名

ｽﾄ/(2)の対象指

こ

標）② 千円/ 0 0 0 0

の

0 0 0

1

事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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様式1-2

事務事業名 No. 523 居宅介護福祉用具購入事業

２
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Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
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的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
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高齢者人口は増
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令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 524 地域密着型介護サービス給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成18年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第42条の２

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

要介護者が、指定地域密着型サービス事業者から指定 介護サービスのメニューのうち
地域密着型介護サービス(夜間対応型訪問介護、認知 地域密着型通所介護
症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症 小規模多機能型居宅介護
対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活 認知症対応型共同生活介護
介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 認知症対応型通所介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複合型サービス
)を受けたときは、その費用の９割、８割又は７割を
給付する。
 
SDGsの取り組み：

令

３
要介護認定者が、介

和

護保健法で定められた

 

地域密着型サービスの

3

うち、自分で選択
R2

年

年度に実施した具体的

度

な したサービスを、指

（

定地域密着型サービス

2

事業所から提供を受け

年

たときに、被保険
事業

度

の方法、手順、指標に

実

対す 者の所得に応じて

施

９割、８割、７割を給

分

付した。
る成果等

事務

）

事業を取り巻く状況は

事

過去と比べ変化してい

務

るか (1)活動指標（

事

事務事業の活動量を表

業

す指標）

介護保険制度

目

に改正がないため、継

的

続して実施 名称 単位
①

評

要介護等認定者数（各

価

年4月1日） 人
変 化

表

②
内 容

対象(この事

様

業の対象、範囲となる

式

人、物) (2)対象指

1

標（対象の大きさを表

-

す指標）

介護サービス

1

利用者 名称 単位
① 介護

記

（介護予防）サービス

入

の受給者数 人
②

目的(

日

この事業によって上記

令

対象をどのような状態

和

にしたいのか) (3)

0

成果指標（目的の達成

3

度を示す指標）

地域密

年

着型サービスを利用す

1

る人が必要なサービス

2

を受けられる 名称 単位

月

① 地域密着型サービス

0

受給者数 人
②

結果(上

8

位基本事業の意図) (

日

4)結果の成果指標（

１

上位基本事業の成果指

事

標）

公平な負担のもと

務

安心して必要な介護サ

事

ービスを利用してもら

業

う 名称 単位
① 一月当た

の

りの受給者数 人
②

事務

現

事業の各種指標の実績

状

と見込及び目標

H31

　

年度 R2年度 R2年度

Ｐ

R3年度 R4年度 R5

Ｌ

年度 R6年度
指標 ＼

Ａ

 年度 単位
実績値 計画

Ｎ

値 実績値 計画値 目標値

及

目標値 目標値
(1)の

び

① 人 1,428 1,5

Ｄ

11 1,522 1,6

Ｏ

28 1,744 1,8

事

71 2,010
活動指

務

標 ②
(2)の ① 人 1,

事

144 1,197 1,

業

176 1,337 1,

名

436 1,540 1,

N

655
対象指標 ②
(3

o

)の ① 人 129 128

.

127 186 198 2

5

06 216
成果指標 ②

2

(4)の結果の ① 人 1

4

,144 1,197 1

地

,176 1,337 1

域

,436 1,540 1

密

,655
成果指標 ②

予

着

算費目 会計 06 介護

型

保険特別会計（保険事

介

業勘定） 款 02 項 01

護

目 01

コスト 年度 H3

サ

1年度 R2年度 R2年

ー

度 R3年度 R4年度 R

ビ

5年度 R6年度
実績値

ス

計画値 実績値 計画値 目

給

標値 目標値 目標値
事業

付

費(決算又は予算額)

事

Ａ 単位 162,031

業

179,555 178

政

,898 320,38

策

5 358,232 38

こ

9,757 424,8

の

36

財
源
内
訳

 国庫支

事

出金 千円 32,406

務

35,911 35,7

事

79 64,077 71

業

,646 77,951

施

84,967
 県支出

策

金 千円 20,253 2

の

2,444 22,36

位

2 40,048 44,

置

779 48,719 5

基

3,104
 地方債 千

本

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

事

の他 千円 43,748

業

48,479 48,3

主

02 86,503 96

管

,722 105,23

課

4 114,705
 一

名

般財源 千円 65,62

課

4 72,721 72,

長

455 129,757

名

145,085 157

こ

,853 172,06

の

0
人件費Ｂ 千円 332

事

348.6 438.2

務

438.2 438.2

事

438.2 438.2

業

正職員従事時間×人数

の

時間×人 25× 4 21

開

× 5 33× 4 33× 4

始

33× 4 33× 4 33

時

× 4
正職員以外の人件

期

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

その他の費用Ｃ 千円 0

務

0 0 0 0 0 0
トータル

区

コストA+B+C 千円

分

162,363 179

法

,903.6 179,

定

336.2 320,8

受

23.2 358,67

託

0.2 390,195

事

.2 425,274.

務

2
単位あたりコスト ①

自

千円/人 141.9 1

治

50.3 152.5 2

事

40 249.8 253

務

.4 257
（ﾄｰﾀﾙ

こ

ｺｽﾄ/(2)の対象

の

指標）② 千円/ 0 0 0

事

0 0 0 0

1

務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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すか？

第７期計画の事

Ｋ

業費見込みに対し、業

目

績が下回っている。
目

的

的達成状況 内　容

□民

妥

間への一部委託 □民間

当

への全部委託
市関与の

性

必要性 □指定管理 □補

こ

助金・負担金助成 ■市

の

の直営
内　容

　（実施

事

手法） 本事業に精通し

業

た内部職員が実施する

の

ことがふさわしいと考

必

えられるため。

効
率
性

要

介護保険法上の定めが

性

あり、統合・廃止する

は

ことはできない。
事務

薄

事業の統廃合により、

れ

事業の効率化を図り、

て

成果
内　容

を向上させ

得

る方法を記入し

て下さ

ら

い。

給付の適正化を図

れ

ることで削減は可能で

て

ある。
現状より事業費

い

・人件費を

削減する方

る

法を記入して下

さい。

い

（仕様の変更、外部 内

ま

　容
委託、従事時間の

せ

削減等は

できないか？

ん

)

公
平
性

介護保険法で

か

定められた自己負担割

。

合を負担して
■ ある ■

十

現状で適正
受益者負担

分

はありますか？ いる。

な

また、受益者負担割合

成

は適 □ ない □ 検討が必

果

要 内　容
正ですか？

□

が

受益者がいない

３
改
革

理

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

　

要介護者の増加に伴い

由

、給付費は増 要介護者

得

の状態にあわせ、必要

ら

な介
事業実施上の課題

れ

、住 加傾向にある。 護

て

サービスができるよう

い

にサービス
民・議会等

ま

からの意見 意　見 対応

す

策 提供体制を整備する

か

。
と対応策

要介護者が

？

利用したサービス費用

得

に 継続して実施するた

ら

め、前年度と同
R3年

れ

度の事業計画は前 変　

て

更
ついて、国保連合会

い

からの請求を受 様・同

な

規模で実施。
年度から

い

変更・追加は 前年度 ・

事

け、適正に支払事務を

業

行う。
あるか 追　加

今

進

後の事業・コスト・成

展

果の方向性 今後の事業

等

の方向性、改革・改善

に

案
※今年度からの具体

よ

的な事業の進め方、手

る

段の見直し等、各方向

環

性の内容

　　　　　　

境

　　　■　拡大 ３年ご

変

とに策定される介護保

化

険事業計画において、

あ

サ
　　　　　　　　　

る

□　改善 ービスの利用

に

状況を分析し、必要な

伴

見直しを図ってい
　　

い

　　　　　　　□　現

、

状維持 く。
　　　　　

対

　　　　□　縮小 また

象

、地域密着型介護サー

を

ビスの制度ＰＲを進め

見

、利
　　　　　　　　

直

　□　統合 用者及び事

す

業所の理解を深める。

（

　　　　　　　　　□

拡

　完了  
　　　　　　

そ

　　　□　廃止・休止

の

令和３年度に地域密着

理

型介護老人福祉施設入

由

所者生活
コストの方向

大

性 介護（定員29人）

・

及び認知症対応型共同

縮

生活介護（定
　　　　

小

　　　　　↑　増加 員

）

18人）が開所され、

必

給付の増額が見込まれ

要

る。
成果の方向性
　　

は

　　　　　　　↑　増

あ

加

2

りませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 524 地域密着型介護サービス給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が必
いませんか。十分な成果が 理　由

要不可欠である。
得られていますか

様

？ □ 得られていない

高

式

齢者人口は増加してお

1

り対象者は増加傾向に

-

あるが、介護保険法上

2

事業進展等による環境

事

変化
□ ある で定められ

務

ているため、市独自で



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 525 居宅介護住宅改修事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第45条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

在宅の要介護者が、手すりの取り付け等の一定の住宅 介護サービスのうち、手すりの取り付けや段差解消な
改修を実際に居住する住宅について行ったときは、居 どの住宅改修に対して給付を行う。
宅介護住宅改修費が支給限度基準額の９割を上限とし
て、償還払いで支給される。
 
SDGsの取り組み：３

①申請　②審査　③実施　④給付額の交付
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

介護保険制度に改正がないため、継続して

令

実施。 名称 単位
① 要介

和

護等認定者数（各年4

 

月1日） 人
変 化

②
内

3

 容

対象(この事業の

年

対象、範囲となる人、

度

物) (2)対象指標（

（

対象の大きさを表す指

2

標）

要介護認定者数 名

年

称 単位
① 要介護認定者

度

数 人
②

目的(この事業

実

によって上記対象をど

施

のような状態にしたい

分

のか) (3)成果指標

）

（目的の達成度を示す

事

指標）

介護サービスを

務

利用する人が必要なサ

事

ービスを受けられる 名

業

称 単位
① 住宅改修費の

目

受給者数 人
②

結果(上

的

位基本事業の意図) (

評

4)結果の成果指標（

価

上位基本事業の成果指

表

標）

住みよい住環境で

様

暮してもらう 名称 単位

式

① 制度を利用した件数

1

件
②

事務事業の各種指

-

標の実績と見込及び目

1

標

H31年度 R2年度

記

R2年度 R3年度 R4

入

年度 R5年度 R6年度

日

指標 ＼ 年度 単位
実

令

績値 計画値 実績値 計画

和

値 目標値 目標値 目標値

0

(1)の ① 人 1,42

3

8 1,511 1,52

年

2 1,628 1,74

1

4 1,871 2,01

2

0
活動指標 ②
(2)の

月

① 人 1,003 1,0

0

82 1,043 1,1

8

33 1,232 1,3

日

41 1,461
対象指

１

標 ②
(3)の ① 人 73

事

79 98 107 116

務

126 137
成果指標

事

②
(4)の結果の ① 件

業

73 79 98 107 1

の

16 126 137
成果

現

指標 ②
予算費目 会計 0

状

6 介護保険特別会計

　

（保険事業勘定） 款 0

Ｐ

2 項 01 目 01

コスト

Ｌ

年度 H31年度 R2年

Ａ

度 R2年度 R3年度 R

Ｎ

4年度 R5年度 R6年

及

度
実績値 計画値 実績値

び

計画値 目標値 目標値 目

Ｄ

標値
事業費(決算又は

Ｏ

予算額)Ａ 単位 7,9

事

22 8,910 10,

務

057 10,901 1

事

1,850 12,89

業

3 14,054

財
源
内

名

訳

 国庫支出金 千円 1

N

,584 1,782 2

o

,011 2,180 2

.

,370 2,578 2

5

,810
 県支出金 千

2

円 990 1,113 1

5

,257 1,362 1

居

,481 1,611 1

宅

,756
 地方債 千円

介

0 0 0 0 0 0 0
 その

護

他 千円 2,138 2,

住

405 2,715 2,

宅

943 3,199 3,

改

481 3,794
 一

修

般財源 千円 3,210

事

3,610 4,074

業

4,416 4,800

政

5,223 5,694

策

人件費Ｂ 千円 278.

こ

9 332 385.1 3

の

85.1 385.1 3

事

85.1 385.1
正

務

職員従事時間×人数 時

事

間×人 28× 3 50×

業

2 29× 4 29× 4 2

施

9× 4 29× 4 29×

策

4
正職員以外の人件費

の

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

位

の他の費用Ｃ 千円 41

置

0 0 0 0 0 0
トータル

基

コストA+B+C 千円

本

8,241.9 9,2

事

42 10,442.1

業

11,286.1 12

主

,235.1 13,2

管

78.1 14,439

課

.1
単位あたりコスト

名

① 千円/人 8.2 8.

課

5 10 10 9.9 9.

長

9 9.9
（ﾄｰﾀﾙｺ

名

ｽﾄ/(2)の対象指

こ

標）② 千円/ 0 0 0 0

の

0 0 0

1

事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

市独自で対象者を見直

業

すこと
に伴い、対象を

名

見直す（拡
その理由 は

N

できない。
大・縮小）

o

必要はありませ
■ ない

.

んか？

介護が必要な高

5

齢者に対し、必要なサ

2

ービスを提供するため

5

の事業で
事業進展等に

居

よる環境変化 □ ある
あ

宅

り、市独自で目的を見

介

直すことができない。

護

に伴い、目的を見直す

住

（目
その理由

的の追加

宅

・拡充又は絞込）

必要

改

はありませんか？ ■ な

修

い

有
効
性

申請内容が適

事

正であるかどうかの審

業

査、及び事後の現場確

２

認を実施し、不必要
今

評

以上に事業の成果を向

価

上
な給付があるか否か

　

の把握をする必要があ

Ｃ

る。
させる方法を記入

Ｈ

して下さ

い。 内　容
※

Ｅ

(3)の成果指標を向

Ｃ

上させる

　ことはでき

Ｋ

ますか？

第７期計画の

目

事業費見込みに対し、

的

実績が上回っている。

妥

目的達成状況 内　容

□

当

民間への一部委託 □民

性

間への全部委託
市関与

こ

の必要性 □指定管理 □

の

補助金・負担金助成 ■

事

市の直営
内　容

　（実

業

施手法） 本事業に精通

の

した内部職員が実施す

必

ることがふさわしいと

要

考えられるため。

効
率

性

性

介護保険法上の定め

は

があり、統合・廃止す

薄

ることはできない。
事

れ

務事業の統廃合により

て

、

事業の効率化を図り

得

、成果
内　容

を向上さ

ら

せる方法を記入し

て下

れ

さい。

給付の適正化を

て

図ることで、削減は可

い

能である。
現状より事

る

業費・人件費を

削減す

い

る方法を記入して下

さ

ま

い。（仕様の変更、外

せ

部 内　容
委託、従事時

ん

間の削減等は

できない

か

か？)

公
平
性

介護保険

。

法で定められた自己負

十

担割合を負担して
■ あ

分

る ■ 現状で適正
受益者

な

負担はありますか？ い

成

る。
また、受益者負担

果

割合は適 □ ない □ 検討

が

が必要 内　容
正ですか

理

？
□ 受益者がいない

３

　

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

由

Ｏ
Ｎ

給付が適正に行わ

得

れているかを確認 給付

ら

の適正化を図るため、

れ

受理した
事業実施上の

て

課題、住 する必要があ

い

る。 申請の適正な審査

ま

、事後の現場確認
民・

す

議会等からの意見 意　

か

見 対応策 等を実施する

？

。
と対応策

対象者から

得

の申請を受けて、市で

ら

審 継続して実施するた

れ

め、前年度と同
R3年

て

度の事業計画は前 変　

い

更
査のうえ事前決定を

な

通知し、施工完 様・同

い

規模で実施。
年度から

事

変更・追加は 前年度 ・

業

了後にその額を交付し

進

た。
あるか 追　加

今後

展

の事業・コスト・成果

等

の方向性 今後の事業の

に

方向性、改革・改善案

よ

※今年度からの具体的

る

な事業の進め方、手段

環

の見直し等、各方向性

境

の内容

　　　　　　　

変

　　□　拡大 ３年ごと

化

に策定される介護保険

あ

事業計画において、サ

る

　　　　　　　　　□

に

　改善 ービスの利用状

伴

況を分析し、必要な見

い

直しを図ってい
　　　

、

　　　　　　■　現状

対

維持 く。
　　　　　　

象

　　　□　縮小
　　　

を

　　　　　　□　統合

見

　　　　　　　　　□

直

　完了
　　　　　　　

す

　　□　廃止・休止
コ

（

ストの方向性
　　　　

拡

　　　　　→　維持
成

そ

果の方向性
　　　　　

の

　　　　→　維持

2

理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 525 居宅介護住宅改修事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

要介護者が住みやすい住環境を整えるために実施する住宅改
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

修に対する事業であり、利用者及びその家族の負担を軽減す
いませんか。十分な成果が 理　由

るために、本事業は必要である。
得られていますか？ □ 得

様

られていない

高齢者人

式

口は増加しており対象

1

者は増加傾向にあるが

-

、介護保険法上
事業進

2

展等による環境変化
□

事

ある の定められている

務

サービスであるため、



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 526 介護予防サービス給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成18年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第53条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

要支援者が、指定介護予防サービス事業者の行う介護 介護予防サービスのメニューのうち
予防サービスをうけたときは、その費用の９割、８割 訪問系サービス（訪問看護、リハ）
又は７割を給付する。 通所系サービス（通所リハ）
 短期入所系サービス（生活、療養）
SDGsの取り組み：３ 特定施設入居サービス（有料老人ホーム）

福祉用具貸与　など

自宅に暮らす要支援認定者が、介護保険法に定められた指定介護予防サービスのう
R2年度に実施した具体的な ち、自分で選択したサービスを指定介護予防サービス事業者から提供を受けたとき
事業

令

の方法、手順、指標に

和

対す に、被保険者の所

 

得に応じて９割、８割

3

又は７割を給付した。

年

る成果等

事務事業を取

度

り巻く状況は過去と比

（

べ変化しているか (1

2

)活動指標（事務事業

年

の活動量を表す指標）

度

介護保険制度に改正が

実

ないため、継続して実

施

施 名称 単位
① 要介護等

分

認定者（各年4月1日

）

） 人
変 化

②
内 容

対

事

象(この事業の対象、

務

範囲となる人、物) (

事

2)対象指標（対象の

業

大きさを表す指標）

介

目

護サービス利用者 名称

的

単位
① 介護（介護予防

評

）サービスの受給者数

価

人
②

目的(この事業に

表

よって上記対象をどの

様

ような状態にしたいの

式

か) (3)成果指標（

1

目的の達成度を示す指

-

標）

居宅で介護予防サ

1

ービスを利用する人が

記

必要な介護サービスを

入

受 名称 単位
けられる ①

日

居宅介護予防サービス

令

受給者数（一月） 人
②

和

結果(上位基本事業の

0

意図) (4)結果の成

3

果指標（上位基本事業

年

の成果指標）

公平な負

1

担のもと安心して必要

2

な介護サービスを利用

月

してもらう 名称 単位
①

0

一月当たりの受給者数

8

人
②

事務事業の各種指

日

標の実績と見込及び目

１

標

H31年度 R2年度

事

R2年度 R3年度 R4

務

年度 R5年度 R6年度

事

指標 ＼ 年度 単位
実

業

績値 計画値 実績値 計画

の

値 目標値 目標値 目標値

現

(1)の ① 人 1,42

状

8 1,511 1,52

　

2 1,628 1,74

Ｐ

4 1,871 2,01

Ｌ

0
活動指標 ②
(2)の

Ａ

① 人 1,144 1,1

Ｎ

97 1,176 1,3

及

37 1,436 1,5

び

40 1,655
対象指

Ｄ

標 ②
(3)の ① 人 22

Ｏ

8 220 247 264

事

273 282 293
成

務

果指標 ②
(4)の結果

事

の ① 人 1,144 1,

業

197 1,176 1,

名

337 1,436 1,

N

540 1,655
成果

o

指標 ②
予算費目 会計 0

.

6 介護保険特別会計

5

（保険事業勘定） 款 0

2

2 項 02 目 01

コスト

6

年度 H31年度 R2年

介

度 R2年度 R3年度 R

護

4年度 R5年度 R6年

予

度
実績値 計画値 実績値

防

計画値 目標値 目標値 目

サ

標値
事業費(決算又は

ー

予算額)Ａ 単位 40,

ビ

805 43,592 4

ス

8,453 49,34

給

7 52,470 54,

付

307 56,263

財

事

源
内
訳

 国庫支出金 千

業

円 8,102 8,58

政

5 9,629 9,80

策

2 10,426 10,

こ

791 11,179
 

の

県支出金 千円 5,15

事

8 5,581 6,11

務

8 6,234 6,62

事

5 6,858 7,10

業

5
 地方債 千円 0 0 0

施

0 0 0 0
 その他 千円

策

0 11,769 13,

の

082 13,322 1

位

4,166 14,66

置

2 15,190
 一般

基

財源 千円 27,545

本

17,657 19,6

事

24 19,989 21

業

,253 21,996

主

22,789
人件費Ｂ

管

千円 332 348.6

課

438.2 438.2

名

438.2 438.2

課

438.2
正職員従事

長

時間×人数 時間×人 2

名

5× 4 21× 5 33×

こ

4 33× 4 33× 4 3

の

3× 4 33× 4
正職員

事

以外の人件費 千円 0 0

務

0 0 0 0 0
その他の費

事

用Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0

業

0
トータルコストA+

の

B+C 千円 41,13

開

7 43,940.6 4

始

8,891.2 49,

時

785.2 52,90

期

8.2 54,745.

事

2 56,701.2
単

務

位あたりコスト ① 千円

区

/人 36 36.7 41

分

.6 37.2 36.8

法

35.5 34.3
（ﾄ

定

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

受

の対象指標）② 千円/

託

0 0 0 0 0 0 0

1

事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

すことはできない。
に

業

伴い、対象を見直す（

名

拡
その理由

大・縮小）

N

必要はありませ
■ ない

o

んか？

介護が必要な高

.

齢者に対し必要なサー

5

ビスを提供するための

2

事業であ
事業進展等に

6

よる環境変化 □ ある
り

介

、市独自で目的を見直

護

すことができない。
に

予

伴い、目的を見直す（

防

目
その理由

的の追加・

サ

拡充又は絞込）

必要は

ー

ありませんか？ ■ ない

ビ

有
効
性

各対象者の給付

ス

の状況からそれぞれの

給

サービス利用が適正で

付

あるかの確認をし
今以

事

上に事業の成果を向上

業

、不必要な給付がある

２

か否かの把握をする必

評

要がある。また、要介

価

護認定を適
させる方法

　

を記入して下さ
正化し

Ｃ

、各利用者の状態に応

Ｈ

じた介護認定を実施す

Ｅ

る必要がある。
い。 内

Ｃ

　容
※(3)の成果指

Ｋ

標を向上させる

　こと

目

はできますか？

第７期

的

計画の事業費見込みに

妥

対し、業績が上回って

当

いる。
目的達成状況 内

性

　容

□民間への一部委

こ

託 □民間への全部委託

の

市関与の必要性 □指定

事

管理 □補助金・負担金

業

助成 ■市の直営
内　容

の

　（実施手法） 本事業

必

に精通した内部職員が

要

実施することがふさわ

性

しいと考えられるため

は

。

効
率
性

介護保険法上

薄

の定めがあり、統合・

れ

廃止することはできな

て

い。
事務事業の統廃合

得

により、

事業の効率化

ら

を図り、成果
内　容

を

れ

向上させる方法を記入

て

し

て下さい。

給付の適

い

正化を図ることで削減

る

は可能である。
現状よ

い

り事業費・人件費を

削

ま

減する方法を記入して

せ

下

さい。（仕様の変更

ん

、外部 内　容
委託、従

か

事時間の削減等は

でき

。

ないか？)

公
平
性

介護

十

保険法で定められた自

分

己負担割合を負担して

な

■ ある ■ 現状で適正
受

成

益者負担はありますか

果

？ いる。
また、受益者

が

負担割合は適 □ ない □

理

検討が必要 内　容
正で

　

すか？
□ 受益者がいな

由

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

得

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

要支援者の増

ら

加に伴い、給付費は増

れ

要支援者の状態に合わ

て

せて必要な介
事業実施

い

上の課題、住 加傾向に

ま

ある。 護予防サービス

す

ができるように、供
民

か

・議会等からの意見 意

？

　見 対応策 給体制を整

得

備する。
と対応策

要支

ら

援者が利用したサービ

れ

ス費用に 継続して実施

て

するため、前年度と同

い

R3年度の事業計画は

な

前 変　更
ついて、国保

い

連合会からの請求を受

事

様・同規模で実施。
年

業

度から変更・追加は 前

進

年度 ・
け、適正に支払

展

事務を行う。
あるか 追

等

　加

今後の事業・コス

に

ト・成果の方向性 今後

よ

の事業の方向性、改革

る

・改善案
※今年度から

環

の具体的な事業の進め

境

方、手段の見直し等、

変

各方向性の内容

　　　

化

　　　　　　□　拡大

あ

３年ごとに策定される

る

介護保険事業計画にお

に

いて、サ
　　　　　　

伴

　　　□　改善 ービス

い

の利用状況を分析し、

、

必要な見直しを図って

対

い
　　　　　　　　　

象

■　現状維持 く。
　　

を

　　　　　　　□　縮

見

小 また、介護給付の適

直

性化が図られるよう、

す

随時必要な
　　　　　

（

　　　　□　統合 チェ

拡

ックを実施していく。

そ

　　　　　　　　　□

の

　完了
　　　　　　　

理

　　□　廃止・休止
コ

由

ストの方向性
　　　　

大

　　　　　→　維持
成

・

果の方向性
　　　　　

縮

　　　　→　維持

2

小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 526 介護予防サービス給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が必
いませんか。十分な成果が 理　由

要不可欠である。
得られていますか？ □ 得られて

様

いない

高齢者人口は増

式

加しており対象者は増

1

加傾向にあるが、介護

-

保険法上
事業進展等に

2

よる環境変化
□ ある で

事

定められているため、

務

市独自で対象者を見直



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 527 地域密着型介護予防サービス給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成18年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第54条の２

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

要支援者が、指定地域密着型介護予防サービス事業者 介護予防サービスのメニューのうち
から指定地域密着型介護予防サービス（介護予防小規 介護予防小規模多機能型居宅介護
模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活 介護予防認知症対応型共同生活介護
介護、介護予防認知症対応型通所介護）を受けたとき 介護予防認知症対応型通所介護
は、その費用の９割、８割、又は７割を給付する。
 
SDGsの取り組み：３

要支援認定者が、介護保険法で定められた地域密着型介護予防サービスのうち、自
R2年度に実施

令

した具体的な 分で選択

和

したサービスを、指定

 

地域密着型介護予防サ

3

ービス事業者から提供

年

を受け
事業の方法、手

度

順、指標に対す たとき

（

に、被保険者の所得に

2

応じて９割、８割又は

年

７割を給付した。
る成

度

果等

事務事業を取り巻

実

く状況は過去と比べ変

施

化しているか (1)活

分

動指標（事務事業の活

）

動量を表す指標）

介護

事

保険制度に改正がない

務

ため、継続して実施 名

事

称 単位
① 要介護等認定

業

者数（各年4月1日）

目

人
変 化

②
内 容

対象

的

(この事業の対象、範

評

囲となる人、物) (2

価

)対象指標（対象の大

表

きさを表す指標）

介護

様

サービス利用者 名称 単

式

位
① 介護（介護予防）

1

サービスの受給者数 人

-

②
目的(この事業によ

1

って上記対象をどのよ

記

うな状態にしたいのか

入

) (3)成果指標（目

日

的の達成度を示す指標

令

）

地域密着型サービス

和

を利用する人が必要な

0

サービスを受けられる

3

名称 単位
① 地域密着型

年

介護予防サービス受給

1

者数 人
②

結果(上位基

2

本事業の意図) (4)

月

結果の成果指標（上位

0

基本事業の成果指標）

8

公平な負担のもと安心

日

して必要な介護サービ

１

スを利用してもらう 名

事

称 単位
① 一月当たりの

務

受給者数 人
②

事務事業

事

の各種指標の実績と見

業

込及び目標

H31年度

の

R2年度 R2年度 R3

現

年度 R4年度 R5年度

状

R6年度
指標 ＼ 年

　

度 単位
実績値 計画値 実

Ｐ

績値 計画値 目標値 目標

Ｌ

値 目標値
(1)の ① 人

Ａ

1,428 1,511

Ｎ

1,522 1,628

及

1,744 1,871

び

2,010
活動指標 ②

Ｄ

(2)の ① 人 1,14

Ｏ

4 1,197 1,17

事

6 1,337 1,43

務

6 1,540 1,65

事

5
対象指標 ②
(3)の

業

① 人 1 1 0 1 1 1 1
成

名

果指標 ②
(4)の結果

N

の ① 人 1,144 1,

o

197 1,176 1,

.

337 1,436 1,

5

540 1,655
成果

2

指標 ②
予算費目 会計 0

7

6 介護保険特別会計

地

（保険事業勘定） 款 0

域

2 項 02 目 01

コスト

密

年度 H31年度 R2年

着

度 R2年度 R3年度 R

型

4年度 R5年度 R6年

介

度
実績値 計画値 実績値

護

計画値 目標値 目標値 目

予

標値
事業費(決算又は

防

予算額)Ａ 単位 90 1

サ

,800 97 1,79

ー

5 1,912 1,97

ビ

9 2,051

財
源
内
訳

ス

 国庫支出金 千円 17

給

360 19 359 38

付

2 395 410
 県支

事

出金 千円 12 225 1

業

2 224 239 247

政

256
 地方債 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
 その他

こ

千円 24 486 26 4

の

84 516 534 55

事

3
 一般財源 千円 37

務

729 40 728 77

事

5 803 832
人件費

業

Ｂ 千円 332 348.

施

6 438.2 438.

策

2 438.2 438.

の

2 438.2
正職員従

位

事時間×人数 時間×人

置

25× 4 21× 5 33

基

× 4 33× 4 33× 4

本

33× 4 33× 4
正職

事

員以外の人件費 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
その他の

主

費用Ｃ 千円 0 0 0 0 0

管

0 0
トータルコストA

課

+B+C 千円 422 2

名

,148.6 535.

課

2 2,233.2 2,

長

350.2 2,417

名

.2 2,489.2
単

こ

位あたりコスト ① 千円

の

/人 0.4 1.8 0.

事

5 1.7 1.6 1.6

務

1.5
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

事

ﾄ/(2)の対象指標

業

）② 千円/ 0 0 0 0 0

の

0 0

1

開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

市独自で対象者を見直

業

すことはできない。
に

名

伴い、対象を見直す（

N

拡
その理由

大・縮小）

o

必要はありませ
■ ない

.

んか？

介護が必要な高

5

齢者に対し必要なサー

2

ビスを提供するための

7

事業であ
事業進展等に

地

よる環境変化 □ ある
り

域

、市独自で目的を見直

密

すことができない。
に

着

伴い、目的を見直す（

型

目
その理由

的の追加・

介

拡充又は絞込）

必要は

護

ありませんか？ ■ ない

予

有
効
性

各対象者の給付

防

の状況からそれぞれの

サ

サービス利用が適正で

ー

あるかの確認をし
今以

ビ

上に事業の成果を向上

ス

、不必要な給付がある

給

か否かの把握をする必

付

要がある。また、要介

事

護認定を適
させる方法

業

を記入して下さ
正化し

２

、各利用者の状態に応

評

じた介護認定を実施す

価

る必要がある。
い。 内

　

　容
※(3)の成果指

Ｃ

標を向上させる

　こと

Ｈ

はできますか？

第７期

Ｅ

計画の事業費見込に対

Ｃ

し、実績は下回ってい

Ｋ

る。
目的達成状況 内　

目

容

□民間への一部委託

的

□民間への全部委託
市

妥

関与の必要性 □指定管

当

理 □補助金・負担金助

性

成 ■市の直営
内　容

　

こ

（実施手法） 本事業に

の

精通した内部職員が実

事

施することがふさわし

業

いと考えられるため

効

の

率
性

介護保険法上の定

必

めがあり、統合・廃止

要

することはできない。

性

事務事業の統廃合によ

は

り、

事業の効率化を図

薄

り、成果
内　容

を向上

れ

させる方法を記入し

て

て

下さい。

給付適正化を

得

実施することで、一定

ら

程度の給付の削減は可

れ

能である。
現状より事

て

業費・人件費を

削減す

い

る方法を記入して下

さ

る

い。（仕様の変更、外

い

部 内　容
委託、従事時

ま

間の削減等は

できない

せ

か？)

公
平
性

介護保険

ん

法で定められた自己負

か

担割合を負担して
■ あ

。

る ■ 現状で適正
受益者

十

負担はありますか？ い

分

る。
また、受益者負担

な

割合は適 □ ない □ 検討

成

が必要 内　容
正ですか

果

？
□ 受益者がいない

３

が

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

理

Ｏ
Ｎ

要支援者の増加に

　

伴い、給付費は増 要支

由

援者の状態にあわせて

得

、必要な
事業実施上の

ら

課題、住 加傾向にある

れ

。 地域密着型のサービ

て

スが提供できる
民・議

い

会等からの意見 意　見

ま

対応策 ようにサービス

す

供給体勢を整備する
と

か

対応策 。

要支援者が利

？

用したサービス費用に

得

継続して実施するため

ら

、前年度と同
R3年度

れ

の事業計画は前 変　更

て

ついて、国保連合会か

い

らの請求を受 様・同規

な

模で実施。
年度から変

い

更・追加は 前年度 ・
け

事

、適正に支払事務を行

業

う。
あるか 追　加

今後

進

の事業・コスト・成果

展

の方向性 今後の事業の

等

方向性、改革・改善案

に

※今年度からの具体的

よ

な事業の進め方、手段

る

の見直し等、各方向性

環

の内容

　　　　　　　

境

　　□　拡大 ３年ごと

変

に策定される介護保険

化

事業計画において、サ

あ

　　　　　　　　　□

る

　改善 ービスの利用状

に

況を分析し、必要な見

伴

直しを図ってい
　　　

い

　　　　　　■　現状

、

維持 く。
　　　　　　

対

　　　□　縮小
　　　

象

　　　　　　□　統合

を

　　　　　　　　　□

見

　完了
　　　　　　　

直

　　□　廃止・休止
コ

す

ストの方向性
　　　　

（

　　　　　→　維持
成

拡

果の方向性
　　　　　

そ

　　　　→　維持

2

の理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 527 地域密着型介護予防サービス給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が必
いませんか。十分な成果が 理　由

要不可欠である。
得られて

様

いますか？ □ 得られて

式

いない

高齢者人口は増

1

加しており対象者は増

-

加傾向にあるが、介護

2

保険法上
事業進展等に

事

よる環境変化
□ ある で

務

定められているため、



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 528 介護予防福祉用具購入事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成18年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第56条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

在宅の要支援者が、指定特定介護予防福祉用具販売事 介護予防サービスのうち、特定福祉用具(入浴、排せ
業所から居宅で生活するのに必要な福祉用具の購入し つ等の用に供する福祉用具)を購入した場合に給付す
たときは、介護予防福祉用具購入費が支給限度基準額 る。
の９割を上限として、償還払いで支給される。
 
SDGsの取り組み：３

①申請　②審査　③実施　④支給額を交付
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す

令

指標）

介護保険制度に

和

改正がないため、継続

 

して実施 名称 単位
① 要

3

介護等認定者数（各年

年

4月1日） 人
変 化

②

度

内 容

対象(この事業

（

の対象、範囲となる人

2

、物) (2)対象指標

年

（対象の大きさを表す

度

指標）

要支援認定者 名

実

称 単位
① 要支援認定者

施

数 人
②

目的(この事業

分

によって上記対象をど

）

のような状態にしたい

事

のか) (3)成果指標

務

（目的の達成度を示す

事

指標）

居宅で介護サー

業

ビスを利用する人が必

目

要なサービスを受けら

的

れる 名称 単位
① 介護予

評

防福祉用具購入費受給

価

者数 人
②

結果(上位基

表

本事業の意図) (4)

様

結果の成果指標（上位

式

基本事業の成果指標）

1

公平な負担のもと安心

-

して必要な介護サービ

1

スを利用してもらう 名

記

称 単位
① 一月あたりの

入

受給者数 人
②

事務事業

日

の各種指標の実績と見

令

込及び目標

H31年度

和

R2年度 R2年度 R3

0

年度 R4年度 R5年度

3

R6年度
指標 ＼ 年

年

度 単位
実績値 計画値 実

1

績値 計画値 目標値 目標

2

値 目標値
(1)の ① 人

月

1,428 1,511

0

1,522 1,628

8

1,744 1,871

日

2,010
活動指標 ②

１

(2)の ① 人 425 4

事

29 479 495 51

務

2 530 549
対象指

事

標 ②
(3)の ① 人 50

業

51 57 59 61 63

の

65
成果指標 ②

(4)

現

の結果の ① 人 1,14

状

4 1,197 1,17

　

6 1,337 1,43

Ｐ

6 1,540 1,65

Ｌ

5
成果指標 ②

予算費目

Ａ

会計 06 介護保険特

Ｎ

別会計（保険事業勘定

及

） 款 02 項 02 目 01

び

コスト 年度 H31年度

Ｄ

R2年度 R2年度 R3

Ｏ

年度 R4年度 R5年度

事

R6年度
実績値 計画値

務

実績値 計画値 目標値 目

事

標値 目標値
事業費(決

業

算又は予算額)Ａ 単位

名

1,128 1,241

N

1,592 1,268

o

1,313 1,359

.

1,408

財
源
内
訳

 

5

国庫支出金 千円 225

2

248 318 253 2

8

62 271 281
 県

介

支出金 千円 140 15

護

5 199 158 164

予

169 176
 地方債

防

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

福

その他 千円 304 33

祉

5 429 342 354

用

366 380
 一般財

具

源 千円 459 503 6

購

46 515 533 55

入

3 571
人件費Ｂ 千円

事

318.7 332 42

業

5 425 425 425

政

425
正職員従事時間

策

×人数 時間×人 32×

こ

3 50× 2 32× 4 3

の

2× 4 32× 4 32×

事

4 32× 4
正職員以外

務

の人件費 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
その他の費用Ｃ

業

千円 41 0 0 0 0 0 0

施

トータルコストA+B

策

+C 千円 1,487.

の

7 1,573 2,01

位

7 1,693 1,73

置

8 1,784 1,83

基

3
単位あたりコスト ①

本

千円/人 3.5 3.7

事

4.2 3.4 3.4 3

業

.4 3.3
（ﾄｰﾀﾙ

主

ｺｽﾄ/(2)の対象

管

指標）② 千円/ 0 0 0

課

0 0 0 0

1

名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

直すことはできない。

業

に伴い、対象を見直す

名

（拡
その理由

大・縮小

N

）必要はありませ
■ な

o

い
んか？

介護が必要な

.

高齢者に対し必要なサ

5

ービスを提供するため

2

の事業であ
事業進展等

8

による環境変化 □ ある

介

り、市独自で目的を見

護

直すことができない。

予

に伴い、目的を見直す

防

（目
その理由

的の追加

福

・拡充又は絞込）

必要

祉

はありませんか？ ■ な

用

い

有
効
性

各対象者の給

具

付の状況からそれぞれ

購

のサービス利用が適正

入

であるかの確認をし
今

事

以上に事業の成果を向

業

上
、不必要な給付があ

２

るか否かの把握をする

評

必要がある。また、要

価

介護認定を適
させる方

　

法を記入して下さ
正化

Ｃ

し、各利用者の状態に

Ｈ

応じた介護認定を実施

Ｅ

する必要がある。
い。

Ｃ

内　容
※(3)の成果

Ｋ

指標を向上させる

　こ

目

とはできますか？

第７

的

期計画の事業費見込み

妥

に対し、業績は上回っ

当

ている。
目的達成状況

性

内　容  

□民間への一

こ

部委託 □民間への全部

の

委託
市関与の必要性 □

事

指定管理 □補助金・負

業

担金助成 ■市の直営
内

の

　容
　（実施手法） 本

必

事業に精通した内部職

要

員が実施することがふ

性

さわしいと考えられる

は

ため

効
率
性

介護保険法

薄

上の定めがあり、統合

れ

・廃止することはでき

て

ない。
事務事業の統廃

得

合により、

事業の効率

ら

化を図り、成果
内　容

れ

を向上させる方法を記

て

入し

て下さい。

給付適

い

正化を実施することで

る

、一定程度の給付の削

い

減は可能である。
現状

ま

より事業費・人件費を

せ

削減する方法を記入し

ん

て下

さい。（仕様の変

か

更、外部 内　容
委託、

。

従事時間の削減等は

で

十

きないか？)

公
平
性

介

分

護保険法で定められた

な

自己負担割合を負担し

成

て
■ ある ■ 現状で適正

果

受益者負担はあります

が

か？ いる。
また、受益

理

者負担割合は適 □ ない

　

□ 検討が必要 内　容
正

由

ですか？
□ 受益者がい

得

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ら

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

要支援者の

れ

増加に伴い、給付が適

て

正 給付の適正化を図る

い

ため、受理した
事業実

ま

施上の課題、住 に行わ

す

れているかを確認する

か

必要が 申請の適正な審

？

査、事後確認等を実
民

得

・議会等からの意見 意

ら

　見 ある。 対応策 施す

れ

る。
と対応策

要支援者

て

が利用したサービス利

い

用に 継続して実施する

な

ため、前年度と同
R3

い

年度の事業計画は前 変

事

　更
ついて、国保連合

業

会からの請求を受 様・

進

同規模で実施。
年度か

展

ら変更・追加は 前年度

等

・
け、適正に支払事務

に

を行う。
あるか 追　加

よ

今後の事業・コスト・

る

成果の方向性 今後の事

環

業の方向性、改革・改

境

善案
※今年度からの具

変

体的な事業の進め方、

化

手段の見直し等、各方

あ

向性の内容

　　　　　

る

　　　　□　拡大 ３年

に

ごとに策定される介護

伴

保険事業計画において

い

、サ
　　　　　　　　

、

　□　改善 ービスの利

対

用状況を分析し、必要

象

な見直しを図ってい
　

を

　　　　　　　　■　

見

現状維持 く。
　　　　

直

　　　　　□　縮小
　

す

　　　　　　　　□　

（

統合
　　　　　　　　

拡

　□　完了
　　　　　

そ

　　　　□　廃止・休

の

止
コストの方向性
　　

理

　　　　　　　→　維

由

持
成果の方向性
　　　

大

　　　　　　→　維持

・

2

縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 528 介護予防福祉用具購入事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が必
いませんか。十分な成果が 理　由

要不可欠である。
得られていますか？ □ 得られて

様

いない
 

高齢者人口は

式

増加しており対象者は

1

増加傾向にあるが、介

-

護保険法上
事業進展等

2

による環境変化
□ ある

事

で定められているため

務

、市独自で対象者を見



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 529 介護予防サービス計画給付事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第58条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

指定介護予防支援事業所から介護予防支援（介護予防 令和２年度（４～３月審査分）
サービス計画の作成、介護予防サービス事業所との利 介護予防サービス計画給付 件数　2,871件
用調整等）を受けたときに給付する。
 
SDGsの取り組み：３

指定介護予防支援事業所から介護予防支援（介護予防サービス計画の作成、介護予
R2年度に実施した具体的な 防サービス事業所との利用額調整等）を受けたときにその費用の10割を給付する。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (

令

1)活動指標（事務事

和

業の活動量を表す指標

 

）

介護保険制度に改正

3

がないため、継続して

年

実施 名称 単位
① 要介護

度

等認定者数 人
変 化

②

（

内 容

対象(この事業

2

の対象、範囲となる人

年

、物) (2)対象指標

度

（対象の大きさを表す

実

指標）

介護サービス利

施

用者 名称 単位
① 介護（

分

介護予防）サービスの

）

受給者数 人
②

目的(こ

事

の事業によって上記対

務

象をどのような状態に

事

したいのか) (3)成

業

果指標（目的の達成度

目

を示す指標）

居宅で介

的

護サービスを利用する

評

人が必要なサービスを

価

受けられる 名称 単位
①

表

居宅介護予防サービス

様

受給者数（一月） 人
②

式

結果(上位基本事業の

1

意図) (4)結果の成

-

果指標（上位基本事業

1

の成果指標）

公平な負

記

担のもと安心して必要

入

な介護サービスを利用

日

してもらう 名称 単位
 

令

① 一月あたりの受給者

和

数 人
②

事務事業の各種

0

指標の実績と見込及び

3

目標

H31年度 R2年

年

度 R2年度 R3年度 R

1

4年度 R5年度 R6年

2

度
指標 ＼ 年度 単位

月

実績値 計画値 実績値 計

0

画値 目標値 目標値 目標

8

値
(1)の ① 人 1,4

日

28 1,511 1,5

１

22 1,628 1,7

事

44 1,871 2,0

務

10
活動指標 ②
(2)

事

の ① 人 1,144 1,

業

197 1,176 1,

の

337 1,436 1,

現

540 1,655
対象

状

指標 ②
(3)の ① 人 2

　

28 220 247 26

Ｐ

4 273 282 293

Ｌ

成果指標 ②
(4)の結

Ａ

果の ① 人 1,144 1

Ｎ

,197 1,176 1

及

,337 1,436 1

び

,540 1,655
成

Ｄ

果指標 ②
予算費目 会計

Ｏ

06 介護保険特別会

事

計（保険事業勘定） 款

務

02 項 02 目 01

コス

事

ト 年度 H31年度 R2

業

年度 R2年度 R3年度

名

R4年度 R5年度 R6

N

年度
実績値 計画値 実績

o

値 計画値 目標値 目標値

.

目標値
事業費(決算又

5

は予算額)Ａ 単位 11

2

,589 11,770

9

13,155 13,3

介

99 14,337 14

護

,839 15,374

予

財
源
内
訳

 国庫支出金

防

千円 2,317 2,3

サ

54 2,630 2,6

ー

79 2,867 2,9

ビ

67 3,074
 県支

ス

出金 千円 1,448 1

計

,471 1,644 1

画

,674 1,792 1

給

,854 1,921
 

付

地方債 千円 0 0 0 0 0

事

0 0
 その他 千円 3,

業

129 3,177 3,

政

551 3,617 3,

策

870 4,006 4,

こ

150
 一般財源 千円

の

4,695 4,768

事

5,330 5,429

務

5,808 6,012

事

6,229
人件費Ｂ 千

業

円 305.4 348.

施

6 411.7 411.

策

7 411.7 411.

の

7 411.7
正職員従

位

事時間×人数 時間×人

置

23× 4 21× 5 31

基

× 4 31× 4 31× 4

本

31× 4 31× 4
正職

事

員以外の人件費 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
その他の

主

費用Ｃ 千円 0 0 0 0 0

管

0 0
トータルコストA

課

+B+C 千円 11,8

名

94.4 12,118

課

.6 13,566.7

長

13,810.7 14

名

,748.7 15,2

こ

50.7 15,785

の

.7
単位あたりコスト

事

① 千円/人 10.4 1

務

0.1 11.5 10.

事

3 10.3 9.9 9.

業

5
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

の

(2)の対象指標）②

開

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

始

1

時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

者を見直すことはでき

業

ない。
に伴い、対象を

名

見直す（拡
その理由

大

N

・縮小）必要はありま

o

せ
■ ない

んか？

介護が

.

必要な高齢者に対し必

5

要なサービスを提供す

2

るための事業であ
事業

9

進展等による環境変化

介

□ ある
り、市独自で目

護

的を見直すことができ

予

ない。
に伴い、目的を

防

見直す（目
その理由

的

サ

の追加・拡充又は絞込

ー

）

必要はありませんか

ビ

？ ■ ない

有
効
性

各対象

ス

者の給付の状況からそ

計

れぞれのサービス利用

画

が適正であるかの確認

給

をし
今以上に事業の成

付

果を向上
、不必要な給

事

付があるか否かの把握

業

をする必要がある。ま

２

た、要介護認定を適
さ

評

せる方法を記入して下

価

さ
正化し、各利用者の

　

状態に応じた介護認定

Ｃ

を実施する必要がある

Ｈ

。
い。 内　容
※(3)

Ｅ

の成果指標を向上させ

Ｃ

る

　ことはできますか

Ｋ

？

第７期計画の事業費

目

見込みに対し、業績は

的

下回っている。
目的達

妥

成状況 内　容

□民間へ

当

の一部委託 □民間への

性

全部委託
市関与の必要

こ

性 □指定管理 □補助金

の

・負担金助成 ■市の直

事

営
内　容

　（実施手法

業

） 本事業に精通した内

の

部職員が実施すること

必

がふさわしいと考えら

要

れるため

効
率
性

介護保

性

険法上の定めがあり、

は

統合・廃止することは

薄

できない。
事務事業の

れ

統廃合により、

事業の

て

効率化を図り、成果
内

得

　容
を向上させる方法

ら

を記入し

て下さい。

給

れ

付適正化を実施するこ

て

とで、一定程度の給付

い

の削減は可能である。

る

現状より事業費・人件

い

費を

削減する方法を記

ま

入して下

さい。（仕様

せ

の変更、外部 内　容
委

ん

託、従事時間の削減等

か

は

できないか？)

公
平

。

性

介護保険法で市が1

十

0割負担することが定

分

められて
□ ある ■ 現状

な

で適正
受益者負担はあ

成

りますか？ いる。
また

果

、受益者負担割合は適

が

■ ない □ 検討が必要 内

理

　容
正ですか？

□ 受益

　

者がいない

３
改
革
改
善

由

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

高齢

得

者の増加に伴い、要支

ら

援者も増 サービス利用

れ

者の利用状況を把握し

て

事業実施上の課題、住

い

加する可能性が高く、

ま

給付費も増加 、給付の

す

適正化を図る。
民・議

か

会等からの意見 意　見

？

する見込みである。 対

得

応策
と対応策

要支援者

ら

が地域包括支援センタ

れ

ーか 継続して実施する

て

ため、前年度と同
R3

い

年度の事業計画は前 変

な

　更
ら居宅介護予防支

い

援を受けたときに 様・

事

同規模で実施。
年度か

業

ら変更・追加は 前年度

進

・
、その費用の10割

展

を負担した。
あるか 追

等

　加

今後の事業・コス

に

ト・成果の方向性 今後

よ

の事業の方向性、改革

る

・改善案
※今年度から

環

の具体的な事業の進め

境

方、手段の見直し等、

変

各方向性の内容

　　　

化

　　　　　　□　拡大

あ

３年ごとに策定される

る

介護保険事業計画にお

に

いて、サ
　　　　　　

伴

　　　□　改善 ービス

い

の利用状況を分析し、

、

必要な見直しを図って

対

い
　　　　　　　　　

象

■　現状維持 く。
　　

を

　　　　　　　□　縮

見

小 また、介護保険サー

直

ビス提供事業者会議等

す

において、
　　　　　

（

　　　　□　統合 情報

拡

提供や研修を実施し、

そ

制度に対する理解を深

の

める
　　　　　　　　

理

　□　完了 。
　　　　

由

　　　　　□　廃止・

大

休止
コストの方向性
　

・

　　　　　　　　→　

縮

維持
成果の方向性
　　

小

　　　　　　　→　維

）

持

2

必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 529 介護予防サービス計画給付事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が必
いませんか。十分な成果が 理　由

要不可欠である。
得られていますか？ □

様

得られていない

高齢者

式

人口は増加しており対

1

象者は増加傾向にある

-

が、介護保険法上
事業

2

進展等による環境変化

事

□ ある で定められてい

務

るため、市独自で対象



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 530 介護予防住宅改修事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成18年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第57条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

在宅の要支援者が、手すりの取付け等の一定の住宅改 介護予防サービスのうち、手すりの取り付けや床段差
修を実際に居住する住宅について行ったときは、支給 の解消などの住宅改修に対して給付を行う。
限度基準額の９割を上限として介護予防住宅改修費が
償還払いで支給される。
 
SDGsの取り組み：３

①申請　②審査　③実施　④給付額の支給
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

介護保険制度に改正がないため、継続

令

して実施 名称 単位
① 要

和

介護等認定者数（各年

 

4月1日） 人
変 化

②

3

内 容

対象(この事業

年

の対象、範囲となる人

度

、物) (2)対象指標

（

（対象の大きさを表す

2

指標）

要支援認定者 名

年

称 単位
① 要支援認定者

度

数 人
②

目的(この事業

実

によって上記対象をど

施

のような状態にしたい

分

のか) (3)成果指標

）

（目的の達成度を示す

事

指標）

介護サービスを

務

利用する人が必要なサ

事

ービスを受けられる 名

業

称 単位
① 介護予防住宅

目

改修費の受給者 人
②

結

的

果(上位基本事業の意

評

図) (4)結果の成果

価

指標（上位基本事業の

表

成果指標）

住みよい住

様

環境で暮らしてもらう

式

名称 単位
① 制度を利用

1

した件数 件
②

事務事業

-

の各種指標の実績と見

1

込及び目標

H31年度

記

R2年度 R2年度 R3

入

年度 R4年度 R5年度

日

R6年度
指標 ＼ 年

令

度 単位
実績値 計画値 実

和

績値 計画値 目標値 目標

0

値 目標値
(1)の ① 人

3

1,428 1,511

年

1,522 1,628

1

1,744 1,871

2

2,010
活動指標 ②

月

(2)の ① 人 425 4

0

29 479 495 51

8

2 530 549
対象指

日

標 ②
(3)の ① 人 52

１

53 67 69 72 74

事

77
成果指標 ②

(4)

務

の結果の ① 件 52 53

事

67 69 72 74 77

業

成果指標 ②
予算費目 会

の

計 06 介護保険特別

現

会計（保険事業勘定）

状

款 02 項 02 目 01

コ

　

スト 年度 H31年度 R

Ｐ

2年度 R2年度 R3年

Ｌ

度 R4年度 R5年度 R

Ａ

6年度
実績値 計画値 実

Ｎ

績値 計画値 目標値 目標

及

値 目標値
事業費(決算

び

又は予算額)Ａ 単位 5

Ｄ

,224 5,820 5

Ｏ

,832 6,774 6

事

,242 6,461 6

務

,694

財
源
内
訳

 国

事

庫支出金 千円 1,04

業

4 1,164 1,16

名

6 1,354 1,24

N

8 1,292 1,33

o

8
 県支出金 千円 65

.

3 727 728 846

5

780 807 836
 

3

地方債 千円 0 0 0 0 0

0

0 0
 その他 千円 1,

介

410 1,571 1,

護

574 1,828 1,

予

685 1,744 1,

防

807
 一般財源 千円

住

2,117 2,358

宅

2,364 2,746

改

2,529 2,618

修

2,713
人件費Ｂ 千

事

円 308.8 332 4

業

11.7 411.7 4

政

11.7 411.7 4

策

11.7
正職員従事時

こ

間×人数 時間×人 31

の

× 3 50× 2 31× 4

事

31× 4 31× 4 31

務

× 4 31× 4
正職員以

事

外の人件費 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
その他の費用

施

Ｃ 千円 41 0 0 0 0 0

策

0
トータルコストA+

の

B+C 千円 5,573

位

.8 6,152 6,2

置

43.7 7,185.

基

7 6,653.7 6,

本

872.7 7,105

事

.7
単位あたりコスト

業

① 千円/人 13.1 1

主

4.3 13 14.5 1

管

3 13 12.9
（ﾄｰ

課

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

名

対象指標）② 千円/ 0

課

0 0 0 0 0 0

1

長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

直すことはできない。

業

に伴い、対象を見直す

名

（拡
その理由

大・縮小

N

）必要はありませ
■ な

o

い
んか？

介護が必要な

.

高齢者に対し必要なサ

5

ービスを提供するため

3

の事業であ
事業進展等

0

による環境変化 □ ある

介

り、市独自で目的を見

護

直すことができない。

予

に伴い、目的を見直す

防

（目
その理由

的の追加

住

・拡充又は絞込）

必要

宅

はありませんか？ ■ な

改

い

有
効
性

各対象者の給

修

付の状況からそれぞれ

事

のサービス利用が適正

業

であるかの確認をし
今

２

以上に事業の成果を向

評

上
、不必要な給付があ

価

るか否かの把握をする

　

必要がある。
させる方

Ｃ

法を記入して下さ

い。

Ｈ

内　容
※(3)の成果

Ｅ

指標を向上させる

　こ

Ｃ

とはできますか？

第７

Ｋ

期計画の事業費見込み

目

に対し、実績は下回っ

的

ている。
目的達成状況

妥

内　容

□民間への一部

当

委託 □民間への全部委

性

託
市関与の必要性 □指

こ

定管理 □補助金・負担

の

金助成 ■市の直営
内　

事

容
　（実施手法） 本事

業

業に精通した内部職員

の

が実施することがふさ

必

わしいと考えられるた

要

め

効
率
性

介護保険法上

性

の定めがあり、統合・

は

廃止することはできな

薄

い。
事務事業の統廃合

れ

により、

事業の効率化

て

を図り、成果
内　容

を

得

向上させる方法を記入

ら

し

て下さい。

給付の適

れ

正化を図ることで、削

て

減は可能である。
現状

い

より事業費・人件費を

る

削減する方法を記入し

い

て下

さい。（仕様の変

ま

更、外部 内　容
委託、

せ

従事時間の削減等は

で

ん

きないか？)

公
平
性

介

か

護保険法で定められた

。

自己負担割合を負担し

十

て
■ ある ■ 現状で適正

分

受益者負担はあります

な

か？ いる。
また、受益

成

者負担割合は適 □ ない

果

□ 検討が必要 内　容
正

が

ですか？
□ 受益者がい

理

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

　

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

要支援者の

由

増加に伴い、給付が適

得

正 給付の適正化を図る

ら

ため、受理した
事業実

れ

施上の課題、住 に行わ

て

れているか確認する必

い

要があ 申請の適正な審

ま

査、事後確認等を実
民

す

・議会等からの意見 意

か

　見 る。 対応策 施する

？

。
と対応策

要支援者の

得

福祉用具購入について

ら

、 継続して実施するた

れ

め、前年度と同
R3年

て

度の事業計画は前 変　

い

更
申請を受けて、市で

な

審査のうえ支給 様・同

い

規模で実施。
年度から

事

変更・追加は 前年度 ・

業

額を決定し、償還払を

進

実施した。
あるか 追　

展

加

今後の事業・コスト

等

・成果の方向性 今後の

に

事業の方向性、改革・

よ

改善案
※今年度からの

る

具体的な事業の進め方

環

、手段の見直し等、各

境

方向性の内容

　　　　

変

　　　　　□　拡大 ３

化

年ごとに策定される介

あ

護保険事業計画におい

る

て、サ
　　　　　　　

に

　　□　改善 ービスの

伴

利用状況を分析し、必

い

要な見直しを図ってい

、

　　　　　　　　　■

対

　現状維持 く。
　　　

象

　　　　　　□　縮小

を

　　　　　　　　　□

見

　統合
　　　　　　　

直

　　□　完了
　　　　

す

　　　　　□　廃止・

（

休止
コストの方向性
　

拡

　　　　　　　　→　

そ

維持
成果の方向性
　　

の

　　　　　　　→　維

理

持

2

由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 530 介護予防住宅改修事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、住宅改修を実施した利用者負担を軽減するために
いませんか。十分な成果が 理　由

本事業は必要不可欠である。
得られていますか？ □ 得られ

様

ていない

高齢者人口は

式

増加しており対象者は

1

増加傾向にあるが、介

-

護保険法上
事業進展等

2

による環境変化
□ ある

事

で定められているため

務

、市独自で対象者を見



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 531 介護（予防）サービス給付審査支払事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成29年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

介護サービス給付にかかる審査支払事務を国保連合会 令和２年度実績
に委託し、居宅介護サービス費、居宅介護サービス計 年間38,046件
画費、施設介護サービス費、介護予防サービス費、介
護予防サービス計画費等の請求に関する審査及び支払
いの管理を行ってもらう。
 
SDGsの取り組み：３

居宅介護支援事業者、サービス事業者により提出された請求に対し、国保連合会に
R2年度に実施した具体的な おいて給付の審査支払の処理をした後、連合会からの請求により支払った。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事

令

務事業を取り巻く状況

和

は過去と比べ変化して

 

いるか (1)活動指標

3

（事務事業の活動量を

年

表す指標）

介護保険制

度

度に改正がないため、

（

継続して実施 名称 単位

2

① 要介護等認定者数 人

年

変 化
②

内 容

対象(

度

この事業の対象、範囲

実

となる人、物) (2)

施

対象指標（対象の大き

分

さを表す指標）

介護サ

）

ービス利用者 名称 単位

事

① 介護（介護予防）サ

務

ービスの利用者数 人
②

事

目的(この事業によっ

業

て上記対象をどのよう

目

な状態にしたいのか)

的

(3)成果指標（目的

評

の達成度を示す指標）

価

介護サービスを利用す

表

る人が必要なサービス

様

給付を受けられる 名称

式

単位
① 介護(介護予防

1

)サービスの受給者数

-

人
②

結果(上位基本事

1

業の意図) (4)結果

記

の成果指標（上位基本

入

事業の成果指標）

公平

日

な費用負担のもと必要

令

な介護サービスを利用

和

してもらう 名称 単位
①

0

一月あたりの受給者数

3

人
②

事務事業の各種指

年

標の実績と見込及び目

1

標

H31年度 R2年度

2

R2年度 R3年度 R4

月

年度 R5年度 R6年度

0

指標 ＼ 年度 単位
実

8

績値 計画値 実績値 計画

日

値 目標値 目標値 目標値

１

(1)の ① 人 1,42

事

8 1,511 1,52

務

2 1,628 1,74

事

4 1,871 2,01

業

0
活動指標 ②
(2)の

の

① 人 1,144 1,1

現

97 1,176 1,3

状

37 1,436 1,5

　

40 1,655
対象指

Ｐ

標 ②
(3)の ① 人 1,

Ｌ

144 1,197 1,

Ａ

176 1,337 1,

Ｎ

436 1,540 1,

及

655
成果指標 ②

(4

び

)の結果の ① 人 1,1

Ｄ

44 1,197 1,1

Ｏ

76 1,337 1,4

事

36 1,540 1,6

務

55
成果指標 ②

予算費

事

目 会計 06 介護保険

業

特別会計（保険事業勘

名

定） 款 02 項 03 目 0

N

1

コスト 年度 H31年

o

度 R2年度 R2年度 R

.

3年度 R4年度 R5年

5

度 R6年度
実績値 計画

3

値 実績値 計画値 目標値

1

目標値 目標値
事業費(

介

決算又は予算額)Ａ 単

護

位 1,212 1,28

（

1 1,319 1,34

予

2 1,438 1,54

防

3 1,658

財
源
内
訳

）

 国庫支出金 千円 23

サ

7 250 258 262

ー

281 302 324
 

ビ

県支出金 千円 156 1

ス

65 169 172 18

給

4 198 213
 地方

付

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

審

 その他 千円 327 3

査

45 356 361 38

支

8 415 447
 一般

払

財源 千円 492 521

事

536 547 585 6

業

28 674
人件費Ｂ 千

政

円 239 282.2 3

策

71.8 371.8 3

こ

71.8 371.8 3

の

71.8
正職員従事時

事

間×人数 時間×人 18

務

× 4 17× 5 28× 4

事

28× 4 28× 4 28

業

× 4 28× 4
正職員以

施

外の人件費 千円 0 0 0

策

0 0 0 0
その他の費用

の

Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0 0

位

トータルコストA+B

置

+C 千円 1,451 1

基

,563.2 1,69

本

0.8 1,713.8

事

1,809.8 1,9

業

14.8 2,029.

主

8
単位あたりコスト ①

管

千円/人 1.3 1.3

課

1.4 1.3 1.3 1

名

.2 1.2
（ﾄｰﾀﾙ

課

ｺｽﾄ/(2)の対象

長

指標）② 千円/ 0 0 0

名

0 0 0 0

1

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

め、市独自で対象者を

業

見直すことはできない

名

。
に伴い、対象を見直

N

す（拡
その理由

大・縮

o

小）必要はありませ
■

.

ない
んか？

介護が必要

5

な高齢者に対し必要な

3

サービスを提供するた

1

めの事業であ
事業進展

介

等による環境変化 □ あ

護

る
り、市独自で目的を

（

見直すことができない

予

。
に伴い、目的を見直

防

す（目
その理由

的の追

）

加・拡充又は絞込）

必

サ

要はありませんか？ ■

ー

ない

有
効
性

各対象者の

ビ

給付の状況からそれぞ

ス

れのサービス利用が適

給

正であるかの確認をし

付

今以上に事業の成果を

審

向上
、不必要な給付が

査

あるか否かの把握をす

支

る必要がある。また、

払

要介護認定を適
させる

事

方法を記入して下さ
正

業

化し、各利用者の状態

２

に応じた介護認定を実

評

施する必要がある。
い

価

。 内　容
※(3)の成

　

果指標を向上させる

　

Ｃ

ことはできますか？

第

Ｈ

７期計画の事業費見込

Ｅ

みに対し、業績が上回

Ｃ

っている。
目的達成状

Ｋ

況 内　容

□民間への一

目

部委託 □民間への全部

的

委託
市関与の必要性 □

妥

指定管理 □補助金・負

当

担金助成 ■市の直営
内

性

　容
　（実施手法） 本

こ

事業に精通した内部職

の

員が実施することがふ

事

さわしいと考えられる

業

ため

効
率
性

介護保険法

の

上の定めがあり、統合

必

・廃止することはでき

要

ない。
事務事業の統廃

性

合により、

事業の効率

は

化を図り、成果
内　容

薄

を向上させる方法を記

れ

入し

て下さい。

給付適

て

正化を実施することで

得

、一定程度の給付の削

ら

減は可能である。
現状

れ

より事業費・人件費を

て

削減する方法を記入し

い

て下

さい。（仕様の変

る

更、外部 内　容
委託、

い

従事時間の削減等は

で

ま

きないか？)

公
平
性

直

せ

接的な受益者はいない

ん

。
□ ある □ 現状で適正

か

受益者負担はあります

。

か？

また、受益者負担

十

割合は適 □ ない □ 検討

分

が必要 内　容
正ですか

な

？
■ 受益者がいない

３

成

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

果

Ｏ
Ｎ

高齢者の増加に伴

が

い要介護・要支援 より

理

緊密に国保連合会との

　

連携をと
事業実施上の

由

課題、住 者が増加し、

得

審査支払件数が増加し

ら

りあう。
民・議会等か

れ

らの意見 意　見 ている

て

。 対応策
と対応策

要介

い

護者・要支援者が利用

ま

したサー 継続して実施

す

するため、前年度と同

か

R3年度の事業計画は

？

前 変　更
ビスの審査支

得

払費用の請求を国保連

ら

様・同規模で実施。
年

れ

度から変更・追加は 前

て

年度 ・
合会から受け、

い

適正に支払事務を行
あ

な

るか 追　加
う。

今後の

い

事業・コスト・成果の

事

方向性 今後の事業の方

業

向性、改革・改善案
※

進

今年度からの具体的な

展

事業の進め方、手段の

等

見直し等、各方向性の

に

内容

　　　　　　　　

よ

　□　拡大 ３年ごとに

る

策定される介護保険事

環

業計画において、サ
　

境

　　　　　　　　□　

変

改善 ービスの利用状況

化

を分析し、必要な見直

あ

しを図ってい
　　　　

る

　　　　　■　現状維

に

持 く。
　　　　　　　

伴

　　□　縮小
　　　　

い

　　　　　□　統合
　

、

　　　　　　　　□　

対

完了
　　　　　　　　

象

　□　廃止・休止
コス

を

トの方向性
　　　　　

見

　　　　→　維持
成果

直

の方向性
　　　　　　

す

　　　→　維持

2

（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 531 介護（予防）サービス給付審査支払事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が必
いませんか。十分な成果が 理　由

要不可欠である。
得ら

様

れていますか？ □ 得ら

式

れていない

高齢者人口

1

は増加しており対象者

-

は増加傾向にあるが、

2

介護保険法上
事業進展

事

等による環境変化
□ あ

務

る で定められているた



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 532 高額介護（予防）サービス事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法51条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

要介護者が支払った負担額が世帯合計で１か月の負担 令和２年度実績
上限額を超えた場合は、高額介護サービス費として、 3,442件　46,132,598円
超えた分を支給する。
 
SDGsの取り組み：３

①申請　②審査　③実施　④支給額を交付
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

令和３年８月より制度改正が行われるため、対象者の基準 名称 単位
の変更がある。 ① 要介護等認定者数（各年4月1日）

令

人
変 化

②
内 容

対象

和

(この事業の対象、範

 

囲となる人、物) (2

3

)対象指標（対象の大

年

きさを表す指標）

介護

度

サービス利用者数 名称

（

単位
① 介護（介護予防

2

）サービスの利用者数

年

人
②

目的(この事業に

度

よって上記対象をどの

実

ような状態にしたいの

施

か) (3)成果指標（

分

目的の達成度を示す指

）

標）

介護サービスを利

事

用する人が必要なサー

務

ビス給付を受けられる

事

名称 単位
① 高額介護サ

業

ービス費の受給者延数

目

人
②

結果(上位基本事

的

業の意図) (4)結果

評

の成果指標（上位基本

価

事業の成果指標）

公平

表

な負担のもと安心して

様

必要なサービスを利用

式

してもらう 名称 単位
①

1

一月あたりの受給者数

-

人
②

事務事業の各種指

1

標の実績と見込及び目

記

標

H31年度 R2年度

入

R2年度 R3年度 R4

日

年度 R5年度 R6年度

令

指標 ＼ 年度 単位
実

和

績値 計画値 実績値 計画

0

値 目標値 目標値 目標値

3

(1)の ① 人 1,42

年

8 1,511 1,52

1

2 1,628 1,74

2

4 1,871 2,01

月

0
活動指標 ②
(2)の

0

① 人 1,144 1,1

8

97 1,176 1,3

日

37 1,436 1,5

１

40 1,655
対象指

事

標 ②
(3)の ① 人 3,

務

268 3,458 3,

事

442 3,889 4,

業

176 4,477 4,

の

812
成果指標 ②

(4

現

)の結果の ① 人 1,1

状

44 1,197 1,1

　

76 1,337 1,4

Ｐ

36 1,540 1,6

Ｌ

55
成果指標 ②

予算費

Ａ

目 会計 06 介護保険

Ｎ

特別会計（保険事業勘

及

定） 款 02 項 04 目 0

び

1

コスト 年度 H31年

Ｄ

度 R2年度 R2年度 R

Ｏ

3年度 R4年度 R5年

事

度 R6年度
実績値 計画

務

値 実績値 計画値 目標値

事

目標値 目標値
事業費(

業

決算又は予算額)Ａ 単

名

位 40,204 41,

N

229 46,133 5

o

3,601 55,88

.

4 59,964 64,

5

402

財
源
内
訳

 国庫

3

支出金 千円 8,040

2

8,245 9,226

高

10,720 11,8

額

11 12,673 12

介

,880
 県支出金 千

護

円 5,025 5,15

（

3 5,766 6,70

予

0 7,382 7,92

防

1 8,050
 地方債

）

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

サ

その他 千円 10,85

ー

5 11,131 12,

ビ

455 14,472 1

ス

5,945 17,10

事

9 17,388
 一般

業

財源 千円 16,284

政

16,700 18,6

策

86 21,709 20

こ

,746 22,261

の

26,084
人件費Ｂ

事

千円 797 896.4

務

912.2 912.2

事

912.2 912.2

業

912.2
正職員従事

施

時間×人数 時間×人 7

策

6× 3 90× 3 65×

の

4 65× 4 65× 4 6

位

5× 4 65× 4
正職員

置

以外の人件費 千円 40

基

0 49 49 49 49 4

本

9
その他の費用Ｃ 千円

事

204 0 0 0 0 0 0
ト

業

ータルコストA+B+

主

C 千円 41,205 4

管

2,125.4 47,

課

045.2 54,51

名

3.2 56,796.

課

2 60,876.2 6

長

5,314.2
単位あ

名

たりコスト ① 千円/人

こ

36 35.2 40 40

の

.8 39.6 39.5

事

39.5
（ﾄｰﾀﾙｺ

務

ｽﾄ/(2)の対象指

事

標）② 千円/ 0 0 0 0

業

0 0 0

1

の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

者を見直すことはでき

業

ない。
に伴い、対象を

名

見直す（拡
その理由

大

N

・縮小）必要はありま

o

せ
■ ない

んか？

介護が

.

必要な高齢者に対し必

5

要なサービスを提供す

3

るための事業であ
事業

2

進展等による環境変化

高

□ ある
り、市独自で目

額

的を見直すことができ

介

ない。
に伴い、目的を

護

見直す（目
その理由  

（

的の追加・拡充又は絞

予

込）
 

必要はありませ

防

んか？ ■ ない

有
効
性

各

）

対象者の給付の状況か

サ

らそれぞれのサービス

ー

利用が適正であるかの

ビ

確認をし
今以上に事業

ス

の成果を向上
、不必要

事

な給付があるか否かの

業

把握をする必要がある

２

。また、要介護認定を

評

適
させる方法を記入し

価

て下さ
正化し、各利用

　

者の状態に応じた介護

Ｃ

認定を実施する必要が

Ｈ

ある。
い。 内　容

 
※

Ｅ

(3)の成果指標を向

Ｃ

上させる

　ことはでき

Ｋ

ますか？

第７期計画の

目

事業費見込みに対し、

的

実績が上回っている。

妥

目的達成状況 内　容

□

当

民間への一部委託 □民

性

間への全部委託
市関与

こ

の必要性 □指定管理 □

の

補助金・負担金助成 ■

事

市の直営
内　容

　（実

業

施手法） 本事業に精通

の

した内部職員が実施す

必

ることがふさわしいと

要

考えられるため

効
率
性

性

介護保険法上の定めが

は

あり、統合・廃止する

薄

ことはできない。
事務

れ

事業の統廃合により、

て

事業の効率化を図り、

得

成果
内　容

を向上させ

ら

る方法を記入し

て下さ

れ

い。

給付適正化を実施

て

し、不必要な給付が行

い

われていないか確認す

る

ることで、一定
現状よ

い

り事業費・人件費を
程

ま

度の削減は可能である

せ

。
削減する方法を記入

ん

して下

さい。（仕様の

か

変更、外部 内　容
委託

。

、従事時間の削減等は

十

できないか？)

公
平
性

分

介護保険法で定められ

な

た自己負担額を負担し

成

てい
■ ある ■ 現状で適

果

正
受益者負担はありま

が

すか？ る。
また、受益

理

者負担割合は適 □ ない

　

□ 検討が必要 内　容
正

由

ですか？
□ 受益者がい

得

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ら

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

3年に一度

れ

事業計画を見直しを行

て

っ 3年ごとに策定され

い

る介護保険事業
事業実

ま

施上の課題、住 ており

す

、法令改正や市内の施

か

設等の 計画において、

？

サービスの利用状況
民

得

・議会等からの意見 意

ら

　見 状況、サービス給

れ

付の増加等により 対応

て

策 を分析し、必要な見

い

直しを図ってい
と対応

な

策 保険料の改正が必要

い

となる。 く。

対象者か

事

らの申請を受けて、国

業

保連 継続して実施する

進

ため、前年度と同
R3

展

年度の事業計画は前 変

等

　更
合会及び市で審査

に

のうえ支給額を決 様・

よ

同規模で実施。
年度か

る

ら変更・追加は 前年度

環

・
定し、その額を交付

境

した。
あるか 追　加

今

変

後の事業・コスト・成

化

果の方向性 今後の事業

あ

の方向性、改革・改善

る

案
※今年度からの具体

に

的な事業の進め方、手

伴

段の見直し等、各方向

い

性の内容

　　　　　　

、

　　　□　拡大 要介護

対

要支援認定者の増加・

象

サービスの利用状況を

を

分
　　　　　　　　　

見

□　改善 析し、必要な

直

見直しを図っていく。

す

　　　　　　　　　■

（

　現状維持 平成30年

拡

度の利用者負担割合の

そ

改正（２割→３割）、

の

　　　　　　　　　□

理

　縮小 令和３年度に地

由

域密着型サービス事業

大

所が開所したた
　　　

・

　　　　　　□　統合

縮

め、一層の増額が見込

小

まれる。
　　　　　　

）

　　　□　完了
　　　

必

　　　　　　□　廃止

要

・休止
コストの方向性

は

　　　　　　　　　→

あ

　維持
成果の方向性
　

り

　　　　　　　　→　

ま

維持

2

せ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 532 高額介護（予防）サービス事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が必
いませんか。十分な成果が 理　由

要不可欠である。
得られていますか？ □

様

得られていない

高齢者

式

人口は増加しており対

1

象者は増加傾向にある

-

が、介護保険法上
事業

2

進展等による環境変化

事

□ ある で定められてい

務

るため、市独自で対象



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 533 特定入所者介護サービス事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成17年10月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第51条の３

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

施設サービスに関する食費及び居住費並びにショート 平成１７年１０月から施設サービスに関する食費、居
ステイに関する食費及び滞在費が自己負担になったこ 住費、日常生活費が利用者負担になったことに伴い、
とに伴い、所得の低い利用者に対し、施設の平均的な 所得の低い要介護者の利用が困難とならないように一
費用と所得段階ごとに設けられた負担限度額との差額 定額以上は保険給付する。
を給付する。
 
SDGsの取り組み：３

①申請　②審査　③認定証を交付　④給付額を給付
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手

令

順、指標に対す
る成果

和

等

事務事業を取り巻く

 

状況は過去と比べ変化

3

しているか (1)活動

年

指標（事務事業の活動

度

量を表す指標）

令和３

（

年８月より、制度改正

2

が行われるため、対象

年

者の基 名称 単位
準の変

度

更がある。 ① 介護（介

実

護予防）サービス受給

施

者数 人
変 化

②
内 容

分

対象(この事業の対象

）

、範囲となる人、物)

事

(2)対象指標（対象

務

の大きさを表す指標）

事

介護サービスの利用者

業

名称 単位
① 特定入所者

目

等介護サービス利用者

的

数 人
②

目的(この事業

評

によって上記対象をど

価

のような状態にしたい

表

のか) (3)成果指標

様

（目的の達成度を示す

式

指標）

介護サービスを

1

利用する人が適正なサ

-

ービスを受けられる 名

1

称 単位
① 特定入所者介

記

護サービス利用者数 人

入

②

結果(上位基本事業

日

の意図) (4)結果の

令

成果指標（上位基本事

和

業の成果指標）

公平な

0

負担のもと安心して必

3

要な介護サービスを利

年

用してもらう 名称 単位

1

① 一月当たりの受給者

2

数 人
②

事務事業の各種

月

指標の実績と見込及び

0

目標

H31年度 R2年

8

度 R2年度 R3年度 R

日

4年度 R5年度 R6年

１

度
指標 ＼ 年度 単位

事

実績値 計画値 実績値 計

務

画値 目標値 目標値 目標

事

値
(1)の ① 人 1,4

業

28 1,511 1,5

の

22 1,628 1,7

現

44 1,871 2,0

状

10
活動指標 ②
(2)

　

の ① 人 1,144 1,

Ｐ

197 1,176 1,

Ｌ

337 1,436 1,

Ａ

540 1,655
対象

Ｎ

指標 ②
(3)の ① 人 1

及

18 125 118 13

び

4 144 154 166

Ｄ

成果指標 ②
(4)の結

Ｏ

果の ① 人 1,144 1

事

,197 1,176 1

務

,337 1,436 1

事

,540 1,655
成

業

果指標 ②
予算費目 会計

名

06 介護保険特別会

N

計（保険事業勘定） 款

o

02 項 05 目 01

コス

.

ト 年度 H31年度 R2

5

年度 R2年度 R3年度

3

R4年度 R5年度 R6

3

年度
実績値 計画値 実績

特

値 計画値 目標値 目標値

定

目標値
事業費(決算又

入

は予算額)Ａ 単位 52

所

,066 54,936

者

51,883 54,8

介

95 59,671 64

護

,923 70,767

サ

財
源
内
訳

 国庫支出金

ー

千円 7,905 8,3

ビ

36 7,896 8,3

ス

59 9,087 9,8

事

86 10,776
 県

業

支出金 千円 9,016

政

9,515 8,965

策

9,480 10,30

こ

5 11,212 12,

の

221
 地方債 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 その他

務

千円 14,057 14

事

,832 14,008

業

14,820 16,1

施

11 17,529 19

策

,106
 一般財源 千

の

円 21,088 22,

位

253 21,014 2

置

2,236 24,16

基

8 26,296 28,

本

664
人件費Ｂ 千円 3

事

05.4 298.8 4

業

11.7 411.7 4

主

11.7 411.7 4

管

11.7
正職員従事時

課

間×人数 時間×人 23

名

× 4 18× 5 31× 4

課

31× 4 31× 4 31

長

× 4 31× 4
正職員以

名

外の人件費 千円 0 0 0

こ

0 0 0 0
その他の費用

の

Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

トータルコストA+B

務

+C 千円 52,371

事

.4 55,234.8

業

52,294.7 55

の

,306.7 60,0

開

82.7 65,334

始

.7 71,178.7

時

単位あたりコスト ① 千

期

円/人 45.8 46.

事

1 44.5 41.4 4

務

1.8 42.4 43
（

区

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

分

)の対象指標）② 千円

法

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

見直すことはできない

業

。
に伴い、対象を見直

名

す（拡
その理由

大・縮

N

小）必要はありませ
■

o

ない
んか？

介護が必要

.

な高齢者に対し必要な

5

サービスを提供するた

3

めの事業であ
事業進展

3

等による環境変化 □ あ

特

る
り、市独自で目的を

定

見直すことができない

入

。
に伴い、目的を見直

所

す（目
その理由

的の追

者

加・拡充又は絞込）

必

介

要はありませんか？ ■

護

ない

有
効
性

特定入居者

サ

サービス費の認定条件

ー

である預貯金額等を銀

ビ

行照会を実施すること

ス

今以上に事業の成果を

事

向上
により、不正受給

業

を抑制する必要がある

２

。
させる方法を記入し

評

て下さ

い。 内　容
※(

価

3)の成果指標を向上

　

させる

　ことはできま

Ｃ

すか？

第７期計画の事

Ｈ

業費見込みに対し、実

Ｅ

績が上回っている。
目

Ｃ

的達成状況 内　容

□民

Ｋ

間への一部委託 □民間

目

への全部委託
市関与の

的

必要性 □指定管理 □補

妥

助金・負担金助成 ■市

当

の直営
内　容

　（実施

性

手法） 本事業に精通し

こ

た内部職員が実施する

の

ことがふさわしいと考

事

えられるため

効
率
性

介

業

護保険法上の定めがあ

の

り、統合・廃止するこ

必

とはできない。
事務事

要

業の統廃合により、

事

性

業の効率化を図り、成

は

果
内　容

を向上させる

薄

方法を記入し

て下さい

れ

。

給付の適正化を実施

て

し、不必要な給付が行

得

わていないか確認する

ら

ことで、一定
現状より

れ

事業費・人件費を
程度

て

の削減は可能である。

い

削減する方法を記入し

る

て下

さい。（仕様の変

い

更、外部 内　容
委託、

ま

従事時間の削減等は

で

せ

きないか？)

公
平
性

介

ん

護保険法で定められた

か

自己負担額を負担して

。

い
■ ある ■ 現状で適正

十

受益者負担はあります

分

か？ る。
また、受益者

な

負担割合は適 □ ない □

成

検討が必要 内　容
正で

果

すか？
□ 受益者がいな

が

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

理

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

３年に１回介

　

護保険事業計画の見直

由

３年ごとに策定される

得

介護保険事業
事業実施

ら

上の課題、住 しを実施

れ

している。 計画におい

て

て、サービスの利用状

い

況
民・議会等からの意

ま

見 意　見 要介護者の増

す

加に伴い、給付費は増

か

対応策 を分析し、必要

？

な見直しを図ってい
と

得

対応策 加傾向にある。

ら

く。
 

対象者からの申

れ

請を受けて、市で審 継

て

続して実施するため、

い

前年度と同
R3年度の

な

事業計画は前 変　更
査

い

の上、認定証を発行し

事

、給付額を 様・同規模

業

で実施。
年度から変更

進

・追加は 前年度 ・
給付

展

した。
あるか 追　加

今

等

後の事業・コスト・成

に

果の方向性 今後の事業

よ

の方向性、改革・改善

る

案
※今年度からの具体

環

的な事業の進め方、手

境

段の見直し等、各方向

変

性の内容

　　　　　　

化

　　　□　拡大 ３年ご

あ

とに策定される介護保

る

険事業計画において、

に

サ
　　　　　　　　　

伴

□　改善 ービスの利用

い

状況を分析し、必要な

、

見直しを図ってい
　　

対

　　　　　　　■　現

象

状維持 く。
　　　　　

を

　　　　□　縮小 また

見

、認定証は１年間で更

直

新されるため、毎年申

す

請が
　　　　　　　　

（

　□　統合 必要である

拡

。令和３年度から制度

そ

が変更するため、更
　

の

　　　　　　　　□　

理

完了 新時期に合わせて

由

、制度の周知のためホ

大

ームページや
　　　　

・

　　　　　□　廃止・

縮

休止 広報に情報を掲載

小

する。
コストの方向性

）

令和３年に地域密着型

必

特別養護老人ホームが

要

開所され
　　　　　　

は

　　　→　維持 たため

あ

、利用者の増加が見込

り

まれる。
成果の方向性

ま

　　　　　　　　　→

せ

　維持

2

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 533 特定入所者介護サービス事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、高齢者の生活を支えるためにはサービス提供が必
いませんか。十分な成果が 理　由

要不可欠である。
得られていますか？ □ 得ら

様

れていない

高齢者人口

式

は増加しており対象者

1

は増加傾向にあるが、

-

介護保険法上
事業進展

2

等による環境変化
□ あ

事

る で定められているた

務

め、市独自で対象者を



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 534 特定入所者介護予防サービス事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成17年10月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第61条の３

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

ショートステイに関する食費及び滞在費が自己負担に 平成１７年１０月から施設サービスに関する食費、居
なったことに伴い、所得の低い利用者に対し、施設の 住費、日常生活費が利用者負担になったことに伴い、
平均的な費用と所得段階ごとに設けられた負担限度額 所得の低い要支援者の短期入所が困難とならないよう
との差額を給付する。 に、一定額以上は保険給付をする。
 
SDGsの取り組み：３

①申請　②審査　③認定証を交付　④給付額を給付
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事

令

務事業を取り巻く状況

和

は過去と比べ変化して

 

いるか (1)活動指標

3

（事務事業の活動量を

年

表す指標）

令和３年８

度

月より制度改正が行わ

（

れるため、対象者の基

2

準 名称 単位
の変更があ

年

る。 ① 要介護等認定者

度

数（各年4月1日） 人

実

変 化
②

内 容

対象(

施

この事業の対象、範囲

分

となる人、物) (2)

）

対象指標（対象の大き

事

さを表す指標）

介護サ

務

ービスの利用者 名称 単

事

位
① 介護（介護予防）

業

サービスの受給者数 人

目

②
目的(この事業によ

的

って上記対象をどのよ

評

うな状態にしたいのか

価

) (3)成果指標（目

表

的の達成度を示す指標

様

）

介護サービスを利用

式

する人が必要なサービ

1

ス給付を受けられる 名

-

称 単位
① 特定入所者介

1

護予防サービス利用者

記

数 人
②

結果(上位基本

入

事業の意図) (4)結

日

果の成果指標（上位基

令

本事業の成果指標）

公

和

平な負担のもと安心し

0

て必要な介護サービス

3

を利用してもらう 名称

年

単位
① 一月あたりの受

1

給者数 人
②

事務事業の

2

各種指標の実績と見込

月

及び目標

H31年度 R

0

2年度 R2年度 R3年

8

度 R4年度 R5年度 R

日

6年度
指標 ＼ 年度

１

単位
実績値 計画値 実績

事

値 計画値 目標値 目標値

務

目標値
(1)の ① 人 1

事

,428 1,511 1

業

,522 1,628 1

の

,744 1,871 2

現

,010
活動指標 ②
(

状

2)の ① 人 1,144

　

1,197 1,176

Ｐ

1,337 1,436

Ｌ

1,540 1,655

Ａ

対象指標 ②
(3)の ①

Ｎ

人 1 1 2 2 2 2 2
成果

及

指標 ②
(4)の結果の

び

① 人 1,144 1,1

Ｄ

97 1,176 1,3

Ｏ

37 1,436 1,5

事

40 1,655
成果指

務

標 ②
予算費目 会計 06

事

 介護保険特別会計（

業

保険事業勘定） 款 02

名

項 05 目 01

コスト 年

N

度 H31年度 R2年度

o

R2年度 R3年度 R4

.

年度 R5年度 R6年度

5

実績値 計画値 実績値 計

3

画値 目標値 目標値 目標

4

値
事業費(決算又は予

特

算額)Ａ 単位 0 109

定

66 88 92 96 10

入

0

財
源
内
訳

 国庫支出

所

金 千円 0 21 13 17

者

18 19 20
 県支出

介

金 千円 0 13 8 11 1

護

1 12 12
 地方債 千

予

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

防

の他 千円 0 29 17 2

サ

3 24 25 27
 一般

ー

財源 千円 0 46 28 3

ビ

7 39 40 41
人件費

ス

Ｂ 千円 19.9 249

事

53.1 53.1 53

業

.1 53.1 53.1

政

正職員従事時間×人数

策

時間×人 6× 1 25×

こ

3 8× 2 8× 2 8× 2

の

8× 2 8× 2
正職員以

事

外の人件費 千円 0 0 0

務

0 0 0 0
その他の費用

事

Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0 0

業

トータルコストA+B

施

+C 千円 19.9 35

策

8 119.1 141.

の

1 145.1 149.

位

1 153.1
単位あた

置

りコスト ① 千円/人 0

基

0.3 0.1 0.1 0

本

.1 0.1 0.1
（ﾄ

事

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

業

の対象指標）② 千円/

主

0 0 0 0 0 0 0

1

管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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様式1-2

事務事業名 No. 534 特定入所者介護予防サービス事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、施設サービスの食費及び居住費に係る利用者負担
いませんか。十分な成果が 理　由

を軽減するためにはサービス提供が

様

必要不可欠である。
得

式

られていますか？ □ 得

1

られていない

高齢者人
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口は増加しており対象
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者は増加傾向にあるが

事

、介護保険法上
事業進
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展等による環境変化
□



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 535 高額医療合算介護（予防）サービス事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成21年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第51条の２

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

介護保険と医療保険の両方の自己負担額が高額になっ 令和２年度実績
た時に、年間の限度額を超えた分が支給される。 173件　5,328,414円
１か月分の高額介護、高額医療それぞれの負担限度額
を適用した後の金額で算定される。
 
SDGsの取り組み：３

①申請　②国保連合会による審査　③介護データとの突合　④支給決定　⑤支給
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

令

介護保険制度に改正が

和

ないため、継続して実

 

施 名称 単位
① 要介護等

3

認定者数 人
変 化

②
内

年

 容

対象(この事業の

度

対象、範囲となる人、

（

物) (2)対象指標（

2

対象の大きさを表す指

年

標）

介護サービス利用

度

者数 名称 単位
① 介護（

実

介護予防）サービスの

施

利用者数 人
②

目的(こ

分

の事業によって上記対

）

象をどのような状態に

事

したいのか) (3)成

務

果指標（目的の達成度

事

を示す指標）

介護サー

業

ビスを利用する人が必

目

要なサービス給付を受

的

けられる 名称 単位
① 高

評

額医療合算介護サービ

価

ス費の受給者数 人
②

結

表

果(上位基本事業の意

様

図) (4)結果の成果

式

指標（上位基本事業の

1

成果指標）

公平な負担

-

のもと安心して必要な

1

サービスを利用しても

記

らう 名称 単位
① 一月あ

入

たりの受給者数 人
②

事

日

務事業の各種指標の実

令

績と見込及び目標

H3

和

1年度 R2年度 R2年

0

度 R3年度 R4年度 R

3

5年度 R6年度
指標 

年

＼ 年度 単位
実績値 計

1

画値 実績値 計画値 目標

2

値 目標値 目標値
(1)

月

の ① 人 1,428 1,

0

511 1,522 1,

8

628 1,744 1,

日

871 2,010
活動

１

指標 ②
(2)の ① 人 1

事

,144 1,197 1

務

,176 1,337 1

事

,436 1,540 1

業

,655
対象指標 ②
(

の

3)の ① 人 159 16

現

9 173 197 212

状

227 244
成果指標

　

②
(4)の結果の ① 人

Ｐ

1,144 1,197

Ｌ

1,176 1,337

Ａ

1,436 1,540

Ｎ

1,655
成果指標 ②

及

予算費目 会計 06 介

び

護保険特別会計（保険

Ｄ

事業勘定） 款 02 項 0

Ｏ

6 目 01

コスト 年度 H

事

31年度 R2年度 R2

務

年度 R3年度 R4年度

事

R5年度 R6年度
実績

業

値 計画値 実績値 計画値

名

目標値 目標値 目標値
事

N

業費(決算又は予算額

o

)Ａ 単位 5,482 7

.

,035 5,328 6

5

,969 6,106 6

3

,552 7,037

財

5

源
内
訳

 国庫支出金 千

高

円 1,096 1,40

額

7 1,065 1,39

医

3 1,221 1,31

療

0 1,407
 県支出

合

金 千円 685 879 6

算

66 871 763 81

介

9 879
 地方債 千円

護

0 0 0 0 0 0 0
 その

（

他 千円 1,480 1,

予

899 1,438 1,

防

881 1,648 1,

）

769 1,899
 一

サ

般財源 千円 2,221

ー

2,850 2,159

ビ

2,824 2,474

ス

2,654 2,852

事

人件費Ｂ 千円 29.9

業

59.8 66.4 66

政

.4 66.4 66.4

策

66.4
正職員従事時

こ

間×人数 時間×人 9×

の

1 9× 2 10× 2 10

事

× 2 10× 2 10× 2

務

10× 2
正職員以外の

事

人件費 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
その他の費用Ｃ 千

施

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

策

タルコストA+B+C

の

千円 5,511.9 7

位

,094.8 5,39

置

4.4 7,035.4

基

6,172.4 6,6

本

18.4 7,103.

事

4
単位あたりコスト ①

業

千円/人 4.8 5.9

主

4.6 5.3 4.3 4

管

.3 4.3
（ﾄｰﾀﾙ

課

ｺｽﾄ/(2)の対象

名

指標）② 千円/ 0 0 0

課

0 0 0 0

1

長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1
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か

見直しを図ってい
と対

？

応策 く。

対象者からの

得

申請を受けて、国保連

ら

継続して実施するため

れ

、前年度と同
R3年度

て

の事業計画は前 変　更

い

合会及び市で審査のう

な

え支給額を決 様・同規

い

模で実施。
年度から変

事

更・追加は 前年度 ・
定

業

し、その額を交付した

進

。
あるか 追　加

今後の

展

事業・コスト・成果の

等

方向性 今後の事業の方

に

向性、改革・改善案
※

よ

今年度からの具体的な

る

事業の進め方、手段の

環

見直し等、各方向性の

境

内容

　　　　　　　　

変

　□　拡大 ３年ごとに

化

策定される介護保険事

あ

業計画において、サ
　

る

　　　　　　　　□　

に

改善 ービスの利用状況

伴

を分析し、必要な見直

い

しを図ってい
　　　　

、

　　　　　■　現状維

対

持 く。また、国保連合

象

会・後期医療等と情報

を

連携を図っ
　　　　　

見

　　　　□　縮小 てい

直

く。
　　　　　　　　

す

　□　統合
　　　　　

（

　　　　□　完了
　　

拡

　　　　　　　□　廃

そ

止・休止
コストの方向

の

性
　　　　　　　　　

理

↓　減少
成果の方向性

由

　　　　　　　　　→

大

　維持

2

・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 535 高額医療合算介護（予防）サービス事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法により介護保険事業運営は市町村が実施主体とな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

っており、介護保険と医療保険の両方のサービス利用に係る
いませんか。十分な成果が 理　由

利用者負担を軽減する

様

ために本事業は必要不

式

可欠である。
得られて

1

いますか？ □ 得られて

-

いない

高齢者人口は増

2

加しており対象者は増

事

加傾向にあるが、介護

務

保険法上
事業進展等に



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 536 財政安定化基金拠出金事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成12年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第147条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

介護保険法第147条に基づき、保険者の介護保険財政 拠出金の算出方法
の安定化を図るため、県に設置される財政安定化基金 　標準給付費×0.1％
から資金の交付・貸付を受けるために、一定の拠出金
を負担する。
 
SDGsの取り組み：３

令和２年度における拠出金は０円であったため執行していない。
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

介護保険制度に改正がないため、継続して実施。 名称 単位
① 65歳以

令

上の市民 人
変 化

②
内

和

 容

対象(この事業の

 

対象、範囲となる人、

3

物) (2)対象指標（

年

対象の大きさを表す指

度

標）

市民（65歳以上

（

高齢者） 名称 単位
① 第

2

1号被保険者（各年4

年

月1日） 人
②

目的(こ

度

の事業によって上記対

実

象をどのような状態に

施

したいのか) (3)成

分

果指標（目的の達成度

）

を示す指標）

介護サー

事

ビスを利用する人が必

務

要なサービスを受けら

事

れる 名称 単位
① 介護（

業

介護予防）サービス受

目

給者数 人
②

結果(上位

的

基本事業の意図) (4

評

)結果の成果指標（上

価

位基本事業の成果指標

表

）

公平な負担のもと安

様

心して必要な介護サー

式

ビスを利用してもらう

1

名称 単位
① 一月あたり

-

の受給者数 人
②

事務事

1

業の各種指標の実績と

記

見込及び目標

H31年

入

度 R2年度 R2年度 R

日

3年度 R4年度 R5年

令

度 R6年度
指標 ＼ 

和

年度 単位
実績値 計画値

0

実績値 計画値 目標値 目

3

標値 目標値
(1)の ①

年

人 11,021 11,

1

204 11,208 1

2

1,398 11,58

月

8 11,778 11,

0

968
活動指標 ②
(2

8

)の ① 人 11,004

日

11,187 11,1

１

86 11,376 11

事

,565 11,755

務

11,945
対象指標

事

②
(3)の ① 人 1,1

業

44 1,197 1,1

の

76 1,337 1,4

現

36 1,540 1,6

状

55
成果指標 ②

(4)

　

の結果の ① 人 1,14

Ｐ

4 1,197 1,17

Ｌ

6 1,337 1,43

Ａ

6 1,540 1,65

Ｎ

5
成果指標 ②

予算費目

及

会計 06 介護保険特

び

別会計（保険事業勘定

Ｄ

） 款 03 項 01 目 01

Ｏ

コスト 年度 H31年度

事

R2年度 R2年度 R3

務

年度 R4年度 R5年度

事

R6年度
実績値 計画値

業

実績値 計画値 目標値 目

名

標値 目標値
事業費(決

N

算又は予算額)Ａ 単位

o

0 1 0 1 1 1 1

財
源
内

.

訳

 国庫支出金 千円 0

5

0 0 0 0 0 0
 県支出

3

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

6

 地方債 千円 0 0 0 0

財

0 0 0
 その他 千円 0

政

0 0 0 0 0 0
 一般財

安

源 千円 0 1 0 1 1 1 1

定

人件費Ｂ 千円 19.9

化

19.9 19.9 19

基

.9 19.9 19.9

金

19.9
正職員従事時

拠

間×人数 時間×人 6×

出

1 6× 1 6× 1 6× 1

金

6× 1 6× 1 6× 1
正

事

職員以外の人件費 千円

務

0 0 0 0 0 0 0
その他

政

の費用Ｃ 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
トータルコスト

こ

A+B+C 千円 19.

の

9 20.9 19.9 2

事

0.9 20.9 20.

務

9 20.9
単位あたり

事

コスト ① 千円/人 0 0

業

0 0 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙ

施

ｺｽﾄ/(2)の対象

策

指標）② 千円/ 0 0 0

の

0 0 0 0

1

位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

要はありませ
■ ない

ん

業

か？

介護保険財政の安

名

定化を図るための事業

N

であり、市独自で目的

o

を見直
事業進展等によ

.

る環境変化 □ ある
すこ

5

とはできない。
に伴い

3

、目的を見直す（目
そ

6

の理由
的の追加・拡充

財

又は絞込）

必要はあり

政

ませんか？ ■ ない

有
効

安

性

介護保険給付のそれ

定

ぞれのサービス利用が

化

適正であるかの確認を

基

し、不必要な
今以上に

金

事業の成果を向上
給付

拠

があるか否かを把握す

出

る必要がある。
させる

金

方法を記入して下さ

い

事

。 内　容
※(3)の成

務

果指標を向上させる

　

２

ことはできますか？

当

評

初の目的を達成できて

価

いる。
目的達成状況 内

　

　容

□民間への一部委

Ｃ

託 □民間への全部委託

Ｈ

市関与の必要性 □指定

Ｅ

管理 □補助金・負担金

Ｃ

助成 ■市の直営
内　容

Ｋ

　（実施手法） 本事業

目

に精通した内部職員が

的

実施することがふさわ

妥

しいと考えられるため

当

効
率
性

介護保険法上の

性

定めがあり、統合・廃

こ

止することはできない

の

。
事務事業の統廃合に

事

より、

事業の効率化を

業

図り、成果
内　容

を向

の

上させる方法を記入し

必

て下さい。

現在事業費

要

実績がないため、現状

性

維持を保つ。
現状より

は

事業費・人件費を

削減

薄

する方法を記入して下

れ

さい。（仕様の変更、

て

外部 内　容
委託、従事

得

時間の削減等は

できな

ら

いか？)

公
平
性

直接的

れ

な受益者はいない。
□

て

ある □ 現状で適正
受益

い

者負担はありますか？

る

また、受益者負担割合

い

は適 □ ない □ 検討が必

ま

要 内　容
正ですか？

■

せ

受益者がいない

３
改
革

ん

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

か

介護保険財政の安定化

。

を図る必要が サービス

十

の利用状況を現状分析

分

し、
事業実施上の課題

な

、住 ある。 必要な見直

成

しを図る。
民・議会等

果

からの意見 意　見 対応

が

策
と対応策

令和２年度

理

における拠出金は０円

　

で 継続して実施するた

由

め、前年度と同
R3年

得

度の事業計画は前 変　

ら

更
あったため執行して

れ

いない。 様・同規模で

て

実施。
年度から変更・

い

追加は 前年度 ・
あるか

ま

追　加

今後の事業・コ

す

スト・成果の方向性 今

か

後の事業の方向性、改

？

革・改善案
※今年度か

得

らの具体的な事業の進

ら

め方、手段の見直し等

れ

、各方向性の内容

　　

て

　　　　　　　□　拡

い

大 サービスの利用状況

な

を現状分析し、必要な

い

見直しを図
　　　　　

事

　　　　□　改善 る。

業

　　　　　　　　　■

進

　現状維持
　　　　　

展

　　　　□　縮小
　　

等

　　　　　　　□　統

に

合
　　　　　　　　　

よ

□　完了
　　　　　　

る

　　　□　廃止・休止

環

コストの方向性
　　　

境

　　　　　　→　維持

変

成果の方向性
　　　　

化

　　　　　→　維持

2

ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 536 財政安定化基金拠出金事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

保険者の介護保険財政の安定化を図るために、本事業は必要
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

高齢者人口は増加しており対象者は増加傾向にあるが、介護保

様

険法上
事業進展等によ

式

る環境変化
□ ある で定

1

められているため、市

-

独自で対象者を見直す

2

ことはできない。
に伴

事

い、対象を見直す（拡

務

その理由
大・縮小）必



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 537 介護予防・生活支援サービス事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成29年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

要支援者及び介護予防・生活支援サービス事業対象者 サービス事業の実施方法は、
が訪問型サービス又は通所型サービスを受けたときは ①市町村直接実施
、その費用の一部を負担する。 ②委託による実施
 ③指定事業者によるサービス提供
SDGsの取り組み：３ ④NPOやボランティア等によるサービス提供

がある。

自宅に暮らす要支援者及び介護予防・生活支援サービス事業対象者(以下事業対象
R2年度に実施した具体的な 者）が、介護保険法で定められた指定居宅サービスのうち、自分で選択したサ

令

ービ
事業の方法、手順

和

、指標に対す スを受け

 

たときに、被保険者の

3

所得に応じて７割、８

年

割又は９割を給付した

度

。
る成果等

事務事業を

（

取り巻く状況は過去と

2

比べ変化しているか (

年

1)活動指標（事務事

度

業の活動量を表す指標

実

）

介護保険制度に改正

施

がないため継続して実

分

施 名称 単位
① 要支援認

）

定者及び事業対象者数

事

人
変 化

②
内 容

対象

務

(この事業の対象、範

事

囲となる人、物) (2

業

)対象指標（対象の大

目

きさを表す指標）

介護

的

予防・生活支援サービ

評

ス利用者 名称 単位
① ６

価

５歳以上の市民 人
②

目

表

的(この事業によって

様

上記対象をどのような

式

状態にしたいのか) (

1

3)成果指標（目的の

-

達成度を示す指標）

居

1

宅で介護予防・生活支

記

援サービスを利用する

入

人が必要なサービ 名称

日

単位
スを受けられる ①

令

介護予防・生活支援サ

和

ービスの受給者数 人
②

0

結果(上位基本事業の

3

意図) (4)結果の成

年

果指標（上位基本事業

1

の成果指標）

公平な負

2

担のもと安心して必要

月

な介護サービスを利用

0

してもらう 名称 単位
①

8

一月あたりの受給者数

日

人
②

事務事業の各種指

１

標の実績と見込及び目

事

標

H31年度 R2年度

務

R2年度 R3年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

業

指標 ＼ 年度 単位
実

の

績値 計画値 実績値 計画

現

値 目標値 目標値 目標値

状

(1)の ① 人 527 5

　

33 571 589 60

Ｐ

8 628 649
活動指

Ｌ

標 ②
(2)の ① 人 11

Ａ

,021 11,204

Ｎ

11,208 11,3

及

98 11,588 11

び

,778 11,968

Ｄ

対象指標 ②
(3)の ①

Ｏ

人 305 319 291

事

306 316 327 3

務

37
成果指標 ②

(4)

事

の結果の ① 人 305 3

業

19 291 306 31

名

6 327 337
成果指

N

標 ②
予算費目 会計 06

o

 介護保険特別会計（

.

保険事業勘定） 款 04

5

項 01 目 01

コスト 年

3

度 H31年度 R2年度

7

R2年度 R3年度 R4

介

年度 R5年度 R6年度

護

実績値 計画値 実績値 計

予

画値 目標値 目標値 目標

防

値
事業費(決算又は予

・

算額)Ａ 単位 83,9

生

46 88,798 78

活

,330 99,629

支

105,448 108

援

,928 112,52

サ

1

財
源
内
訳

 国庫支出

ー

金 千円 16,789 1

ビ

7,759 21,39

ス

5 22,925 24,

事

089 24,786 2

業

5,504
 県支出金

政

千円 10,493 11

策

,099 9,791 1

こ

2,453 13,18

の

1 13,616 14,

事

065
 地方債 千円 0

務

0 0 0 0 0 0
 その他

事

千円 22,665 23

業

,975 21,149

施

26,899 28,4

策

71 29,410 30

の

,380
 一般財源 千

位

円 33,999 35,

置

965 25,995 3

基

7,352 39,70

本

7 41,116 42,

事

572
人件費Ｂ 千円 3

業

58.6 381.8 4

主

38.2 438.2 4

管

38.2 438.2 4

課

38.2
正職員従事時

名

間×人数 時間×人 27

課

× 4 23× 5 33× 4

長

33× 4 33× 4 33

名

× 4 33× 4
正職員以

こ

外の人件費 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
その他の費用

事

Ｃ 千円 143 0 0 0 0

務

0 0
トータルコストA

事

+B+C 千円 84,4

業

47.6 89,179

の

.8 78,768.2

開

100,067.2 1

始

05,886.2 10

時

9,366.2 112

期

,959.2
単位あた

事

りコスト ① 千円/人 7

務

.7 8 7 8.8 9.1

区

9.3 9.4
（ﾄｰﾀ

分

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

法

象指標）② 千円/ 0 0

定

0 0 0 0 0

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

■ ない
んか？

事業開始

業

後４年が経過しており

名

、各対象者がサービス

N

利用によりどの
事業進

o

展等による環境変化 ■

.

ある
程度状態維持がで

5

きているかの確認をす

3

る必要がある。
に伴い

7

、目的を見直す（目
そ

介

の理由
的の追加・拡充

護

又は絞込）

必要はあり

予

ませんか？ □ ない

有
効

防

性

各利用者の状況に応

・

じて自立支援に向けた

生

サービスを提供するこ

活

とができるよ
今以上に

支

事業の成果を向上
う、

援

ケアマネジャー等関係

サ

者との連携を強化する

ー

ことが必要である。
さ

ビ

せる方法を記入して下

ス

さ
また、事業内容を周

事

知することで、利用者

業

及び事業者の制度の理

２

解を促し、効
い。 内　

評

容
率的なサービス利用

価

がなされるよう支援す

　

る。
※(3)の成果指

Ｃ

標を向上させる

　こと

Ｈ

はできますか？

第７期

Ｅ

計画の事業費見込に対

Ｃ

し、実績が上回ってい

Ｋ

る。
目的達成状況 内　

目

容

□民間への一部委託

的

□民間への全部委託
市

妥

関与の必要性 □指定管

当

理 □補助金・負担金助

性

成 ■市の直営
内　容

　

こ

（実施手法） 本事業に

の

精通した内部職員が実

事

施することがふさわし

業

いと考えられるため。

の

効
率
性

各サービスごと

必

に需要と供給のバラン

要

スのばらつきがあるた

性

め、費用対効果も
事務

は

事業の統廃合により、

薄

踏まえた検討が必要で

れ

ある。
事業の効率化を

て

図り、成果
内　容

を向

得

上させる方法を記入し

ら

て下さい。

ケアプラン

れ

点検等の給付適正化を

て

実施することで、一定

い

程度の給付の削減は可

る

現状より事業費・人件

い

費を
能である。

削減す

ま

る方法を記入して下

さ

せ

い。（仕様の変更、外

ん

部 内　容
委託、従事時

か

間の削減等は

できない

。

か？)

公
平
性

介護保険

十

法で定められた自己負

分

担割合を負担して
■ あ

な

る ■ 現状で適正
受益者

成

負担はありますか？ い

果

る。
また、受益者負担

が

割合は適 □ ない □ 検討

理

が必要 内　容
正ですか

　

？
□ 受益者がいない

３

由

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

得

Ｏ
Ｎ

要支援者のさまざ

ら

まな生活支援ニー 多様

れ

なサービスが提供でき

て

るように
事業実施上の

い

課題、住 ズがある。 、

ま

供給体制を整備する。

す

民・議会等からの意見

か

意　見 対応策
と対応策

？

事業開始後まもないた

得

め、引き続き 介護報酬

ら

改定に伴い、単価等の

れ

見直
R3年度の事業計

て

画は前 変　更
継続実施

い

する。 しを実施する。

な

年度から変更・追加は

い

前年度 ・
あるか 追　加

事

今後の事業・コスト・

業

成果の方向性 今後の事

進

業の方向性、改革・改

展

善案
※今年度からの具

等

体的な事業の進め方、

に

手段の見直し等、各方

よ

向性の内容

　　　　　

る

　　　　□　拡大 3年

環

ごとに策定される介護

境

保険事業計画において

変

、サ
　　　　　　　　

化

　□　改善 ービス利用

あ

状況を分析し、必要な

る

見直しを図っていく
　

に

　　　　　　　　■　

伴

現状維持 。
　　　　　

い

　　　　□　縮小
　　

、

　　　　　　　□　統

対

合
　　　　　　　　　

象

□　完了
　　　　　　

を

　　　□　廃止・休止

見

コストの方向性
　　　

直

　　　　　　→　維持

す

成果の方向性
　　　　

（

　　　　　→　維持

2

拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 537 介護予防・生活支援サービス事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

高齢者自身の心身の状態の維持及び改善のために本事業は必
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象となる高齢者人口は増加しているが、事業

様

対象者数は一定の割合

式

事業進展等による環境

1

変化
□ ある で推移して

-

おり即時の見直しは不

2

要。
に伴い、対象を見

事

直す（拡
その理由

大・

務

縮小）必要はありませ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 538 介護予防ケアマネジメント事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成29年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱第２条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

介護予防・生活支援サービス事業対象者が地域包括支 介護予防・生活支援サービス事業対象者の状況に合わ
援センターから介護予防ケアマネジメントを受けたと せた目標を設定し、自身が地域における自立した日常
きに支給する。 生活を送れるように支援する。
 
SDGsの取り組み：３

介護予防・生活支援サービス事業対象者が、各地区地域包括支援センター指定介護
R2年度に実施した具体的な 支援事業所から、ケアプランの作成や事業者との利用調整等の居宅介護支援を受け
事業の方法、手順、指標

令

に対す たときにその費

和

用の10割を給付した

 

。
る成果等

事務事業を

3

取り巻く状況は過去と

年

比べ変化しているか (

度

1)活動指標（事務事

（

業の活動量を表す指標

2

）

介護保険制度に改正

年

がないため、継続して

度

実施 名称 単位
① 要支援

実

認定者及び事業対象者

施

数 人
変 化

②
内 容

対

分

象(この事業の対象、

）

範囲となる人、物) (

事

2)対象指標（対象の

務

大きさを表す指標）

介

事

護予防・生活支援サー

業

ビス利用者数 名称 単位

目

① 65歳以上の市民 人

的

②
目的(この事業によ

評

って上記対象をどのよ

価

うな状態にしたいのか

表

) (3)成果指標（目

様

的の達成度を示す指標

式

）

居宅で介護予防・生

1

活支援サービスを利用

-

する人が必要なサービ

1

名称 単位
スを受けられ

記

る ① 一月あたりの受給

入

者数 人
②

結果(上位基

日

本事業の意図) (4)

令

結果の成果指標（上位

和

基本事業の成果指標）

0

公平な負担のもと安心

3

して必要な介護予防・

年

生活支援サービスを 名

1

称 単位
利用してもらう

2

① 一月あたりの受給者

月

数 人
②

事務事業の各種

0

指標の実績と見込及び

8

目標

H31年度 R2年

日

度 R2年度 R3年度 R

１

4年度 R5年度 R6年

事

度
指標 ＼ 年度 単位

務

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

業

値
(1)の ① 人 527

の

533 571 589 6

現

08 628 649
活動

状

指標 ②
(2)の ① 人 1

　

1,021 11,20

Ｐ

4 11,208 11,

Ｌ

398 11,588 1

Ａ

1,778 11,96

Ｎ

8
対象指標 ②
(3)の

及

① 人 305 319 29

び

1 306 316 327

Ｄ

337
成果指標 ②

(4

Ｏ

)の結果の ① 人 305

事

319 291 306 3

務

16 327 337
成果

事

指標 ②
予算費目 会計 0

業

6 介護保険特別会計

名

（保険事業勘定） 款 0

N

4 項 01 目 01

コスト

o

年度 H31年度 R2年

.

度 R2年度 R3年度 R

5

4年度 R5年度 R6年

3

度
実績値 計画値 実績値

8

計画値 目標値 目標値 目

介

標値
事業費(決算又は

護

予算額)Ａ 単位 10,

予

253 10,536 8

防

,912 10,479

ケ

11,180 11,5

ア

49 11,931

財
源

マ

内
訳

 国庫支出金 千円

ネ

2,050 2,107

ジ

1,782 2,095

メ

2,236 2,309

ン

2,386
 県支出金

ト

千円 1,281 1,3

事

17 1,114 1,3

業

09 1,397 1,4

政

43 1,491
 地方

策

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

こ

 その他 千円 2,76

の

8 2,844 2,40

事

6 2,829 3,01

務

8 3,118 3,22

事

1
 一般財源 千円 4,

業

154 4,268 3,

施

610 4,246 4,

策

529 4,679 4,

の

833
人件費Ｂ 千円 2

位

39 249 239 23

置

9 239 239 239

基

正職員従事時間×人数

本

時間×人 18× 4 15

事

× 5 18× 4 18× 4

業

18× 4 18× 4 18

主

× 4
正職員以外の人件

管

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

課

その他の費用Ｃ 千円 0

名

0 0 0 0 0 0
トータル

課

コストA+B+C 千円

長

10,492 10,7

名

85 9,151 10,

こ

718 11,419 1

の

1,788 12,17

事

0
単位あたりコスト ①

務

千円/人 1 1 0.8 0

事

.9 1 1 1
（ﾄｰﾀﾙ

業

ｺｽﾄ/(2)の対象

の

指標）② 千円/ 0 0 0

開

0 0 0 0

1

始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

理由
大・縮小）必要は

業

ありませ
■ ない

んか？

名

居宅で介護予防・生活

N

支援サービスを利用す

o

る対象者に対し必要な

.

サ
事業進展等による環

5

境変化 □ ある
ービスを

3

提供するという目的を

8

継続する必要があるた

介

め。
に伴い、目的を見

護

直す（目
その理由

的の

予

追加・拡充又は絞込）

防

必要はありませんか？

ケ

■ ない

有
効
性

各利用者

ア

の状況に応じたサービ

マ

スを提供することがで

ネ

きるよう、各地区地域

ジ

包
今以上に事業の成果

メ

を向上
括支援センター

ン

指定介護支援事業所等

ト

関係者との連携を強化

事

することが必要で
させ

業

る方法を記入して下さ

２

ある。
い。 内　容
※(

評

3)の成果指標を向上

価

させる

　ことはできま

　

すか？

第7期計画の利

Ｃ

用者見込に対し、実績

Ｈ

が上回っている。
目的

Ｅ

達成状況 内　容

□民間

Ｃ

への一部委託 □民間へ

Ｋ

の全部委託
市関与の必

目

要性 □指定管理 □補助

的

金・負担金助成 ■市の

妥

直営
内　容

　（実施手

当

法） 本事業に精通した

性

内部職員が実施するこ

こ

とがふさわしいと考え

の

られるため。

効
率
性

介

事

護保険法上の定めがあ

業

り、統合・廃止するこ

の

とはできない。
事務事

必

業の統廃合により、

事

要

業の効率化を図り、成

性

果
内　容

を向上させる

は

方法を記入し

て下さい

薄

。

利用者数に応じてケ

れ

アプランの作成数が増

て

加するため、高齢者が

得

増加している
現状より

ら

事業費・人件費を
中で

れ

の費用削減は困難であ

て

る。
削減する方法を記

い

入して下

さい。（仕様

る

の変更、外部 内　容
委

い

託、従事時間の削減等

ま

は

できないか？)

公
平

せ

性

介護保険法で市が1

ん

0割負担することが定

か

められて
□ ある ■ 現状

。

で適正
受益者負担はあ

十

りますか？ いる。
また

分

、受益者負担割合は適

な

■ ない □ 検討が必要 内

成

　容
正ですか？

□ 受益

果

者がいない

３
改
革
改
善

が

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

3年

理

に1回介護保険事業計

　

画の見直し サービス利

由

用状況を分析し、必要

得

な
事業実施上の課題、

ら

住 を実施している。 見

れ

直しを図っていく。
民

て

・議会等からの意見 意

い

　見 利用者の状況を把

ま

握し、サービス利 対応

す

策
と対応策 用の適正化

か

を図る。

介護予防・生

？

活支援サービス事業対

得

介護報酬改定に伴い、

ら

単価等の見直
R3年度

れ

の事業計画は前 変　更

て

象者、各地区地域包括

い

支援センター しを実施

な

する。
年度から変更・

い

追加は 前年度 ・
からの

事

居宅介護支援を受けた

業

ときに
あるか 追　加

そ

進

の費用の10割を給付

展

した。

今後の事業・コ

等

スト・成果の方向性 今

に

後の事業の方向性、改

よ

革・改善案
※今年度か

る

らの具体的な事業の進

環

め方、手段の見直し等

境

、各方向性の内容

　　

変

　　　　　　　□　拡

化

大 3年ごとに策定され

あ

る介護保険事業計画に

る

おいて、サ
　　　　　

に

　　　　□　改善 ービ

伴

ス利用状況を分析し、

い

必要な見直しを図って

、

いく
　　　　　　　　

対

　■　現状維持 。
　　

象

　　　　　　　□　縮

を

小
　　　　　　　　　

見

□　統合
　　　　　　

直

　　　□　完了
　　　

す

　　　　　　□　廃止

（

・休止
コストの方向性

拡

　　　　　　　　　→

そ

　維持
成果の方向性
　

の

　　　　　　　　→　

理

維持

2

由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 538 介護予防ケアマネジメント事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護・生活支援サービス事業対象者自身の状況に応じた介護
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

サービスを提供するため本事業は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象となる高齢

様

者人口は増加している

式

が、事業対象者数は一

1

定の割合
事業進展等に

-

よる環境変化
□ ある で

2

推移しており即時の見

事

直しは不要。
に伴い、

務

対象を見直す（拡
その



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 539 高額介護予防サービス費相当事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成29年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

要支援者及び介護予防・生活支援サービス事業対象者 高齢化に伴い要支援者及び介護予防・生活支援サービ
が、総合事業によるサービス利用に係る負担額が世帯 ス事業対象者が増加傾向にあるため、本事業の必要性
合計で1月の負担上限額を超えた場合に超えた分を支 は高い。
給する。
 
SDGsの取り組み：３
 

対象者からの申請を受けて、市で審査のうえ支給額を決定し、その額を交付した。
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の

令

活動量を表す指標）

令

和

和３年８月より制度改

 

正が行われるため、対

3

象者の基準 名称 単位
の

年

変更がある。 ① 総合事

度

業対象者数 人
変 化

②

（

内 容

対象(この事業

2

の対象、範囲となる人

年

、物) (2)対象指標

度

（対象の大きさを表す

実

指標）

介護サービス利

施

用者数 名称 単位
① 介護

分

予防・生活支援サービ

）

スの利用者数 人
②

目的

事

(この事業によって上

務

記対象をどのような状

事

態にしたいのか) (3

業

)成果指標（目的の達

目

成度を示す指標）

介護

的

サービスを利用する人

評

が必要なサービス給付

価

を受けられる 名称 単位

表

① 高額介護サービス費

様

の受給者数 人
②

結果(

式

上位基本事業の意図)

1

(4)結果の成果指標

-

（上位基本事業の成果

1

指標）

公平な負担のも

記

と安心して必要なサー

入

ビスを利用してもらう

日

名称 単位
① 一月当たり

令

の受給者数 人
②

事務事

和

業の各種指標の実績と

0

見込及び目標

H31年

3

度 R2年度 R2年度 R

年

3年度 R4年度 R5年

1

度 R6年度
指標 ＼ 

2

年度 単位
実績値 計画値

月

実績値 計画値 目標値 目

0

標値 目標値
(1)の ①

8

人 102 104 92 9

日

4 96 98 100
活動

１

指標 ②
(2)の ① 人 3

事

05 319 291 30

務

6 316 327 337

事

対象指標 ②
(3)の ①

業

人 22 23 10 11 1

の

1 11 11
成果指標 ②

現

(4)の結果の ① 人 3

状

05 319 291 30

　

6 316 327 337

Ｐ

成果指標 ②
予算費目 会

Ｌ

計 06 介護保険特別

Ａ

会計（保険事業勘定）

Ｎ

款 04 項 01 目 01

コ

及

スト 年度 H31年度 R

び

2年度 R2年度 R3年

Ｄ

度 R4年度 R5年度 R

Ｏ

6年度
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

務

値 目標値
事業費(決算

事

又は予算額)Ａ 単位 5

業

3 76 30 56 60 6

名

2 65

財
源
内
訳

 国庫

N

支出金 千円 10 15 5

o

11 12 12 13
 県

.

支出金 千円 6 9 3 7 7

5

7 8
 地方債 千円 0 0

3

0 0 0 0 0
 その他 千

9

円 14 20 8 15 16

高

16 17
 一般財源 千

額

円 23 32 14 23 2

介

5 27 27
人件費Ｂ 千

護

円 53.1 53.1 5

予

3.1 53.1 53.

防

1 53.1 53.1
正

サ

職員従事時間×人数 時

ー

間×人 8× 2 8× 2 4

ビ

× 4 4× 4 4× 4 4×

ス

4 4× 4
正職員以外の

費

人件費 千円 0 0 0 0 0

相

0 0
その他の費用Ｃ 千

当

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

事

タルコストA+B+C

業

千円 106.1 129

政

.1 83.1 109.

策

1 113.1 115.

こ

1 118.1
単位あた

の

りコスト ① 千円/人 0

事

.3 0.4 0.3 0.

務

4 0.4 0.4 0.4

事

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

業

2)の対象指標）② 千

施

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

策
の位置

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

必要はありませ
■ ない

業

んか？

総合事業による

名

サービス利用に係る利

N

用者負担を軽減するた

o

めの事業
事業進展等に

.

よる環境変化 □ ある
で

5

あり、目的を見直す必

3

要はない。
に伴い、目

9

的を見直す（目
その理

高

由
的の追加・拡充又は

額

絞込）

必要はありませ

介

んか？ ■ ない

有
効
性

総

護

合事業開始後３年が経

予

過しているため、各対

防

象者の給付の状況から

サ

それぞれ
今以上に事業

ー

の成果を向上
のサービ

ビ

ス利用が適正であるか

ス

の確認をし、必要のな

費

い給付があるか否かの

相

把
させる方法を記入し

当

て下さ
握をする必要が

事

ある。
い。 内　容
※(

業

3)の成果指標を向上

２

させる

　ことはできま

評

すか？

目的は達成でき

価

ている。
目的達成状況

　

内　容

□民間への一部

Ｃ

委託 □民間への全部委

Ｈ

託
市関与の必要性 □指

Ｅ

定管理 □補助金・負担

Ｃ

金助成 ■市の直営
内　

Ｋ

容
　（実施手法） 本事

目

業に精通した内部職員

的

が実施することがふさ

妥

わしいと考えられるた

当

め。

効
率
性

介護保険法

性

上の定めがあり、統合

こ

・廃止することはでき

の

ない。
事務事業の統廃

事

合により、

事業の効率

業

化を図り、成果
内　容

の

を向上させる方法を記

必

入し

て下さい。

給付の

要

適正化を図ることで、

性

削減は可能である。
現

は

状より事業費・人件費

薄

を

削減する方法を記入

れ

して下

さい。（仕様の

て

変更、外部 内　容
委託

得

、従事時間の削減等は

ら

できないか？)

公
平
性

れ

介護保険法で定められ

て

た自己負担額を負担し

い

てい
■ ある ■ 現状で適

る

正
受益者負担はありま

い

すか？ る。
また、受益

ま

者負担割合は適 □ ない

せ

□ 検討が必要 内　容
正

ん

ですか？
□ 受益者がい

か

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

。

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

3年に1回

十

介護保険事業計画の見

分

直し 3年ごとに策定さ

な

れる介護保険事業
事業

成

実施上の課題、住 を実

果

施している。 計画にお

が

いて、サービス利用状

理

況を
民・議会等からの

　

意見 意　見 サービス費

由

の支給額増加に伴い保

得

険 対応策 分析し、必要

ら

な見直しを図っていく

れ

と対応策 料の改正が必

て

要になる。 。

対象者か

い

らの申請を受けて、市

ま

で審 継続して実施する

す

ため、前年度と同
R3

か

年度の事業計画は前 変

？

　更
査のうえ支給額を

得

決定し、その額を 様・

ら

同規模で実施。
年度か

れ

ら変更・追加は 前年度

て

・
交付した。

あるか 追

い

　加

今後の事業・コス

な

ト・成果の方向性 今後

い

の事業の方向性、改革

事

・改善案
※今年度から

業

の具体的な事業の進め

進

方、手段の見直し等、

展

各方向性の内容

　　　

等

　　　　　　□　拡大

に

3年ごとに策定される

よ

介護保険事業計画にお

る

いて、サ
　　　　　　

環

　　　□　改善 ービス

境

利用状況を分析し、必

変

要な見直しを図ってい

化

く
　　　　　　　　　

あ

■　現状維持 。また、

る

国保連合会・後期高齢

に

者医療等と情報連携を

伴

　　　　　　　　　□

い

　縮小 図る。
　　　　

、

　　　　　□　統合
　

対

　　　　　　　　□　

象

完了
　　　　　　　　

を

　□　廃止・休止
コス

見

トの方向性
　　　　　

直

　　　　→　維持
成果

す

の方向性
　　　　　　

（

　　　→　維持

2

拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 539 高額介護予防サービス費相当事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

総合事業によるサービス利用に係る利用者負担を軽減するた
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

め本事業は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象となる高齢者人口は増加して

様

いるが、事業対象者数

式

は一定の割合
事業進展

1

等による環境変化
□ あ

-

る で推移しており、即

2

時の見直しは不要。
に

事

伴い、対象を見直す（

務

拡
その理由

大・縮小）



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 540 高額医療合算介護予防サービス費相当事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成29年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第61条の２

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

総合事業によるサービス利用額と医療費の自己負担額 高齢化に伴い要支援者及び介護予防・生活支援サービ
が高額になったとき、年間の限度額を超えた分が支給 ス事業対象者が増加傾向にあるため、本事業の必要性
される。 は高い。
 
SDGsの取り組み：３

①申請　②国保連合会による審査　③介護データとの突合　④支給決定　⑤支給
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

介護

令

保険制度に改正がない

和

ため、継続して実施。

 

名称 単位
① 総合事業対

3

象者数 人
変 化

②
内 

年

容

対象(この事業の対

度

象、範囲となる人、物

（

) (2)対象指標（対

2

象の大きさを表す指標

年

）

介護サービス利用者

度

名称 単位
① 介護予防・

実

生活支援サービスの利

施

用者数 人
②

目的(この

分

事業によって上記対象

）

をどのような状態にし

事

たいのか) (3)成果

務

指標（目的の達成度を

事

示す指標）

介護サービ

業

スを利用する人が必要

目

なサービス給付を受け

的

られる 名称 単位
① 高額

評

医療合算介護サービス

価

費の受給者数 人
②

結果

表

(上位基本事業の意図

様

) (4)結果の成果指

式

標（上位基本事業の成

1

果指標）

公平な負担の

-

もと安心して必要なサ

1

ービスを利用してもら

記

名称 単位
う ① 一月あた

入

りの受給者数 人
②

事務

日

事業の各種指標の実績

令

と見込及び目標

H31

和

年度 R2年度 R2年度

0

R3年度 R4年度 R5

3

年度 R6年度
指標 ＼

年

 年度 単位
実績値 計画

1

値 実績値 計画値 目標値

2

目標値 目標値
(1)の

月

① 人 102 104 92

0

94 96 98 100
活

8

動指標 ②
(2)の ① 人

日

305 319 291 3

１

06 316 327 33

事

7
対象指標 ②
(3)の

務

① 人 5 6 3 3 3 3 3
成

事

果指標 ②
(4)の結果

業

の ① 人 305 319 2

の

91 306 316 32

現

7 337
成果指標 ②

予

状

算費目 会計 06 介護

　

保険特別会計（保険事

Ｐ

業勘定） 款 04 項 01

Ｌ

目 01

コスト 年度 H3

Ａ

1年度 R2年度 R2年

Ｎ

度 R3年度 R4年度 R

及

5年度 R6年度
実績値

び

計画値 実績値 計画値 目

Ｄ

標値 目標値 目標値
事業

Ｏ

費(決算又は予算額)

事

Ａ 単位 34 77 15 7

務

8 81 84 87

財
源
内

事

訳

 国庫支出金 千円 6

業

15 3 15 16 16 1

名

7
 県支出金 千円 4 9

N

2 9 10 10 10
 地

o

方債 千円 0 0 0 0 0 0

.

0
 その他 千円 9 20

5

4 21 21 22 23
 

4

一般財源 千円 15 33

0

6 33 34 36 37
人

高

件費Ｂ 千円 53.1 5

額

3.1 53.1 53.

医

1 53.1 53.1 5

療

3.1
正職員従事時間

合

×人数 時間×人 8× 2

算

8× 2 4× 4 4× 4 4

介

× 4 4× 4 4× 4
正職

護

員以外の人件費 千円 0

予

0 0 0 0 0 0
その他の

防

費用Ｃ 千円 0 0 0 0 0

サ

0 0
トータルコストA

ー

+B+C 千円 87.1

ビ

130.1 68.1 1

ス

31.1 134.1 1

費

37.1 140.1
単

相

位あたりコスト ① 千円

当

/人 0.3 0.4 0.

事

2 0.4 0.4 0.4

業

0.4
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

政

ﾄ/(2)の対象指標

策

）② 千円/ 0 0 0 0 0

こ

0 0

1

の事務事業
施策

の位置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

、対象を見直す（拡
そ

業

の理由
大・縮小）必要

名

はありませ
■ ない

んか

N

？

サービス利用に係る

o

利用者負担を軽減する

.

ための事業であり、目

5

的を
事業進展等による

4

環境変化 □ ある
見直す

0

必要はない。
に伴い、

高

目的を見直す（目
その

額

理由
的の追加・拡充又

医

は絞込）

必要はありま

療

せんか？ ■ ない

有
効
性

合

各対象者の給付の状況

算

からそれぞれのサービ

介

ス利用が適正であるか

護

どうかの確
今以上に事

予

業の成果を向上
認をし

防

て、不必要な給付があ

サ

るか否かの把握をする

ー

必要がある。
させる方

ビ

法を記入して下さ

い。

ス

内　容
※(3)の成果

費

指標を向上させる

　こ

相

とはできますか？

第７

当

期計画の事業費見込み

事

に対し、実績が上回っ

業

ている。
目的達成状況

２

内　容

□民間への一部

評

委託 □民間への全部委

価

託
市関与の必要性 □指

　

定管理 □補助金・負担

Ｃ

金助成 ■市の直営
内　

Ｈ

容
　（実施手法） 本事

Ｅ

業に精通した内部職員

Ｃ

が実施することがふさ

Ｋ

わしいと考えられるた

目

め。

効
率
性

介護保険法

的

上の定めがあり、統合

妥

・廃止することはでき

当

ない。
事務事業の統廃

性

合により、

事業の効率

こ

化を図り、成果
内　容

の

を向上させる方法を記

事

入し

て下さい。

給付の

業

適正化を図ることで、

の

削減は可能である。
現

必

状より事業費・人件費

要

を

削減する方法を記入

性

して下

さい。（仕様の

は

変更、外部 内　容
委託

薄

、従事時間の削減等は

れ

できないか？)

公
平
性

て

介護保険法で定められ

得

た自己負担額を負担し

ら

てい
■ ある ■ 現状で適

れ

正
受益者負担はありま

て

すか？ る。
また、受益

い

者負担割合は適 □ ない

る

□ 検討が必要 内　容
正

い

ですか？
□ 受益者がい

ま

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

せ

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

総合事業に

ん

よるサービス利用と医

か

療 3年ごとに策定され

。

る介護保険事業
事業実

十

施上の課題、住 保険の

分

利用状況を的確に把握

な

する必 計画において、

成

サービス利用状況を
民

果

・議会等からの意見 意

が

　見 要がある。 対応策

理

分析し、必要な見直し

　

を図っていく
と対応策

由

。

対象者からの申請を

得

受けて、国保連 継続し

ら

て実施するため、前年

れ

度と同
R3年度の事業

て

計画は前 変　更
合会及

い

び市で審査のうえ支給

ま

額を決 様・同規模で実

す

施。
年度から変更・追

か

加は 前年度 ・
定し、そ

？

の額を交付した。
ある

得

か 追　加

今後の事業・

ら

コスト・成果の方向性

れ

今後の事業の方向性、

て

改革・改善案
※今年度

い

からの具体的な事業の

な

進め方、手段の見直し

い

等、各方向性の内容

　

事

　　　　　　　　□　

業

拡大 3年ごとに策定さ

進

れる介護保険事業計画

展

において、サ
　　　　

等

　　　　　□　改善 ー

に

ビス利用状況を分析し

よ

、必要な見直しを図っ

る

ていく
　　　　　　　

環

　　■　現状維持 。ま

境

た、国保連合会・後期

変

高齢者医療等と連携を

化

図っ
　　　　　　　　

あ

　□　縮小 ていく。
　

る

　　　　　　　　□　

に

統合
　　　　　　　　

伴

　□　完了
　　　　　

い

　　　　□　廃止・休

、

止
コストの方向性
　　

対

　　　　　　　→　維

象

持
成果の方向性
　　　

を

　　　　　　→　維持

見

2

直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 540 高額医療合算介護予防サービス費相当事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険と医療保険の両方のサービス利用に係る利用者負担
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

を軽減するために本事業は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

様

高齢者人口は増加して

式

おり対象者は増加傾向

1

にあるが、介護保険法

-

上
事業進展等による環

2

境変化
□ ある の定めに

事

より対象者を見直すこ

務

とはできない。
に伴い



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 541 介護予防普及啓発事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成20年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

１　世代交流サッカー健康増進教室 １　世代交流サッカー健康増進教室
　市内在住の高齢者及びその家族（孫世代）を対象に 　シニア世代の健康増進や体力向上に寄与することを
健康教室を株式会社名古屋グランパスエイトと協働し 目的に、株式会社名古屋グランパスエイトの協力を得
開催する。 て、介護予防事業の普及・啓発のための事業を展開す
２　回想法教室 る。
　昔懐かしい話を参加者とすることで、脳の活性化を ２　回想法教室
図り、認知症の進行を抑制する効果が期待される回想 　高齢化の進む中、認知症の問題は大きな社会問題と
法教室を、特別養護老人

令

ホーム安立荘と協働し

和

実施す なっているため

 

、特別養護老人ホーム

3

安立荘の協力を
る。 得

年

て、市の介護予防にも

度

役立つ事業を展開する

（

。
【ＳＤＧｓの取組：

2

３、17】
特別養護老

年

人ホーム安立荘に委託

度

し、回想法教室を開催

実

した。
R2年度に実施

施

した具体的な 新型コロ

分

ナウイルスの影響によ

）

り、回想法教室は回数

事

を変更し、１クール開

務

催した
事業の方法、手

事

順、指標に対す 。
る成

業

果等 世代交流サッカー

目

健康増進教室は、悪天

的

候のため開催できなか

評

った。
 

事務事業を取

価

り巻く状況は過去と比

表

べ変化しているか (1

様

)活動指標（事務事業

式

の活動量を表す指標）

1

高齢者人口の増加 名称

-

単位
① 65歳以上の市

1

民 人
変 化

②
内 容

対

記

象(この事業の対象、

入

範囲となる人、物) (

日

2)対象指標（対象の

令

大きさを表す指標）

６

和

５歳以上の市民のうち

0

介護認定を受けていな

3

い人 名称 単位
① 65歳

年

以上のうち介護認定さ

1

れていない人 人
②

目的

2

(この事業によって上

月

記対象をどのような状

0

態にしたいのか) (3

8

)成果指標（目的の達

日

成度を示す指標）

健康

１

教室等に参加し健康へ

事

の意識付けをしてもら

務

う。 名称 単位
① 健康の

事

意識付けされた高齢者

業

人
②

結果(上位基本事

の

業の意図) (4)結果

現

の成果指標（上位基本

状

事業の成果指標）

健康

　

で安心して住み慣れた

Ｐ

地域で生活してもらう

Ｌ

。 名称 単位
① サッカー

Ａ

健康増進教室参加者 人

Ｎ

② 回想法教室参加者 人

及

事務事業の各種指標の

び

実績と見込及び目標

H

Ｄ

31年度 R2年度 R2

Ｏ

年度 R3年度 R4年度

事

R5年度 R6年度
指標

務

 ＼ 年度 単位
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

業

標値 目標値 目標値
(1

名

)の ① 人 11,021

N

11,204 11,2

o

08 11,387 11

.

,570 11,753

5

11,845
活動指標

4

②
(2)の ① 人 9,4

1

13 9,510 9,6

介

86 9,633 9,7

護

11 9,797 9,8

予

35
対象指標 ②
(3)

防

の ① 人 57 60 0 60

普

60 60 60
成果指標

及

②
(4)の結果の ① 人

啓

48 60 0 60 60 6

発

0 60
成果指標 ② 人 1

事

0 16 4 16 16 16

業

16
予算費目 会計 06

政

 介護保険特別会計（

策

保険事業勘定） 款 04

こ

項 02 目 01

コスト 年

の

度 H31年度 R2年度

事

R2年度 R3年度 R4

務

年度 R5年度 R6年度

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

施

値
事業費(決算又は予

策

算額)Ａ 単位 660 7

の

87 148 787 78

位

6 786 786

財
源
内

置

訳

 国庫支出金 千円 1

基

31 156 30 156

本

156 156 156
 

事

県支出金 千円 82 98

業

18 98 97 97 97

主

 地方債 千円 0 0 0 0

管

0 0 0
 その他 千円 1

課

79 214 40 214

名

211 211 211
 

課

一般財源 千円 268 3

長

19 60 319 322

名

322 322
人件費Ｂ

こ

千円 1,653.4 2

の

,151.4 996 9

事

96 996 996 99

務

6
正職員従事時間×人

事

数 時間×人 166× 3

業

162× 4 100× 3

の

100× 3 100× 3

開

100× 3 100× 3

始

正職員以外の人件費 千

時

円 0 0 0 0 0 0 0
その

期

他の費用Ｃ 千円 285

事

146 0 0 0 0 0
トー

務

タルコストA+B+C

区

千円 2,598.4 3

分

,084.4 1,14

法

4 1,783 1,78

定

2 1,782 1,78

受

2
単位あたりコスト ①

託

千円/人 0.3 0.3

事

0.1 0.2 0.2 0

務

.2 0.2
（ﾄｰﾀﾙ

自

ｺｽﾄ/(2)の対象

治

指標）② 千円/ 0 0 0

事

0 0 0 0

1

務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

に対して介護予防に関

業

する普及を実施する必

名

要があ
事業進展等によ

N

る環境変化 □ ある
るた

o

め、目的を見直す必要

.

はない。
に伴い、目的

5

を見直す（目
その理由

4

的の追加・拡充又は絞

1

込）

必要はありません

介

か？ ■ ない

有
効
性

この

護

事業への参加者を増加

予

させることができれば

防

、成果を向上させるこ

普

とがで
今以上に事業の

及

成果を向上
きる。

させ

啓

る方法を記入して下さ

発

い。 内　容
※(3)の

事

成果指標を向上させる

業

　ことはできますか？

２

健康教室への参加によ

評

り健康への意識付けが

価

なされ、回想法への参

　

加により認
目的達成状

Ｃ

況 内　容 知機能の低下

Ｈ

を防止することができ

Ｅ

ている。

□民間への一

Ｃ

部委託 ■民間への全部

Ｋ

委託
市関与の必要性 □

目

指定管理 □補助金・負

的

担金助成 □市の直営
内

妥

　容
　（実施手法） 委

当

託料

効
率
性

他の事業と

性

の統廃合することによ

こ

り、成果を向上させる

の

ことができない。
事務

事

事業の統廃合により、

業

事業の効率化を図り、

の

成果
内　容

を向上させ

必

る方法を記入し

て下さ

要

い。

健康教室、回想法

性

の参加者数を鑑みると

は

、現状の事業費が適正

薄

である。
現状より事業

れ

費・人件費を

削減する

て

方法を記入して下

さい

得

。（仕様の変更、外部

ら

内　容
委託、従事時間

れ

の削減等は

できないか

て

？)

公
平
性

適正である

い

。
□ ある ■ 現状で適正

る

受益者負担はあります

い

か？

また、受益者負担

ま

割合は適 ■ ない □ 検討

せ

が必要 内　容
正ですか

ん

？
□ 受益者がいない

３

か

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

。

Ｏ
Ｎ

世代交流サッカー

十

健康増進教室の参 周知

分

方法の検討を行う。
事

な

業実施上の課題、住 加

成

者が減少している。
民

果

・議会等からの意見 意

が

　見  対応策
と対応策

理

回想法教室を開催した

　

。 新型コロナウィルス

由

の感染状況によ
R3年

得

度の事業計画は前 変　

ら

更
世代交流サッカー健

れ

康増進教室は、 り縮小

て

する可能性はあるが、

い

基本的
年度から変更・

ま

追加は 前年度 ・
新型コ

す

ロナウィルスの感染拡

か

大や天 には、実施する

？

方向。
あるか 追　加

候

得

不良により中止した。

ら

今後の事業・コスト・

れ

成果の方向性 今後の事

て

業の方向性、改革・改

い

善案
※今年度からの具

な

体的な事業の進め方、

い

手段の見直し等、各方

事

向性の内容

　　　　　

業

　　　　□　拡大 高齢

進

者の自発的な取り組み

展

を引き出すとともに、

等

いき
　　　　　　　　

に

　□　改善 いきと生活

よ

できる地域づくりを進

る

めていく。
　　　　　

環

　　　　■　現状維持

境

 
　　　　　　　　　

変

□　縮小
　　　　　　

化

　　　□　統合
　　　

あ

　　　　　　□　完了

る

　　　　　　　　　□

に

　廃止・休止
コストの

伴

方向性
　　　　　　　

い

　　→　維持
成果の方

、

向性
　　　　　　　　

対

　→　維持

2

象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 541 介護予防普及啓発事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

この事業は、市内の高齢者の要介護軽減等のために必要があ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

今後も高齢者全般に対して介護予防に関する普及を実施する必要があ
事業進

様

展等による環境変化
□

式

ある るため、対象を見

1

直す必要はない。
に伴

-

い、対象を見直す（拡

2

その理由
大・縮小）必

事

要はありませ
■ ない

ん

務

か？

今後も高齢者全般



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 542 地域介護予防活動支援事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成29年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地域支援事業実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みなよし地域包括支援センターを中心に介護予防教室 高齢者人口の増加に伴い、年々要介護状態となる方も
を実施する。教室の内容は、体操教室や転倒予防教室 増えており、介護保険制度の維持・継続に、各々が主
などの身体を動かすもののほか、音楽療法や書道など 体的に介護状態にならないよう取り組むことが重要と
頭や指先を使う内容とし、教室の要所に専門の講師を なっている。高齢者が無理なく適切な予防活動を行う
招いて実施することで、参加者の関心を高め、介護予 にあたり、具体的な方法や知識の周知のため、今後も
防の効果的な方

令

法を広める。 教室の実

和

施継続、拡大が必要で

 

ある。
「SDGsの取

3

組：３、４」

介護予防

年

教室の運営をみなよし

度

地域包括支援センター

（

が支援した。
R2年度

2

に実施した具体的な
事

年

業の方法、手順、指標

度

に対す
る成果等

事務事

実

業を取り巻く状況は過

施

去と比べ変化している

分

か (1)活動指標（事

）

務事業の活動量を表す

事

指標）

介護予防教室の

務

運営主体となる人材が

事

高齢化している。現 名

業

称 単位
状では事業継続

目

できているが、将来的

的

に人材不足が予想さ ①

評

要介護等認定者数 人
変

価

 化
れる。また、R２

表

年度は新型コロナウイ

様

ルス感染予防のた ②
内

式

 容
めに介護予防教室

1

を中止する時期があり

-

、今後も感染状況
によ

1

っては中止が予想され

記

る。

対象(この事業の

入

対象、範囲となる人、

日

物) (2)対象指標（

令

対象の大きさを表す指

和

標）

①みなよし地域在

0

住の高齢者 名称 単位
②

3

虚弱・軽度認知症疑い

年

のある高齢者 ① みなよ

1

し地域65歳以上人口

2

人
② みなよし地域総合

月

事業利用者数 人

目的(

0

この事業によって上記

8

対象をどのような状態

日

にしたいのか) (3)

１

成果指標（目的の達成

事

度を示す指標）

健康を

務

増進させ、介護予防状

事

態の悪化を防止し、地

業

域において安 名称 単位

の

心して集える場を提供

現

する ① 介護予防教室開

状

催数 回
 ② 介護予防教

　

室等実施会場数 か所

結

Ｐ

果(上位基本事業の意

Ｌ

図) (4)結果の成果

Ａ

指標（上位基本事業の

Ｎ

成果指標）

活動的な生

及

活を送る高齢者の増加

び

名称 単位
 ① 教室に参

Ｄ

加した高齢者延人数 人

Ｏ

②

事務事業の各種指標

事

の実績と見込及び目標

務

H31年度 R2年度 R

事

2年度 R3年度 R4年

業

度 R5年度 R6年度
指

名

標 ＼ 年度 単位
実績

N

値 計画値 実績値 計画値

o

目標値 目標値 目標値
(

.

1)の ① 人 1,428

5

1,511 1,522

4

1,628 1,744

2

1,871 2,010

地

活動指標 ②
(2)の ①

域

人 1,320 1,33

介

3 1,333 1,35

護

6 1,379 1,40

予

1 1,424
対象指標

防

② 人 27 28 31 32

活

33 34 35
(3)の

動

① 回 164 181 97

支

181 181 181 1

援

81
成果指標 ② か所 1

事

1 13 8 13 13 13

業

13
(4)の結果の ①

政

人 3,211 3,57

策

1 1,524 3,57

こ

1 3,571 3,57

の

1 3,571
成果指標

事

②
予算費目 会計 06 

務

介護保険特別会計（保

事

険事業勘定） 款 04 項

業

02 目 01

コスト 年度

施

H31年度 R2年度 R

策

2年度 R3年度 R4年

の

度 R5年度 R6年度
実

位

績値 計画値 実績値 計画

置

値 目標値 目標値 目標値

基

事業費(決算又は予算

本

額)Ａ 単位 712 77

事

8 449 780 850

業

850 850

財
源
内
訳

主

 国庫支出金 千円 14

管

2 155 90 156 1

課

70 170 170
 県

名

支出金 千円 88 97 5

課

6 97 106 106 1

長

06
 地方債 千円 0 0

名

0 0 0 0 0
 その他 千

こ

円 290 210 121

の

210 229 229 2

事

29
 一般財源 千円 1

務

92 316 182 31

事

7 345 345 345

業

人件費Ｂ 千円 2,32

の

0.7 2,320.7

開

2,320.7 2,3

始

20.7 2,320.

時

7 2,320.7 2,

期

320.7
正職員従事

事

時間×人数 時間×人 2

務

33× 3 233× 3 2

区

33× 3 233× 3 2

分

33× 3 233× 3 2

法

33× 3
正職員以外の

定

人件費 千円 0 0 0 0 0

受

0 0
その他の費用Ｃ 千

託

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

事

タルコストA+B+C

務

千円 3,032.7 3

自

,098.7 2,76

治

9.7 3,100.7

事

3,170.7 3,1

務

70.7 3,170.

こ

7
単位あたりコスト ①

の

千円/人 2.3 2.3

事

2.1 2.3 2.3 2

務

.3 2.2
（ﾄｰﾀﾙ

事

ｺｽﾄ/(2)の対象

業

指標）② 千円/人 11

の

2.3 110.7 89

根

.3 96.9 96.1

拠

93.3 90.6

1

法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

す（拡
その理由

大・縮

業

小）必要はありませ
■

名

ない
んか？

介護予防教

N

室の実施回数や講師の

o

確保ができており、予

.

定通り運営で
事業進展

5

等による環境変化 □ あ

4

る
きているため、目的

2

を見直す必要はない。

地

に伴い、目的を見直す

域

（目
その理由

的の追加

介

・拡充又は絞込）

必要

護

はありませんか？ ■ な

予

い

有
効
性

地域ボランテ

防

ィアと連携することで

活

、介護予防教室の運営

動

の安定化を図る。定
今

支

以上に事業の成果を向

援

上
期的に介護予防教室

事

が開催されることで、

業

高齢者の外出・運動機

２

会の増加につ
させる方

評

法を記入して下さ
なが

価

る。
い。 内　容
※(3

　

)の成果指標を向上さ

Ｃ

せる

　ことはできます

Ｈ

か？

各行政区に1ヶ所

Ｅ

以上の介護予防教室が

Ｃ

実施できた。
目的達成

Ｋ

状況 内　容

□民間への

目

一部委託 □民間への全

的

部委託
市関与の必要性

妥

□指定管理 □補助金・

当

負担金助成 ■市の直営

性

内　容
　（実施手法）

こ

講師謝礼

効
率
性

統廃合

の

することができない。

事

事務事業の統廃合によ

業

り、

事業の効率化を図

の

り、成果
内　容

を向上

必

させる方法を記入し

て

要

下さい。

地域ボランテ

性

ィアの活動を支援し、

は

事業の主催者を置き換

薄

えることにより、削
現

れ

状より事業費・人件費

て

を
減できる費用がある

得

。
削減する方法を記入

ら

して下

さい。（仕様の

れ

変更、外部 内　容
委託

て

、従事時間の削減等は

い

できないか？)

公
平
性

る

内容により、費用が変

い

動するので実費の費用

ま

徴収
□ ある □ 現状で適

せ

正
受益者負担はありま

ん

すか？ を検討する必要

か

がある。
また、受益者

。

負担割合は適 ■ ない ■

十

検討が必要 内　容
正で

分

すか？
□ 受益者がいな

な

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

成

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

閉じこもりが

果

ちな高齢者の中には、

が

閉じこもりがちな高齢

理

者等への教室
事業実施

　

上の課題、住 介護予防

由

の必要性を感じていな

得

い人 参加に向けたアプ

ら

ローチと合わせて
民・

れ

議会等からの意見 意　

て

見 も多く、教室への参

い

加が増えない。 対応策

ま

教室の開催を行ってい

す

く。
と対応策

みなよし

か

地域包括支援センター

？

を中 介護予防教室の実

得

施主体をボランテ
R3

ら

年度の事業計画は前 変

れ

　更
心に介護予防教室

て

を実施した。 ィアや各

い

地域住民へ移行できる

な

よう
年度から変更・追

い

加は 前年度 ・
にしてい

事

く。
あるか 追　加

今後

業

の事業・コスト・成果

進

の方向性 今後の事業の

展

方向性、改革・改善案

等

※今年度からの具体的

に

な事業の進め方、手段

よ

の見直し等、各方向性

る

の内容

　　　　　　　

環

　　□　拡大 閉じこも

境

り高齢者等への教室参

変

加に向けたアプローチ

化

　　　　　　　　　□

あ

　改善 と併せ実施して

る

いく。平成29年度以

に

降は地域包括支援
　　

伴

　　　　　　　■　現

い

状維持 センターが主体

、

となり教室を実施して

対

いるが、いずれ
　　　

象

　　　　　　□　縮小

を

実施主体をボランティ

見

アや各地区住民へ移行

直

できるよ
　　　　　　

す

　　　□　統合 う図っ

（

ていく。また市民が自

拡

主的に介護予防に取り

そ

組
　　　　　　　　　

の

□　完了 めるよう、地

理

域包括支援センターを

由

中心としたフォロ
　　

大

　　　　　　　□　廃

・

止・休止 ー体制を構築

縮

する必要がある。さら

小

に、座ってできる
コス

）

トの方向性 ような介護

必

予防教室を増やしてい

要

く。
　　　　　　　　

は

　→　維持
成果の方向

あ

性
　　　　　　　　　

り

→　維持

2

ませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 542 地域介護予防活動支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

定期的に参加し活動習慣とすることで、認知症や廃用症候群
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

を予防できている高齢者がいる。また、地域住民と交流する
いませんか。十分な成果が 理　由

機会にもなり、閉じこもり・うつ予防につながっ

様

ている。
得られていま

式

すか？ □ 得られていな

1

い

介護保険法に基づき

-

実施ため対象を見直す

2

必要はない。
事業進展

事

等による環境変化
□ あ

務

る
に伴い、対象を見直



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 551 成年後見制度利用支援事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成17年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の45第2項第2号

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

高齢者が地域生活に困難を抱えた時に、その人の権利 対象となる認知症高齢者を保護し、地域において尊厳
・財産等を守るための支援・相談を行う。認知症等の のある生活を維持し安心した生活を確保するために必
ために判断能力の不十分な高齢者のために本人に代わ 要である。
って市長が家庭裁判所に後見開始等の審判請求の手続
等を行う。
【ＳＤＧｓの取組：３】

判断能力が不十分で、家族等の支援が受けられない高齢者に、市長が代わりとなっ
R2年度に実施した具体的な て申立ての手続を進めた。
事業の方法、手順、指標

令

に対す
る成果等

事務事

和

業を取り巻く状況は過

 

去と比べ変化している

3

か (1)活動指標（事

年

務事業の活動量を表す

度

指標）

変化ない 名称 単

（

位
① 市長による審判請

2

求件数 件
変 化

②
内 

年

容

対象(この事業の対

度

象、範囲となる人、物

実

) (2)対象指標（対

施

象の大きさを表す指標

分

）

判断能力の不十分な

）

高齢者 名称 単位
① 判断

事

能力不十分な身寄りの

務

ない高齢者 人
②

目的(

事

この事業によって上記

業

対象をどのような状態

目

にしたいのか) (3)

的

成果指標（目的の達成

評

度を示す指標）

安心し

価

て日常生活を営んでも

表

らう 名称 単位
① 成年後

様

見制度利用者数 人
②

結

式

果(上位基本事業の意

1

図) (4)結果の成果

-

指標（上位基本事業の

1

成果指標）

安心して住

記

み慣れた地域で生活し

入

てもらう 名称 単位
① サ

日

ービスを利用した高齢

令

者数 人
②

事務事業の各

和

種指標の実績と見込及

0

び目標

H31年度 R2

3

年度 R2年度 R3年度

年

R4年度 R5年度 R6

1

年度
指標 ＼ 年度 単

2

位
実績値 計画値 実績値

月

計画値 目標値 目標値 目

0

標値
(1)の ① 件 2 3

8

2 3 3 3 3
活動指標 ②

日

(2)の ① 人 2 3 2 3

１

3 3 3
対象指標 ②
(3

事

)の ① 人 2 3 2 3 3 3

務

3
成果指標 ②

(4)の

事

結果の ① 人 2 3 2 3 3

業

3 3
成果指標 ②

予算費

の

目 会計 06 介護保険

現

特別会計（保険事業勘

状

定） 款 04 項 03 目 0

　

2

コスト 年度 H31年

Ｐ

度 R2年度 R2年度 R

Ｌ

3年度 R4年度 R5年

Ａ

度 R6年度
実績値 計画

Ｎ

値 実績値 計画値 目標値

及

目標値 目標値
事業費(

び

決算又は予算額)Ａ 単

Ｄ

位 611 1,166 1

Ｏ

98 1,167 1,1

事

67 1,167 1,1

務

67

財
源
内
訳

 国庫支

事

出金 千円 235 448

業

76 449 449 44

名

9 449
 県支出金 千

N

円 117 224 38 2

o

24 224 224 22

.

4
 地方債 千円 0 0 0

5

0 0 0 0
 その他 千円

5

0 0 0 0 0 0 0
 一般

1

財源 千円 259 494

成

84 494 494 49

年

4 494
人件費Ｂ 千円

後

498 826.7 1,

見

573.7 1,573

制

.7 1,573.7 1

度

,573.7 1,57

利

3.7
正職員従事時間

用

×人数 時間×人 75×

支

2 83× 3 158× 3

援

158× 3 158× 3

事

158× 3 158× 3

業

正職員以外の人件費 千

政

円 0 0 0 0 0 0 0
その

策

他の費用Ｃ 千円 89 1

こ

46 185 185 18

の

5 185 185
トータ

事

ルコストA+B+C 千

務

円 1,198 2,13

事

8.7 1,956.7

業

2,925.7 2,9

施

25.7 2,925.

策

7 2,925.7
単位

の

あたりコスト ① 千円/

位

人 599 712.9 9

置

78.3 975.2 9

基

75.2 975.2 9

本

75.2
（ﾄｰﾀﾙｺ

事

ｽﾄ/(2)の対象指

業

標）② 千円/ 0 0 0 0

主

0 0 0

1

管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

か？

成年後見制度の趣

業

旨に基づくため見直す

名

必要はない。
事業進展

N

等による環境変化 □ あ

o

る
に伴い、目的を見直

.

す（目
その理由

的の追

5

加・拡充又は絞込）

必

5

要はありませんか？ ■

1

ない

有
効
性

判断能力の

成

不十分な高齢者を保護

年

するため、事業につい

後

て充実の周知を行って

見

今以上に事業の成果を

制

向上
いく。

させる方法

度

を記入して下さ

い。 内

利

　容
※(3)の成果指

用

標を向上させる

　こと

支

はできますか？

支援が

援

必要なケースがあれば

事

必ず達成させる事業で

業

ある。
目的達成状況 内

２

　容

□民間への一部委

評

託 □民間への全部委託

価

市関与の必要性 □指定

　

管理 □補助金・負担金

Ｃ

助成 ■市の直営
内　容

Ｈ

　（実施手法） 成年後

Ｅ

見人費用

効
率
性

統廃合

Ｃ

することはできない。

Ｋ

事務事業の統廃合によ

目

り、

事業の効率化を図

的

り、成果
内　容

を向上

妥

させる方法を記入し

て

当

下さい。

削減はできな

性

い。
現状より事業費・

こ

人件費を

削減する方法

の

を記入して下

さい。（

事

仕様の変更、外部 内　

業

容
委託、従事時間の削

の

減等は

できないか？)

必

公
平
性

適正である。
■

要

ある ■ 現状で適正
受益

性

者負担はありますか？

は

また、受益者負担割合

薄

は適 □ ない □ 検討が必

れ

要 内　容
正ですか？

□

て

受益者がいない

３
改
革

得

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

ら

対象者となる認知高齢

れ

者候補者の把 地域包括

て

支援センターの活動の

い

中で
事業実施上の課題

る

、住 握が困難。 、支援

い

が必要と思われる人を

ま

把握す
民・議会等から

せ

の意見 意　見 対応策 る

ん

。
と対応策

判断能力が

か

不十分で、家族等の支

。

援 継続して実施するた

十

め、前年度と同
R3年

分

度の事業計画は前 変　

な

更
が受けられない高齢

成

者に、市長が代 様・同

果

規模で実施。
年度から

が

変更・追加は 前年度 ・

理

わりとなって申立ての

　

手続を進めた
あるか 追

由

　加
。

今後の事業・コ

得

スト・成果の方向性 今

ら

後の事業の方向性、改

れ

革・改善案
※今年度か

て

らの具体的な事業の進

い

め方、手段の見直し等

ま

、各方向性の内容

　　

す

　　　　　　　□　拡

か

大 対象となる認知症高

？

齢者の権利を保護し、

得

安全な日常
　　　　　

ら

　　　　□　改善 生活

れ

を確保するために継続

て

実施していく。
　　　

い

　　　　　　■　現状

な

維持
　　　　　　　　

い

　□　縮小
　　　　　

事

　　　　□　統合
　　

業

　　　　　　　□　完

進

了
　　　　　　　　　

展

□　廃止・休止
コスト

等

の方向性
　　　　　　

に

　　　→　維持
成果の

よ

方向性
　　　　　　　

る

　　→　維持

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 551 成年後見制度利用支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護保険法に基づく任意事業である。また老人福祉法による
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

市長申立ての規定があるため必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

成年後見人制度の対象者が判

様

断能力が不十分な高齢

式

者のため見直す必
事業

1

進展等による環境変化

-

□ ある 要はない。
に伴

2

い、対象を見直す（拡

事

その理由
大・縮小）必

務

要はありませ
■ ない

ん



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 552 地域支え合い体制づくり事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成23年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地域支援事業実施要綱、みよし市緊急通報システム事業実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

【認知症高齢者等家族支援サービス事業】認知症等の 高齢化率が年々上昇し、高齢者を在宅で介護する人が
高齢者を在宅で介護する人に、位置探索システム専用 増加したり、行方不明になる高齢者が発生している。
端末を貸出し、行方不明高齢者の早期発見及び安全の その課題を地域で対応するため、この事業を実施する
確保を図る。【認知症サポーター養成事業】認知症高 必要がある。
齢者とその家族への支援を学ぶことができるようにす
る。また、フォローアップ講座で、実践的なスキルを
習得し、

令

認知症カフェなどでの

和

ボランティア活動につ

 

なげる。【緊急通報シ

3

ステム事業】在宅のひ

年

とり暮ら
し高齢者を対

度

象に、緊急事態に対応

（

できるシステム機
器を

2

貸出しする。【ＳＤＧ

年

ｓの取組：３】
認知症

度

サポーターキャラバン

実

の事務局業務を委託し

施

、サポーター養成講座

分

を実施し
R2年度に実

）

施した具体的な 、申請

事

に基づき、ひとり暮ら

務

し高齢者宅に緊急通報

事

装置を設置し、非常時

業

に迅速に
事業の方法、

目

手順、指標に対す 連絡

的

がとれる体制を整えた

評

。申請に基づき、認知

価

症の高齢者を介護する

表

家族に位置
る成果等 探

様

索システム専用端末を

式

貸出した。

事務事業を

1

取り巻く状況は過去と

-

比べ変化しているか (

1

1)活動指標（事務事

記

業の活動量を表す指標

入

）

毎年認知症サポータ

日

ー養成講座を開催して

令

、認知症につい 名称 単

和

位
ての理解を広めてき

0

た。 ① 認知症サポータ

3

ー養成講座開催回数 回

年

変 化
 ② 緊急通報シ

1

ステム設置台数 台
内 

2

容

対象(この事業の対

月

象、範囲となる人、物

0

) (2)対象指標（対

8

象の大きさを表す指標

日

）

①市民 名称 単位
②緊

１

急事態の恐れがある6

事

5歳以上のひとり暮ら

務

し高齢者、シルバ ① 市

事

民 人
ーハウジング入居

業

者 ② ６５歳以上のひと

の

り暮らし高齢者 人

目的

現

(この事業によって上

状

記対象をどのような状

　

態にしたいのか) (3

Ｐ

)成果指標（目的の達

Ｌ

成度を示す指標）

市民

Ａ

に対して講座を開催し

Ｎ

、認知症に関する知識

及

の普及を行う。 名称 単

び

位
市民に「みよし安心

Ｄ

ネット」へ登録しても

Ｏ

らい行方不明者捜索時

事

① サポーターの人数 人

務

に協力を依頼する。 ②

事

緊急通報システム利用

業

人数 人

結果(上位基本

名

事業の意図) (4)結

N

果の成果指標（上位基

o

本事業の成果指標）

安

.

心して住み慣れた地域

5

で生活してもらう 名称

5

単位
① サポーターの人

2

数 人
② 緊急通報システ

地

ム利用人数 人

事務事業

域

の各種指標の実績と見

支

込及び目標

H31年度

え

R2年度 R2年度 R3

合

年度 R4年度 R5年度

い

R6年度
指標 ＼ 年

体

度 単位
実績値 計画値 実

制

績値 計画値 目標値 目標

づ

値 目標値
(1)の ① 回

く

32 30 15 30 30

り

30 30
活動指標 ② 台

事

74 100 76 100

業

100 100 100
(

政

2)の ① 人 61,15

策

3 61,040 61,

こ

236 61,570 6

の

2,100 62,36

事

0 62,620
対象指

務

標 ② 人 983 1,00

事

0 1,094 1,10

業

0 1,200 1,30

施

0 1,400
(3)の

策

① 人 18,465 20

の

,000 19,231

位

21,500 23,0

置

00 24,500 26

基

,000
成果指標 ② 人

本

74 100 76 100

事

100 100 100
(

業

4)の結果の ① 人 18

主

,465 20,000

管

19,231 21,5

課

00 23,000 24

名

,500 26,000

課

成果指標 ② 人 74 10

長

0 76 100 100 1

名

00 100
予算費目 会

こ

計 06 介護保険特別

の

会計（保険事業勘定）

事

款 04 項 03 目 02

コ

務

スト 年度 H31年度 R

事

2年度 R2年度 R3年

業

度 R4年度 R5年度 R

の

6年度
実績値 計画値 実

開

績値 計画値 目標値 目標

始

値 目標値
事業費(決算

時

又は予算額)Ａ 単位 1

期

,596 2,194 1

事

,683 1,993 1

務

,954 1,954 2

区

,005

財
源
内
訳

 国

分

庫支出金 千円 438 8

法

44 461 767 75

定

2 752 771
 県支

受

出金 千円 219 422

託

230 383 376 3

事

76 385
 地方債 千

務

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

自

の他 千円 0 0 0 0 0 0

治

0
 一般財源 千円 93

事

9 928 992 843

務

826 826 849
人

こ

件費Ｂ 千円 1,196

の

2,026 2,191

事

.2 2,191.2 2

務

,191.2 2,19

事

1.2 2,191.2

業

正職員従事時間×人数

の

時間×人 75× 4 11

根

0× 5 110× 6 11

拠

0× 6 110× 6 11

法

0× 6 110× 6
正職

令

員以外の人件費 千円 2

事

00 200 0 0 0 0 0

業

その他の費用Ｃ 千円 4

の

89 146 0 0 0 0 0

概

トータルコストA+B

要

+C 千円 3,281 4

現

,366 3,874.

在

2 4,184.2 4,

の

145.2 4,145

状

.2 4,196.2
単

況

位あたりコスト ① 千円

と

/人 0.1 0.1 0.

こ

1 0.1 0.1 0.1

の

0.1
（ﾄｰﾀﾙｺｽ

事

ﾄ/(2)の対象指標

務

）② 千円/人 3.3 4

事

.4 3.5 3.8 3.

業

5 3.2 3

1

を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

齢者を地域で見守る体

業

制
事業進展等による環

名

境変化 □ ある
作りを見

N

直す必要はない。
に伴

o

い、目的を見直す（目

.

その理由
的の追加・拡

5

充又は絞込）

必要はあ

5

りませんか？ ■ ない

有

2

効
性

講座や模擬訓練を

地

通じて認知症に関する

域

知識の普及を進める。

支

今以上に事業の成果を

え

向上

させる方法を記入

合

して下さ

い。 内　容
※

い

(3)の成果指標を向

体

上させる

　ことはでき

制

ますか？

新型コロナウ

づ

イルスの影響により年

く

間の認知症サポーター

り

養成数が766人とな

事

目的達成状況 内　容 り

業

、51％の達成率であ

２

った。

■民間への一部

評

委託 □民間への全部委

価

託
市関与の必要性 □指

　

定管理 □補助金・負担

Ｃ

金助成 ■市の直営
内　

Ｈ

容
　（実施手法） 認知

Ｅ

症サポーターキャラバ

Ｃ

ンの事務局業務を委託

Ｋ

、緊急通報装置と位置

目

探索シ
ステム専用端末

的

は市の直営

効
率
性

統廃

妥

合することはできない

当

。
事務事業の統廃合に

性

より、

事業の効率化を

こ

図り、成果
内　容

を向

の

上させる方法を記入し

事

て下さい。

事業を円滑

業

に運営するため、委託

の

料を削減することはで

必

きない。
現状より事業

要

費・人件費を
市民から

性

の申請に対応するため

は

、事業費を削減するこ

薄

とはできない。
削減す

れ

る方法を記入して下

さ

て

い。（仕様の変更、外

得

部 内　容
委託、従事時

ら

間の削減等は

できない

れ

か？)

公
平
性

位置探索

て

システム専用端末の基

い

本料金は本人負担
■ あ

る

る ■ 現状で適正
受益者

い

負担はありますか？

ま

ま

た、受益者負担割合は

せ

適 □ ない □ 検討が必要

ん

内　容
正ですか？

□ 受

か

益者がいない

３
改
革
改

。

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

位

十

置探索システム専用端

分

末の利用者 他の端末機

な

の導入を検討する。
事

成

業実施上の課題、住 が

果

減少している。
民・議

が

会等からの意見 意　見

理

対応策
と対応策

認知症

　

サポーターキャラバン

由

事務局 継続して実施す

得

るため、前年度と同
R

ら

3年度の事業計画は前

れ

変　更
を委託した。緊

て

急通報システムを設 様

い

・同規模で実施。
年度

ま

から変更・追加は 前年

す

度 ・
置した。位置探索

か

システム専用端末
ある

？

か 追　加
を貸出した。

得

今後の事業・コスト・

ら

成果の方向性 今後の事

れ

業の方向性、改革・改

て

善案
※今年度からの具

い

体的な事業の進め方、

な

手段の見直し等、各方

い

向性の内容

　　　　　

事

　　　　□　拡大 【認

業

知症高齢者等家族支援

進

サービス事業】
　　　

展

　　　　　　□　改善

等

支援の必要な高齢者の

に

把握に努め、今後も事

よ

業を継続
　　　　　　

る

　　　■　現状維持 す

環

る。
　　　　　　　　

境

　□　縮小 【認知症サ

変

ポーター養成事業】
　

化

　　　　　　　　□　

あ

統合 市内の小学校、企

る

業を中心に、認知症サ

に

ポーター養成
　　　　

伴

　　　　　□　完了 講

い

座を開催し、毎年1,

、

500人の養成を目標

対

とする。
　　　　　　

象

　　　□　廃止・休止

を

【緊急通報システム事

見

業】
コストの方向性 平

直

成26年度より順次レ

す

ンタル機器に移行
　　

（

　　　　　　　→　維

拡

持
成果の方向性
　　　

そ

　　　　　　→　維持

の

2

理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 552 地域支え合い体制づくり事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

認知症のみならず、緊急事態が予測される高齢者を地域で見
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

守る体制ができている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象者は市民全体なので見直す必要はない

様

。
事業進展等による環

式

境変化
□ ある

に伴い、

1

対象を見直す（拡
その

-

理由
大・縮小）必要は

2

ありませ
■ ない

んか？

事

認知症のみならず、緊

務

急事態が予測される高



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 553 家族介護者交流事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井謙一
この事務事業の開始時期 平成18年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法第115条の45第3項

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

介護知識の取得、地域での仲間づくりの促進により高 介護の知識提供や情報交換を行うための介護者同士の
齢者を介護している家族の介護負担の軽減を図り必要 交流の促進し、介護者の心身のリフレッシュを図る。
な支援を行う。
【ＳＤＧｓの取組：３】

家族介護者交流として「地域サロン事業」を委託し、介護者の交流に努めた。
R2年度に実施した具体的な 介護に関する知識を詰め込んだ「さろんニュース」を発行した。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の

令

活動量を表す指標）

老

和

々介護が増えている 名

 

称 単位
① 交流事業の年

3

間参加者数 人
変 化

②

年

内 容

対象(この事業

度

の対象、範囲となる人

（

、物) (2)対象指標

2

（対象の大きさを表す

年

指標）

家庭で介護をし

度

ている人 名称 単位
① 在

実

宅介護をしている人数

施

人
②

目的(この事業に

分

よって上記対象をどの

）

ような状態にしたいの

事

か) (3)成果指標（

務

目的の達成度を示す指

事

標）

家庭で介護してい

業

る人がゆとりを持って

目

暮らしていけるように

的

す 名称 単位
る。 ① 交流

評

事業の年間参加者数 人

価

②

結果(上位基本事業

表

の意図) (4)結果の

様

成果指標（上位基本事

式

業の成果指標）

健康で

1

安心して暮らしてもら

-

う 名称 単位
① 交流事業

1

の年間参加者数 人
②

事

記

務事業の各種指標の実

入

績と見込及び目標

H3

日

1年度 R2年度 R2年

令

度 R3年度 R4年度 R

和

5年度 R6年度
指標 

0

＼ 年度 単位
実績値 計

3

画値 実績値 計画値 目標

年

値 目標値 目標値
(1)

1

の ① 人 71 73 20 5

2

5 55 55 55
活動指

月

標 ②
(2)の ① 人 89

0

7 936 934 1,0

8

18 1,093 1,1

日

75 1,266
対象指

１

標 ②
(3)の ① 人 71

事

73 20 55 55 55

務

55
成果指標 ②

(4)

事

の結果の ① 人 71 73

業

20 55 55 55 55

の

成果指標 ②
予算費目 会

現

計 06 介護保険特別

状

会計（保険事業勘定）

　

款 04 項 03 目 02

コ

Ｐ

スト 年度 H31年度 R

Ｌ

2年度 R2年度 R3年

Ａ

度 R4年度 R5年度 R

Ｎ

6年度
実績値 計画値 実

及

績値 計画値 目標値 目標

び

値 目標値
事業費(決算

Ｄ

又は予算額)Ａ 単位 2

Ｏ

83 296 285 32

事

1 321 321 321

務

財
源
内
訳

 国庫支出金

事

千円 108 113 10

業

9 123 123 123

名

123
 県支出金 千円

N

54 56 54 61 61

o

61 61
 地方債 千円

.

0 0 0 0 0 0 0
 その

5

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

5

 一般財源 千円 121

3

127 122 137 1

家

37 137 137
人件

族

費Ｂ 千円 1,162 1

介

,822.7 757 7

護

57 757 757 75

者

7
正職員従事時間×人

交

数 時間×人 175× 2

流

183× 3 76× 3 7

事

6× 3 76× 3 76×

業

3 76× 3
正職員以外

政

の人件費 千円 0 0 0 0

策

0 0 0
その他の費用Ｃ

こ

千円 81 146 0 0 0

の

0 0
トータルコストA

事

+B+C 千円 1,52

務

6 2,264.7 1,

事

042 1,078 1,

業

078 1,078 1,

施

078
単位あたりコス

策

ト ① 千円/人 1.7 2

の

.4 1.1 1.1 1 0

位

.9 0.9
（ﾄｰﾀﾙ

置

ｺｽﾄ/(2)の対象

基

指標）② 千円/ 0 0 0

本

0 0 0 0

1

事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

■ ない
んか？

在宅介護

業

を行っている人の心身

名

のリフレッシュを図る

N

ための事業とし
事業進

o

展等による環境変化 □

.

ある
ているため、目的

5

の見直しを図る必要は

5

ない。
に伴い、目的を

3

見直す（目
その理由

的

家

の追加・拡充又は絞込

族

）

必要はありませんか

介

？ ■ ない

有
効
性

家族介

護

護用品の支給等を通し

者

て、この事業への参加

交

者を増加させることに

流

より
今以上に事業の成

事

果を向上
、成果を向上

業

させることができる。

２

させる方法を記入して

評

下さ

い。 内　容
※(3

価

)の成果指標を向上さ

　

せる

　ことはできます

Ｃ

か？

概ね達成している

Ｈ

。
目的達成状況 内　容

Ｅ

□民間への一部委託 ■

Ｃ

民間への全部委託
市関

Ｋ

与の必要性 □指定管理

目

□補助金・負担金助成

的

□市の直営
内　容

　（

妥

実施手法） 委託料

効
率

当

性

他の事業と統合する

性

ことにより、成果を向

こ

上させることが可能で

の

あるか検討し
事務事業

事

の統廃合により、
てい

業

く。
事業の効率化を図

の

り、成果
内　容

を向上

必

させる方法を記入し

て

要

下さい。

事業費を削減

性

できない。
現状より事

は

業費・人件費を

削減す

薄

る方法を記入して下

さ

れ

い。（仕様の変更、外

て

部 内　容
委託、従事時

得

間の削減等は

できない

ら

か？)

公
平
性

適正であ

れ

る。
□ ある ■ 現状で適

て

正
受益者負担はありま

い

すか？

また、受益者負

る

担割合は適 ■ ない □ 検

い

討が必要 内　容
正です

ま

か？
□ 受益者がいない

せ

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

ん

Ｉ
Ｏ
Ｎ

地域サロン事業

か

への参加者が減少し 事

。

業の見直し等の検討が

十

必要
事業実施上の課題

分

、住 ている。
民・議会

な

等からの意見 意　見 対

成

応策
と対応策

家族介護

果

者交流として「地域サ

が

ロン 地域サロンを毎月

理

定期開催し介護者
R3

　

年度の事業計画は前 変

由

　更
事業」を委託。 が

得

気軽に立ち寄れる場を

ら

提供してい
年度から変

れ

更・追加は 前年度 ・
さ

て

ろんにゅーすを発行し

い

た。 く。
あるか 追　加

ま

今後の事業・コスト・

す

成果の方向性 今後の事

か

業の方向性、改革・改

？

善案
※今年度からの具

得

体的な事業の進め方、

ら

手段の見直し等、各方

れ

向性の内容

　　　　　

て

　　　　□　拡大 孤独

い

傾向になりがちな在宅

な

介護において、地域全

い

体で
　　　　　　　　

事

　□　改善 継続的に支

業

援していくことが必要

進

である。
　　　　　　

展

　　　□　現状維持 他

等

の事業と統合すること

に

により、成果を向上さ

よ

せるこ
　　　　　　　

る

　　□　縮小 とが可能

環

であるか検討をする。

境

　　　　　　　　　■

変

　統合
　　　　　　　

化

　　□　完了
　　　　

あ

　　　　　□　廃止・

る

休止
コストの方向性
　

に

　　　　　　　　→　

伴

維持
成果の方向性
　　

い

　　　　　　　→　維

、

持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 553 家族介護者交流事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

在宅介護を行っている人の心身のリフレッシュを図るための
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

事業として、必要性はある。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

在宅介護を行っている人の心身のリフレッシュを図るた

様

めの事業とし
事業進展

式

等による環境変化
□ あ

1

る ているため、対象の

-

見直しを図る必要はな

2

い。
に伴い、対象を見

事

直す（拡
その理由

大・

務

縮小）必要はありませ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 554 介護相談員派遣事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成２０年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市介護相談員派遣事業実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

介護サービスの提供の場を訪問し、サービスを利用す 介護相談員の育成を図りつつ、調査方法、報告方法、
る者、家族及びスタッフの話を聞き、相談に応じる等 対処方法の確立を図る。
の活動を行う介護相談員の育成を行い、定期的にサー 介護相談員派遣事業所(予定)
ビス提供の場へ派遣することにより、利用者等の疑問 特別養護老人ホーム（３か所）、介護老人保健施設（
や不満、不安の解消を図り、利用者等の苦情を未然に １か所）、特定施設（１か所）、デイサービス（７か
防止するために実施する。 所）小規模多機能（１か所）グループ

令

ホーム（３か所
 ）、

和

有料老人ホーム（２か

 

所）
ＳＤＧｓの取り組

3

み：３

①介護サービス

年

事業所に訪問し利用者

度

等から聞取りを行い、

（

適正なサービス提供が

2

R2年度に実施した具

年

体的な うけられている

度

かを確認する。
事業の

実

方法、手順、指標に対

施

す ②サービス利用者及

分

び施設職員からの聞取

）

り内容に改善が必要と

事

判断したものにつ
る成

務

果等 いて、改善を実施

事

した。

事務事業を取り

業

巻く状況は過去と比べ

目

変化しているか (1)

的

活動指標（事務事業の

評

活動量を表す指標）

新

価

型コロナウイルス感染

表

症の拡大により、施設

様

訪問を行う 名称 単位
こ

式

とが困難になり、電話

1

による聞き取りに代え

-

た。 ① 要介護等認定者

1

数 人
変 化

②
内 容

対

記

象(この事業の対象、

入

範囲となる人、物) (

日

2)対象指標（対象の

令

大きさを表す指標）

介

和

護サービス利用者 名称

0

単位
① 介護（介護予防

3

）サービスの利用者数

年

人
②

目的(この事業に

1

よって上記対象をどの

2

ような状態にしたいの

月

か) (3)成果指標（

0

目的の達成度を示す指

8

標）

介護サービスを利

日

用する人が適正なサー

１

ビスを受けられる 名称

事

単位
① 一月あたりの介

務

護サービス利用者数 人

事

②

結果(上位基本事業

業

の意図) (4)結果の

の

成果指標（上位基本事

現

業の成果指標）

公平な

状

負担のもと安心して適

　

正な介護サービスを利

Ｐ

用してもらう 名称 単位

Ｌ

① 一月あたりの利用者

Ａ

数 人
②

事務事業の各種

Ｎ

指標の実績と見込及び

及

目標

H31年度 R2年

び

度 R2年度 R3年度 R

Ｄ

4年度 R5年度 R6年

Ｏ

度
指標 ＼ 年度 単位

事

実績値 計画値 実績値 計

務

画値 目標値 目標値 目標

事

値
(1)の ① 人 1,4

業

28 1,511 1,5

名

22 1,628 1,7

N

44 1,871 2,0

o

10
活動指標 ②
(2)

.

の ① 人 1,144 1,

5

197 1,176 1,

5

337 1,436 1,

4

540 1,655
対象

介

指標 ②
(3)の ① 人 1

護

,144 1,197 1

相

,176 1,337 1

談

,436 1,540 1

員

,655
成果指標 ②

(

派

4)の結果の ① 人 1,

遣

144 1,197 1,

事

176 1,337 1,

業

436 1,540 1,

政

655
成果指標 ②

予算

策

費目 会計 06 介護保

こ

険特別会計（保険事業

の

勘定） 款 04 項 03 目

事

02

コスト 年度 H31

務

年度 R2年度 R2年度

事

R3年度 R4年度 R5

業

年度 R6年度
実績値 計

施

画値 実績値 計画値 目標

策

値 目標値 目標値
事業費

の

(決算又は予算額)Ａ

位

単位 2,742 3,2

置

42 3,239 3,9

基

70 4,363 4,3

本

63 4,363

財
源
内

事

訳

 国庫支出金 千円 1

業

,055 1,248 1

主

,248 1,528 1

管

,679 1,679 1

課

,679
 県支出金 千

名

円 527 624 624

課

764 839 839 8

長

39
 地方債 千円 0 0

名

0 0 0 0 0
 その他 千

こ

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

の

般財源 千円 1,160

事

1,370 1,367

務

1,678 1,845

事

1,845 1,845

業

人件費Ｂ 千円 268.

の

9 298.8 338.

開

6 338.6 338.

始

6 338.6 338.

時

6
正職員従事時間×人

期

数 時間×人 27× 3 4

事

5× 2 34× 3 34×

務

3 34× 3 34× 3 3

区

4× 3
正職員以外の人

分

件費 千円 0 0 0 0 0 0

法

0
その他の費用Ｃ 千円

定

0 0 0 0 0 0 0
トータ

受

ルコストA+B+C 千

託

円 3,010.9 3,

事

540.8 3,577

務

.6 4,308.6 4

自

,701.6 4,70

治

1.6 4,701.6

事

単位あたりコスト ① 千

務

円/人 2.6 3 3 3.

こ

2 3.3 3.1 2.8

の

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

事

2)の対象指標）② 千

務

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

介護（介護予防）サー

業

ビス受給者が適正に介

名

護サービスを受けてい

N

る
事業進展等による環

o

境変化 □ ある
かを確認

.

するための事業であり

5

、目的を見直す必要は

5

ない。
に伴い、目的を

4

見直す（目
その理由

的

介

の追加・拡充又は絞込

護

）

必要はありませんか

相

？ ■ ない

有
効
性

派遣事

談

業所を増やすことによ

員

り、対象者の拡大が可

派

能
今以上に事業の成果

遣

を向上

させる方法を記

事

入して下さ

い。 内　容

業

※(3)の成果指標を

２

向上させる

　ことはで

評

きますか？

新型コロナ

価

ウイルス感染症の拡大

　

により計画の変更を余

Ｃ

儀なくされたが、介護

Ｈ

目的達成状況 内　容 サ

Ｅ

ービス利用者に寄り添

Ｃ

い、適切に達成された

Ｋ

。

□民間への一部委託

目

■民間への全部委託
市

的

関与の必要性 □指定管

妥

理 □補助金・負担金助

当

成 □市の直営
内　容

　

性

（実施手法） 専門知識

こ

のある事業者が聞き取

の

った内容に対応の必要

事

が生じた場合に内部職

業

員
が対応の実施をする

の

ことがふさわしいと考

必

えられるため。

効
率
性

要

介護サービス受給者が

性

適切にサービスを受け

は

ることができているか

薄

を確認する
事務事業の

れ

統廃合により、
必要が

て

あるため、事業の統合

得

・廃止はできない。
事

ら

業の効率化を図り、成

れ

果
内　容

を向上させる

て

方法を記入し

て下さい

い

。

適正な委託業務であ

る

るため、これ以上の事

い

業費・人件費の削減は

ま

できない。
現状より事

せ

業費・人件費を

削減す

ん

る方法を記入して下

さ

か

い。（仕様の変更、外

。

部 内　容
委託、従事時

十

間の削減等は

できない

分

か？)

公
平
性

直接的な

な

受益者はいない。
□ あ

成

る □ 現状で適正
受益者

果

負担はありますか？

ま

が

た、受益者負担割合は

理

適 □ ない □ 検討が必要

　

内　容
正ですか？

■ 受

由

益者がいない

３
改
革
改

得

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

介

ら

護サービス利用者、利

れ

用者の家族 介護事業所

て

から利用者等に対して

い

、
事業実施上の課題、

ま

住 に対する事業の周知

す

方法 周知を図ってもら

か

う。
民・議会等からの

？

意見 意　見 対応策
と対

得

応策

②サービス利用者

ら

及び施設職員に聞 継続

れ

して実施するため、前

て

年度と同
R3年度の事

い

業計画は前 変　更
取り

な

を行い、聞取り内容に

い

改善が必 様・同規模で

事

実施。
年度から変更・

業

追加は 前年度 ・
要と判

進

断したものについて改

展

善を実
あるか 追　加

施

等

した。

今後の事業・コ

に

スト・成果の方向性 今

よ

後の事業の方向性、改

る

革・改善案
※今年度か

環

らの具体的な事業の進

境

め方、手段の見直し等

変

、各方向性の内容

　　

化

　　　　　　　□　拡

あ

大 本事業が定着するこ

る

とで、指導監督が必要

に

な事象の発
　　　　　

伴

　　　　□　改善 生件

い

数が抑制される。
　　

、

　　　　　　　■　現

対

状維持 対象となる事業

象

所を増やすことで、よ

を

り多くの対象者
　　　

見

　　　　　　□　縮小

直

が適正な介護サービス

す

を受けられるよう確認

（

や改善を
　　　　　　

拡

　　　□　統合 行うこ

そ

とができる。
　　　　

の

　　　　　□　完了
　

理

　　　　　　　　□　

由

廃止・休止
コストの方

大

向性
　　　　　　　　

・

　→　維持
成果の方向

縮

性
　　　　　　　　　

小

→　維持

2

）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 554 介護相談員派遣事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護（介護予防）サービス受給者数は増加しており、適切な
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

介護サービスが受けられているか確認する必要がある。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業が定着することにより、

様

より多くの介護サービ

式

ス受給者が対象に
事業

1

進展等による環境変化

-

■ ある なる。
に伴い、

2

対象を見直す（拡
その

事

理由
大・縮小）必要は

務

ありませ
□ ない

んか？



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 555 介護予防・生活支援サービス事業審査支払事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成29年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱第15条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

介護予防・生活支援サービス事業にかかる審査支払い 高齢化に伴い要支援者及び介護予防・生活支援サービ
事務を国保連合会に委託し、サービス費の請求に関す ス事業対象者が増加傾向にある。
る審査及び支払いの管理を行ってもらう。
 
SDGsの取り組み：３

居宅介護支援事業者、サービス事業者により提出された請求に対し、国保連合会に
R2年度に実施した具体的な おいて給付の審査支払の処理をした後、連合会からの請求により支払った。
事業の方法、手順、指

令

標に対す
る成果等

事務

和

事業を取り巻く状況は

 

過去と比べ変化してい

3

るか (1)活動指標（

年

事務事業の活動量を表

度

す指標）

介護保険制度

（

に改正がないため、継

2

続して実施。 名称 単位

年

① 要支援認定者数及び

度

事業対象者数 人
変 化

実

②
内 容

対象(この事

施

業の対象、範囲となる

分

人、物) (2)対象指

）

標（対象の大きさを表

事

す指標）

介護予防・生

務

活支援サービス利用者

事

名称 単位
① 65歳以上

業

の市民 人
②

目的(この

目

事業によって上記対象

的

をどのような状態にし

評

たいのか) (3)成果

価

指標（目的の達成度を

表

示す指標）

居宅で介護

様

予防・生活支援サービ

式

スを利用する人が必要

1

なサービ 名称 単位
スを

-

受けられる ① 介護予防

1

・生活支援サービスの

記

受給者数 人
②

結果(上

入

位基本事業の意図) (

日

4)結果の成果指標（

令

上位基本事業の成果指

和

標）

公平な費用負担の

0

もと必要な介護サービ

3

スを利用してもらう 名

年

称 単位
① 一月当たりの

1

受給者数 人
②

事務事業

2

の各種指標の実績と見

月

込及び目標

H31年度

0

R2年度 R2年度 R3

8

年度 R4年度 R5年度

日

R6年度
指標 ＼ 年

１

度 単位
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

務

値 目標値
(1)の ① 人

事

527 533 571 5

業

89 608 628 64

の

9
活動指標 ②
(2)の

現

① 人 11,021 11

状

,204 11,208

　

10,398 11,5

Ｐ

88 11,778 11

Ｌ

,968
対象指標 ②
(

Ａ

3)の ① 人 305 31

Ｎ

9 291 306 316

及

327 337
成果指標

び

②
(4)の結果の ① 人

Ｄ

305 319 291 3

Ｏ

06 316 327 33

事

7
成果指標 ②

予算費目

務

会計 06 介護保険特

事

別会計（保険事業勘定

業

） 款 04 項 04 目 01

名

コスト 年度 H31年度

N

R2年度 R2年度 R3

o

年度 R4年度 R5年度

.

R6年度
実績値 計画値

5

実績値 計画値 目標値 目

5

標値 目標値
事業費(決

5

算又は予算額)Ａ 単位

介

222 227 201 2

護

30 238 246 25

予

5

財
源
内
訳

 国庫支出

防

金 千円 44 45 40 4

・

6 47 49 51
 県支

生

出金 千円 27 28 25

活

28 29 30 31
 地

支

方債 千円 0 0 0 0 0 0

援

0
 その他 千円 0 61

サ

54 62 64 66 68

ー

 一般財源 千円 151

ビ

93 82 94 98 10

ス

1 105
人件費Ｂ 千円

事

39.8 26.6 39

業

.8 39.8 39.8

審

39.8 39.8
正職

査

員従事時間×人数 時間

支

×人 6× 2 4× 2 6×

払

2 6× 2 6× 2 6× 2

事

6× 2
正職員以外の人

業

件費 千円 0 0 0 0 0 0

政

0
その他の費用Ｃ 千円

策

0 0 0 0 0 0 0
トータ

こ

ルコストA+B+C 千

の

円 261.8 253.

事

6 240.8 269.

務

8 277.8 285.

事

8 294.8
単位あた

業

りコスト ① 千円/人 0

施

0 0 0 0 0 0
（ﾄｰﾀ

策

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

の

象指標）② 千円/ 0 0

位

0 0 0 0 0

1

置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ことはできない。
に伴

業

い、対象を見直す（拡

名

その理由
大・縮小）必

N

要はありませ
■ ない

ん

o

か？

介護が必要な高齢

.

者に対し必要なサービ

5

スを提供するための事

5

業であ
事業進展等によ

5

る環境変化 □ ある
り、

介

市独自で目的を見直す

護

ことができない。
に伴

予

い、目的を見直す（目

防

その理由
的の追加・拡

・

充又は絞込）

必要はあ

生

りませんか？ ■ ない

有

活

効
性

各対象者の給付の

支

状況からそれぞれのサ

援

ービス利用が適正であ

サ

るかの確認をし
今以上

ー

に事業の成果を向上
、

ビ

不必要な給付があるか

ス

否かの把握をする必要

事

がある。
させる方法を

業

記入して下さ

い。 内　

審

容
※(3)の成果指標

査

を向上させる

　ことは

支

できますか？

第７期計

払

画の事業費見込みに対

事

し、実績が上回ってい

業

る。
目的達成状況 内　

２

容

□民間への一部委託

評

□民間への全部委託
市

価

関与の必要性 □指定管

　

理 □補助金・負担金助

Ｃ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｈ

（実施手法） 本事業に

Ｅ

精通した内部職員が実

Ｃ

施することがふさわし

Ｋ

いと考えられるため。

目

効
率
性

介護保険法上の

的

定めがあり、統合・廃

妥

止することはできない

当

。
事務事業の統廃合に

性

より、

事業の効率化を

こ

図り、成果
内　容

を向

の

上させる方法を記入し

事

て下さい。

給付の適正

業

化を図ることで、削減

の

は可能である。
現状よ

必

り事業費・人件費を

削

要

減する方法を記入して

性

下

さい。（仕様の変更

は

、外部 内　容
委託、従

薄

事時間の削減等は

でき

れ

ないか？)

公
平
性

直接

て

的な受益者はいない。

得

□ ある □ 現状で適正
受

ら

益者負担はありますか

れ

？

また、受益者負担割

て

合は適 □ ない □ 検討が

い

必要 内　容
正ですか？

る

■ 受益者がいない

３
改

い

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

ま

Ｎ

高齢化に伴い要支援

せ

者及び介護予防 3年ご

ん

とに策定される介護保

か

険事業
事業実施上の課

。

題、住 ・生活支援サー

十

ビス事業対象者が増 計

分

画において、サービス

な

利用状況を
民・議会等

成

からの意見 意　見 加傾

果

向にある。 対応策 分析

が

し、必要な見直しを図

理

っていく
と対応策 。

国

　

保連合会がサービス費

由

の請求に関 継続して実

得

施するため、前年度と

ら

同
R3年度の事業計画

れ

は前 変　更
する審査及

て

び支払いの管理を行い

い

、 様・同規模で実施。

ま

年度から変更・追加は

す

前年度 ・
手数料の支払

か

いをしている。
あるか

？

追　加

今後の事業・コ

得

スト・成果の方向性 今

ら

後の事業の方向性、改

れ

革・改善案
※今年度か

て

らの具体的な事業の進

い

め方、手段の見直し等

な

、各方向性の内容

　　

い

　　　　　　　□　拡

事

大 3年ごとに策定され

業

る介護保険事業計画に

進

おいて、サ
　　　　　

展

　　　　□　改善 ービ

等

ス利用状況を分析し、

に

必要な見直しを図って

よ

いく
　　　　　　　　

る

　■　現状維持 。
　　

環

　　　　　　　□　縮

境

小
　　　　　　　　　

変

□　統合
　　　　　　

化

　　　□　完了
　　　

あ

　　　　　　□　廃止

る

・休止
コストの方向性

に

　　　　　　　　　→

伴

　維持
成果の方向性
　

い

　　　　　　　　→　

、

維持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 555 介護予防・生活支援サービス事業審査支払事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

介護予防・生活支援サービス事業にかかる審査支払い事務を
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

国保連合会に委託しているため、本事業は必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていま

様

すか？ □ 得られていな

式

い

高齢者人口は増加し

1

ており対象者は増加傾

-

向にあるが、介護保険

2

法上
事業進展等による

事

環境変化
□ ある の定め

務

により対象者を見直す



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 562 訪問看護ステーション維持管理事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 有松　明子
この事務事業の開始時期 平成13年年度から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 公の施設として維持管理しなければならない

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

訪問看護等の事業を効率的に実施できるよう訪問看護 訪問看護ステーションの維持管理のため、施設の賃借
ステーションを適正に管理する。 、複写機のリース等を行い、公の施設として適正に管
①設置位置：みよし市民病院内 理しなければならない。
②業務時間：8:30～17:15（土日祝日及び年末年始は
除く）
「ＳＤＧｓの取り組み：３」

訪問看護ステーションの維持管理のため、施設の賃借、複写機等のリース、消耗品
R2年度に実施した具体的な の購入を行った。
事業の方法、手順、指標

令

に対す
る成果等

事務事

和

業を取り巻く状況は過

 

去と比べ変化している

3

か (1)活動指標（事

年

務事業の活動量を表す

度

指標）

変化していない

（

。 名称 単位
① - -

変 

2

化
②

内 容

対象(この

年

事業の対象、範囲とな

度

る人、物) (2)対象

実

指標（対象の大きさを

施

表す指標）

訪問看護ス

分

テーション 名称 単位
①

）

訪問看護ステーション

事

の面積 ㎡
②

目的(この

務

事業によって上記対象

事

をどのような状態にし

業

たいのか) (3)成果

目

指標（目的の達成度を

的

示す指標）

訪問看護ス

評

テーションを適正に管

価

理する。 名称 単位
① 事

表

業費 千円
②

結果(上位

様

基本事業の意図) (4

式

)結果の成果指標（上

1

位基本事業の成果指標

-

）

安心して生活を送っ

1

てもらえる。 名称 単位

記

① 在宅介護保険サービ

入

ス利用者の割合 ％
②

事

日

務事業の各種指標の実

令

績と見込及び目標

H3

和

1年度 R2年度 R2年

0

度 R3年度 R4年度 R

3

5年度 R6年度
指標 

年

＼ 年度 単位
実績値 計

1

画値 実績値 計画値 目標

2

値 目標値 目標値
(1)

月

の ① -
活動指標 ②
(2

0

)の ① ㎡ 65 65 65

8

65 65 65 65
対象

日

指標 ②
(3)の ① 千円

１

2,151 2,151

事

2,277 2,277

務

2,277 2,277

事

2,277
成果指標 ②

業

(4)の結果の ① ％ 8

の

5 85 82 85 85 8

現

5 85
成果指標 ②

予算

状

費目 会計 07 介護保

　

険特別会計（介護サー

Ｐ

ビス事業勘定） 款 01

Ｌ

項 01 目 01

コスト 年

Ａ

度 H31年度 R2年度

Ｎ

R2年度 R3年度 R4

及

年度 R5年度 R6年度

び

実績値 計画値 実績値 計

Ｄ

画値 目標値 目標値 目標

Ｏ

値
事業費(決算又は予

事

算額)Ａ 単位 1,95

務

5 2,277 1,92

事

6 2,447 2,43

業

6 2,446 2,43

名

6

財
源
内
訳

 国庫支出

N

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

o

 県支出金 千円 0 0 0

.

0 0 0 0
 地方債 千円

5

0 0 0 0 0 0 0
 その

6

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

2

 一般財源 千円 1,9

訪

55 2,277 1,9

問

26 2,447 2,4

看

36 2,446 2,4

護

36
人件費Ｂ 千円 33

ス

2 415 415 415

テ

415 415 0
正職員

ー

従事時間×人数 時間×

シ

人 25× 4 25× 5 2

ョ

5× 5 25× 5 25×

ン

5 25× 5 0× 0
正職

維

員以外の人件費 千円 0

持

0 0 0 0 0 0
その他の

管

費用Ｃ 千円 0 0 0 0 0

理

0 0
トータルコストA

事

+B+C 千円 2,28

業

7 2,692 2,34

政

1 2,862 2,85

策

1 2,861 2,43

こ

6
単位あたりコスト ①

の

千円/㎡ 35.2 41

事

.4 36 44 43.9

務

44 37.5
（ﾄｰﾀ

事

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

業

象指標）② 千円/ 0 0

施

0 0 0 0 0

1

策
の位置

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

内容を鑑みると、環境

業

変化に伴って目的は左

名

右されないため、見
事

N

業進展等による環境変

o

化 □ ある
直しは必要な

.

いものとする。
に伴い

5

、目的を見直す（目
そ

6

の理由
的の追加・拡充

2

又は絞込）

必要はあり

訪

ませんか？ ■ ない

有
効

問

性

事業規模を大きくす

看

る。
今以上に事業の成

護

果を向上

させる方法を

ス

記入して下さ

い。 内　

テ

容
※(3)の成果指標

ー

を向上させる

　ことは

シ

できますか？

現状維持

ョ

目的達成状況 内　容

□

ン

民間への一部委託 □民

維

間への全部委託
市関与

持

の必要性 □指定管理 □

管

補助金・負担金助成 ■

理

市の直営
内　容

　（実

事

施手法） 現在維持

効
率

業

性

事業内容を鑑みると

２

、統廃合による事業の

評

効率化又は成果の向上

価

は難しい。
事務事業の

　

統廃合により、

事業の

Ｃ

効率化を図り、成果
内

Ｈ

　容
を向上させる方法

Ｅ

を記入し

て下さい。

事

Ｃ

務内容を鑑みると、削

Ｋ

減は難しい。
現状より

目

事業費・人件費を

削減

的

する方法を記入して下

妥

さい。（仕様の変更、

当

外部 内　容
委託、従事

性

時間の削減等は

できな

こ

いか？)

公
平
性

直接的

の

な受益者はいない。
□

事

ある □ 現状で適正
受益

業

者負担はありますか？

の

また、受益者負担割合

必

は適 □ ない □ 検討が必

要

要 内　容
正ですか？

■

性

受益者がいない

３
改
革

は

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

薄

利用者の増加に伴う事

れ

務量の増加 事務の効率

て

化を図るとともに職員

得

の
事業実施上の課題、

ら

住 増員を目指す
民・議

れ

会等からの意見 意　見

て

対応策
と対応策

訪問看

い

護ステーションの維持

る

管理の 継続して実施。

い

R3年度の事業計画は

ま

前 変　更
ため、施設の

せ

賃借、複写機等のリー

ん

年度から変更・追加は

か

前年度 ・
ス、消耗品の

。

購入を行った。
あるか

十

追　加

今後の事業・コ

分

スト・成果の方向性 今

な

後の事業の方向性、改

成

革・改善案
※今年度か

果

らの具体的な事業の進

が

め方、手段の見直し等

理

、各方向性の内容

　　

　

　　　　　　　□　拡

由

大 利用者が年々増加し

得

ていくこと及び２４時

ら

間対応が必
　　　　　

れ

　　　　□　改善 要（

て

常に携帯を常備してい

い

る）であることから、

ま

現状
　　　　　　　　

す

　■　現状維持 の５名

か

では対応が困難になっ

？

ていくため、職員の増

得

員
　　　　　　　　　

ら

□　縮小 を目指す。
　

れ

　　　　　　　　□　

て

統合
　　　　　　　　

い

　□　完了
　　　　　

な

　　　　□　廃止・休

い

止
コストの方向性
　　

事

　　　　　　　→　維

業

持
成果の方向性
　　　

進

　　　　　　→　維持

展

2

等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 562 訪問看護ステーション維持管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

訪問看護利用者のため、施設の維持管理は必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

事業の目的を鑑みると、環境変化に伴って対象は左右され

様

ないため、
事業進展等

式

による環境変化
□ ある

1

見直しは必要ないもの

-

とする。
に伴い、対象

2

を見直す（拡
その理由

事

大・縮小）必要はあり

務

ませ
■ ない

んか？

事業



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 564 訪問看護事業
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 有松　明子
この事務事業の開始時期 平成8年度から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 老人保健法に基づき開始した

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

かかりつけの医師の指示により、訪問看護ステーショ 年間延べ利用者数
ンの看護師が利用者の家庭を訪問し、本人とその介護 平成31年度：634人（訪問回数：1,699回）
者の希望に沿った療養上のお世話や診療補助などの看 令和２年度：698人（訪問回数：2,246回）
護サービスを行う。
「ＳＤＧｓの取り組み：３」

訪問看護の利用を希望する人が、訪問看護の利用申込後、医師の指示により看護師
R2年度に実施した具体的な が利用者の家庭を訪問し、看護サービスを行った。
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去

令

と比べ変化しているか

和

(1)活動指標（事務

 

事業の活動量を表す指

3

標）

変化していない 名

年

称 単位
① - -

変 化
②

度

内 容

対象(この事業

（

の対象、範囲となる人

2

、物) (2)対象指標

年

（対象の大きさを表す

度

指標）

病気やケガなど

実

により家庭で療養して

施

いる状態で、医師の診

分

察又 名称 単位
は往診を

）

受けている住民 ① 市民

事

病院の延べ往診受診者

務

数 人
②

目的(この事業

事

によって上記対象をど

業

のような状態にしたい

目

のか) (3)成果指標

的

（目的の達成度を示す

評

指標）

安心して療養に

価

専念してもらう 名称 単

表

位
① 訪問看護事業に関

様

するトラブル 件
②

結果

式

(上位基本事業の意図

1

) (4)結果の成果指

-

標（上位基本事業の成

1

果指標）

安心して生活

記

を送ってもらう 名称 単

入

位
① 在宅介護保険サー

日

ビス利用者の割合 ％
②

令

事務事業の各種指標の

和

実績と見込及び目標

H

0

31年度 R2年度 R2

3

年度 R3年度 R4年度

年

R5年度 R6年度
指標

1

 ＼ 年度 単位
実績値

2

計画値 実績値 計画値 目

月

標値 目標値 目標値
(1

0

)の ① -
活動指標 ②
(

8

2)の ① 人 684 70

日

0 698 700 700

１

700 700
対象指標

事

②
(3)の ① 件 0 0 0

務

0 0 0 0
成果指標 ②

(

事

4)の結果の ① ％ 85

業

85 82 85 85 85

の

85
成果指標 ②

予算費

現

目 会計 07 介護保険

状

特別会計（介護サービ

　

ス事業勘定） 款 02 項

Ｐ

01 目 01

コスト 年度

Ｌ

H31年度 R2年度 R

Ａ

2年度 R3年度 R4年

Ｎ

度 R5年度 R6年度
実

及

績値 計画値 実績値 計画

び

値 目標値 目標値 目標値

Ｄ

事業費(決算又は予算

Ｏ

額)Ａ 単位 6,034

事

465 461 503 1

務

,525 795 795

事

財
源
内
訳

 国庫支出金

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

名

県支出金 千円 0 0 0 0

N

0 0 0
 地方債 千円 0

o

0 0 0 0 0 0
 その他

.

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

5

一般財源 千円 6,03

6

4 465 461 503

4

1,525 795 79

訪

5
人件費Ｂ 千円 13,

問

280 16,600 1

看

6,600 16,60

護

0 16,600 16,

事

600 0
正職員従事時

業

間×人数 時間×人 1,

政

000× 4 1,000

策

× 5 1,000× 5 1

こ

,000× 5 1,00

の

0× 5 1,000× 5

事

0× 0
正職員以外の人

務

件費 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
その他の費用Ｃ 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
トータ

施

ルコストA+B+C 千

策

円 19,314 17,

の

065 17,061 1

位

7,103 18,12

置

5 17,395 795

基

単位あたりコスト ① 千

本

円/人 28.2 24.

事

4 24.4 24.4 2

業

5.9 24.9 1.1

主

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

管

2)の対象指標）② 千

課

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

サービスを行うことを

業

目的としているため、

名

目的のの追加や拡充は

N

に伴い、目的を見直す

o

（目
その理由 できない

.

。
的の追加・拡充又は

5

絞込）

必要はありませ

6

んか？ ■ ない

有
効
性

で

4

きない
今以上に事業の

訪

成果を向上

させる方法

問

を記入して下さ

い。 内

看

　容
※(3)の成果指

護

標を向上させる

　こと

事

はできますか？

なし
目

業

的達成状況 内　容

□民

２

間への一部委託 □民間

評

への全部委託
市関与の

価

必要性 □指定管理 □補

　

助金・負担金助成 ■市

Ｃ

の直営
内　容

　（実施

Ｈ

手法） 現状は直営が望

Ｅ

ましい

効
率
性

統合でき

Ｃ

ない
事務事業の統廃合

Ｋ

により、

事業の効率化

目

を図り、成果
内　容

を

的

向上させる方法を記入

妥

し

て下さい。

利用者が

当

年々増加していくこと

性

及び２４時間対応が必

こ

要（常に携帯を常備し

の

て
現状より事業費・人

事

件費を
いる）であるこ

業

とから、現状の４名で

の

は対応が困難になって

必

いくため、職員の
削減

要

する方法を記入して下

性

増員を目指す。
さい。

は

（仕様の変更、外部 内

薄

　容
委託、従事時間の

れ

削減等は

できないか？

て

)

公
平
性

利用料は法に

得

より決められており、

ら

適正である
■ ある ■ 現

れ

状で適正
受益者負担は

て

ありますか？

また、受

い

益者負担割合は適 □ な

る

い □ 検討が必要 内　容

い

正ですか？
□ 受益者が

ま

いない

３
改
革
改
善
案
　

せ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

利用者の

ん

増加に伴う事務量の増

か

加 事務の効率化を図る

。

とともに職員の
事業実

十

施上の課題、住 増員を

分

目指す
民・議会等から

な

の意見 意　見 対応策
と

成

対応策

訪問看護の利用

果

を希望する人が、訪 継

が

続して実施。
R3年度

理

の事業計画は前 変　更

　

問看護の利用申込後、

由

医師の指示に
年度から

得

変更・追加は 前年度 ・

ら

より看護師が利用者の

れ

家庭を訪問し
あるか 追

て

　加
、看護サービスを

い

行った。

今後の事業・

ま

コスト・成果の方向性

す

今後の事業の方向性、

か

改革・改善案
※今年度

？

からの具体的な事業の

得

進め方、手段の見直し

ら

等、各方向性の内容

　

れ

　　　　　　　　■　

て

拡大 利用者が年々増加

い

していくこと及び２４

な

時間対応が必
　　　　

い

　　　　　□　改善 要

事

（常に携帯を常備して

業

いる）であることから

進

、現状
　　　　　　　

展

　　□　現状維持 の５

等

名では対応が困難にな

に

っていくため、職員の

よ

増員
　　　　　　　　

る

　□　縮小 を目指す。

環

　　　　　　　　　□

境

　統合
　　　　　　　

変

　　□　完了
　　　　

化

　　　　　□　廃止・

あ

休止
コストの方向性
　

る

　　　　　　　　↑　

に

増加
成果の方向性
　　

伴

　　　　　　　↑　増

い

加

2

、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 564 訪問看護事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

利用者がいる限り必要性はある
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

訪問看護事業を必要とする利用者は、受動的であるため見直せない。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（

様

拡
その理由

大・縮小）

式

必要はありませ
■ ない

1

んか？

本人とその介護

-

者の希望に沿った療養

2

上のお世話や診療補助

事

などの看
事業進展等に

務

よる環境変化 □ ある
護



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 565 ケアプラン作成事務
政策 健康で生き生きと暮らせるまち

この事務事業
施策 豊かに暮らせるようにみんなで助け合おう

の位置
基本事業 介護

主管課名 長寿介護課 課長名 有松　明子
この事務事業の開始時期 平成12年度から 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 介護保険法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

利用者に対し適切なケアプランを作成し、居宅サービ 年間延べ利用者数
スの提供が確保されるよう居宅サービス事業者その他 平成31年度：455人
の事業者及び関連機関との連絡調整などの便宜の提供 令和２年度：350人
を行う。  
「ＳＤＧｓの取り組み：３」  

契約に基づきケアプラン（介護サービスの利用計画のことで、利用者の意向を踏ま
R2年度に実施した具体的な えて、いつ、どのようなサービスを、どの事業所で、どれくらい利用するかなどを
事業の方法、手順、指標に対す を決めたもの）を作成し関連機関との連絡調整を行った。
る成果等

事務事業

令

を取り巻く状況は過去

和

と比べ変化しているか

 

(1)活動指標（事務

3

事業の活動量を表す指

年

標）

変化なし 名称 単位

度

① 変化なし なし
変 化

（

②
内 容

対象(この事

2

業の対象、範囲となる

年

人、物) (2)対象指

度

標（対象の大きさを表

実

す指標）

介護保険で要

施

支援、要介護に認定さ

分

れた住民 名称 単位
① 要

）

支援・要介護認定者 人

事

②
目的(この事業によ

務

って上記対象をどのよ

事

うな状態にしたいのか

業

) (3)成果指標（目

目

的の達成度を示す指標

的

）

ケアプランを作成し

評

、在宅生活が支障なく

価

遅れるよう支援してい

表

名称 単位
く ① ケアプラ

様

ン立案希望者数 ％
②

結

式

果(上位基本事業の意

1

図) (4)結果の成果

-

指標（上位基本事業の

1

成果指標）

安心して生

記

活を送ってもらう 名称

入

単位
① ケアプランの立

日

案者数 ％
②

事務事業の

令

各種指標の実績と見込

和

及び目標

H31年度 R

0

2年度 R2年度 R3年

3

度 R4年度 R5年度 R

年

6年度
指標 ＼ 年度

1

単位
実績値 計画値 実績

2

値 計画値 目標値 目標値

月

目標値
(1)の ① なし

0

活動指標 ②
(2)の ①

8

人 1,300 1,30

日

0 1,300 1,30

１

0 1,300 1,30

事

0 1,300
対象指標

務

②
(3)の ① ％ 100

事

100 100 100 1

業

00 100 100
成果

の

指標 ②
(4)の結果の

現

① ％ 100 100 10

状

0 100 100 100

　

100
成果指標 ②

予算

Ｐ

費目 会計 07 介護保

Ｌ

険特別会計（介護サー

Ａ

ビス事業勘定） 款 02

Ｎ

項 02 目 01

コスト 年

及

度 H31年度 R2年度

び

R2年度 R3年度 R4

Ｄ

年度 R5年度 R6年度

Ｏ

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

務

値
事業費(決算又は予

事

算額)Ａ 単位 93 10

業

4 94 104 104 1

名

04 104

財
源
内
訳

 

N

国庫支出金 千円 0 0 0

o

0 0 0 0
 県支出金 千

.

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

5

方債 千円 0 0 0 0 0 0

6

0
 その他 千円 0 0 0

5

0 0 0 0
 一般財源 千

ケ

円 93 104 94 10

ア

4 104 104 104

プ

人件費Ｂ 千円 332 4

ラ

15 415 415 41

ン

5 415 0
正職員従事

作

時間×人数 時間×人 2

成

5× 4 25× 5 25×

事

5 25× 5 25× 5 2

務

5× 5 0× 0
正職員以

政

外の人件費 千円 0 0 0

策

0 0 0 0
その他の費用

こ

Ｃ 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

トータルコストA+B

事

+C 千円 425 519

務

509 519 519 5

事

19 104
単位あたり

業

コスト ① 千円/人 0.

施

3 0.4 0.4 0.4

策

0.4 0.4 0.1
（

の

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

位

)の対象指標）② 千円

置

/ 0 0 0 0 0 0 0

1

基本事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

その理由
的の追加・拡

業

充又は絞込）

必要はあ

名

りませんか？ □ ない

有

N

効
性

現在の成果水準を

o

維持していくことが肝

.

要である
今以上に事業

5

の成果を向上

させる方

6

法を記入して下さ

い。

5

内　容
※(3)の成果

ケ

指標を向上させる

　こ

ア

とはできますか？

達成

プ

している
目的達成状況

ラ

内　容

□民間への一部

ン

委託 □民間への全部委

作

託
市関与の必要性 □指

成

定管理 □補助金・負担

事

金助成 ■市の直営
内　

務

容
　（実施手法） 現状

２

では直営が望ましい

効

評

率
性

できない
事務事業

価

の統廃合により、

事業

　

の効率化を図り、成果

Ｃ

内　容
を向上させる方

Ｈ

法を記入し

て下さい。

Ｅ

できない
現状より事業

Ｃ

費・人件費を

削減する

Ｋ

方法を記入して下

さい

目

。（仕様の変更、外部

的

内　容
委託、従事時間

妥

の削減等は

できないか

当

？)

公
平
性

現状で適正

性

である
□ ある ■ 現状で

こ

適正
受益者負担はあり

の

ますか？

また、受益者

事

負担割合は適 ■ ない □

業

検討が必要 内　容
正で

の

すか？
□ 受益者がいな

必

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

要

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事務量の増加

性

事務の効率化を図る
事

は

業実施上の課題、住
民

薄

・議会等からの意見 意

れ

　見 対応策
と対応策

契

て

約に基づきケアプラン

得

を作成し関 継続して実

ら

施。
R3年度の事業計

れ

画は前 変　更
連機関と

て

の連絡調整を行った。

い

年度から変更・追加は

る

前年度 ・
あるか 追　加

い

今後の事業・コスト・

ま

成果の方向性 今後の事

せ

業の方向性、改革・改

ん

善案
※今年度からの具

か

体的な事業の進め方、

。

手段の見直し等、各方

十

向性の内容

　　　　　

分

　　　　□　拡大 現状

な

を維持していく。
　　

成

　　　　　　　□　改

果

善
　　　　　　　　　

が

■　現状維持
　　　　

理

　　　　　□　縮小
　

　

　　　　　　　　□　

由

統合
　　　　　　　　

得

　□　完了
　　　　　

ら

　　　　□　廃止・休

れ

止
コストの方向性
　　

て

　　　　　　　→　維

い

持
成果の方向性
　　　

ま

　　　　　　→　維持

す

2

か？ 得られていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 565 ケアプラン作成事務

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

要支援・要介護に認定された人に、安心して在宅生活を送れ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

るようサポートすることにより、高齢者福祉に資する
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

必要なし
事業進展等による環境

様

変化
■ ある

に伴い、対

式

象を見直す（拡
その理

1

由
大・縮小）必要はあ

-

りませ
□ ない

んか？

必

2

要なし
事業進展等によ

事

る環境変化 ■ ある
に伴

務

い、目的を見直す（目


